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この報告書は、(財)日 本情報処理開発協会が競輪の補助金 を

受 けて、実施 した事業の成果を取 りまとめたものです。





、



序

国内 の電子 署名 ・認証 にかかわ る情報 の共有や課題の解決 と提 言 を行 ってい くため、

関連す る団体や 有識者 が参加す る電子署名 ・認 証利用パ ー トナー シ ップ(JESAP)を 平

成14年6月 に立 ち上げ、今年で三年 目を迎 えま した。

具体的 な活動 と して は、情報共有や課題 の解決 のために開催 す る運営委 員会活動 と二

つ の部会(利 用促進部会 お よび全国普及部 会)を 中心 とした普及 広報活動 が あ ります。

運営委員会 は 、大 山永 昭東京 工業大学教授 を委員長 とし、有識 者 と国内PKI推 進 に係

わる団体 か らの委員 、お よび経 済産業省 、総 務省、法務省 、国土交通省 、厚 生労働省 の

PKI推 進 関連部 局か らのオブザ ーバか ら構成 されてお ります 。部会 におい ては、行政担

当者 、有識者 による講演等 を行 いま した。また、部会活動 の一貫 と して、タス ク活動 を

有識者 ・業 界関係者 の グループ によ り開催 し、PKIに 関す る課題 の共有 に努 めま した。

普及広報活動 と しては、地方 の団体 と共催 す る講演会 を開催 してお ります。

本報 告書 は、国 内のPKI推 進活動 の状況等 を著 した もので、政府 にお ける利 用動 向、

国際的 な活用 の動 き、民間等 にお け る利 用動 向 として電子署名認証 推進 ・活 用団体の紹

介、各分野 にお ける電子署名 ・認 証の利活 用についての提言 、電子 申請 、電子 契約、税

務 、医療等 をテーマ に した タスク活動 の報告 を行 っています。

本報告書 が 、電子署名 の利用 を検討 してい る企業、機関の方 々に とって一助 に なるこ

とがで きれ ば幸いです。

平成17年3月

財団法人日本情報処理開発協会
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電子署名 ・認証の利活用分野に対す る提言
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1.1電 子 社 会 の ビ ジ ョ ン

(電子署名 ・認証 を利活用 した安心 ・安全な電子社会)

2000年 の ミレニ アムプロジェク ト後 、rlT基 本戦略」 、re-Japan戦 略」、re-Japan戦 略

II」 といった政府 の新 たなIT施 策 が相 次いで発表 された。そ うした努 力 もあ りブ ロー ドバ ン ド

の急速な普及 な どをは じめ とす る世 の中の大 きな変化 が伺 える。この低 価格なブ ロー ドバ ン ドの

普及 は、多 くの人 々にネ ッ トワー クの可能性 を予感 させ 、実際、多 くの新たな ビジネ スを生み 出

してい る。 この よ うに発展 してきたIT(情 報技術)は 、 さま ざまな分 野の経 済成長や社会 シス

テムの効率化 な ど社会 に欠 かす ことのできない基盤 とな りつつ ある。そ して更 に、このネ ッ トワ

ークは、人、サー ビス、デバイスな どが 「いつで も、どこで も、何で も、誰 で も」接続 され るユ

ビキタスネ ッ トワー クを形成 しよ うと してい る。このユ ビキ タスネ ッ トワークは、様 々な新た な

ビジネスの基盤 を提供 し新 しい価値 を創 造す るこ とにな るだ ろ う。

こうしたネ ッ トワー クが基盤 として定着 しつつ あ る一方、これ までに無か った多 くの課題 も浮
/

上 してい る。特 にネ ッ トワー クのセ キュ リテ ィの問題 が顕著化 してお り、.また、個人 情報保護や

プ ライバ シー問題へ の対応 な どへの要 求 も高 ま りつつあ る。イ ン ターネ ッ トな どのネ ッ トワー ク

が基盤 と成す ほ どに、そのセ キュ リテ ィの不安 が浮上 し、また 、多 くの個人情報 が電 子化 され る

ほ どにプ ライバ シー な どの問題 が顕著化 してい る。具体的 には、フィ ッシ ング詐 欺、キ ャ ッシュ

カー ド偽造、個人情報 の漏 洩な ど、IT社 会、ネ ッ トワー ク社会 、電子社 会の新 たな脅威 が浮上

している。

IT技 術、ネ ッ トワー ク技 術を背 景に本 格的 な電子社会が到来 しよ うと してい るが、 この新 し

い電子社会は、便利 で効率的な社 会であ る一方 、不正 に強 く透 明性 が高い社会 にな るべ きで ある。

電子社会の健全 な発展 のため、'そして信頼性 の高い社 会のた めには 、ア ドホ ック的な対応だ けで

な く制度面 も含 めた社会 システム と してのセ キュ リテ ィ基盤 、特 に電子署名 ・認証 の利活用が欠

かせ ない。そ して、安全、安心 な電子署名 ・認証 が十分 に利活用す るためには、現状 の分析、法

制度 の整備、また 、更 なる技術 開発等 が重 要だ と考 え られ る。ここで は、こ うした ことを念頭 に

電子認証(Authentication)と 電子署名 に関す る課題 を別 々に考 察す る。

1.1.1電 子 認 証 の 状 況 と課題

ネ ッ トワー クが、シー ム レスに接続 され る中、電子認証の重要性 は、誰 もが感 じてい るこ とで

はないだろ うか。 政府 が進め るre-Japan戦 略」で は、 「元気 、安心、感 動、便利 」社会 を 目指

す としてい るが 、 これ は、いつで も、 どこで も、誰 にで も(人)、 何 にで も(デ バイ ス、サーバ)

ネ ッ トワー クを介 して接続 され、そ の中で様 々なサー ビス を享受で きるであろ うことを前提 に考

え られ ている。 しか し、多 くの感動 、便利 を提供す るサー ビスで は、単 にネ ッ トワー ク上 で接続
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されるだけではなく、信頼関係 を確立するための認証(Authentication)が 重要になる。何にでも

(デバイス、サーバ)接続 される今後のユビキタスネ ットワークにおいては、人の認証だけでなく、

サー ビスやデバイス等の認証も重要な役割を果たす。また、時刻の認証(いつ)や位置の認証(ど

こ)等 といった認証 も必要な場面があるだろ う。

電子認証は、安全、安心な電子社会を実現するための、最 も重要な要素のひとつになると考え

られるが、これ らの認証に対 して、これまでにない多様な要求が浮上 している。人の認証 とい う

ことだけととっても、プライバシー保護のための仮名による認証、人の色々な属性 に関する認証、

これ らの認証が、シーム レスに接続 されたユビキタスネッ トワークにおいて、より大規模に、更

に色々な組織を超えて行われ ることが要求 されている。

様々な認証技術が登場 しているものの、ユビキタスネ ットワークで要求 され る個々のネ ットワー

クや組織を超えた広範囲な ドメインにおける認証を実現にするには、まだ大きな壁がある。壁の

ひ とつは相互運用性の問題である。これまでの多くの電子認証技術は、限 られた環境で動作すれ

ばよく、相互運用性の問題が大きくクローズアップされることはなかった。ローカルな ドメイン

における認証では問題にならなかつたプライバシーの問題 も、広い ドメインの認証では非常に重

要な意味を持つ。

電子認証に対するセキュリティレベルや保証レベルの向上も重要な課題である。e-Japan戦 略

の成果 としてインターネッ トにおけるブロー ドバン ドなどの普及 が挙げられているが、これ らの

IT基 盤の利活用が次の課題 とされている。しかし、これまでのIT基 盤は、利活用を進めるにふ

さわ しい十分なユーザ認証(電子認証)と セキュリテ ィを提供 しているとは言えない。

インターネッ トにおける電子認証は、当たり前に利用されているにも限 らず、インターネ ット

上等で広く利用 されている電子認証に対して何の評価基準 もなく、実際に利用されている電子認

証 も低いセキュ リティレベルのものが主流だと考えて間違いない。低 レベルの電子認証は、ネ ッ

トワークの実質的な価値を下げている。

幅広い認証 ドメインを持った電子認証基盤(ま たは、電子認証プラットフォーム)の整備 も重要

な意味を持つ と考えられる。今後のユビキタスネッ トワークにおいては、ネッ トワーク上の様々

サー ビスの連携や協調が不可欠 と考えられるが、そのための基盤 としての電子認証基盤が重要な

役割を果たす と考えられる。これまでのような、個別のサー ビス毎の閉 じた電子認証だけでは、

連携や協調が必要なサー ビスを実現することは難 しい。複数のサー ビスが相互に利用できる形態

で、連携や協調に不可欠な認証基盤機能を提供する仕組みを構築することが、ユ ビキタスネ ッ ト

ワークにおける安全、安心を実現のす るひとつの鍵 となると言ってもよい。ユ ビキタスネ ッ トワ

ーク社会の感動、便利を提供するサービスは、信頼関係を提供する電子認証基盤 の上に構築 され、

このことによって安全、安心が提供 されるようになるだろ う。

ユビキタスネ ットワーク時代の人、サーバ、デバイスが 「どこでも、いつでも、何でも」接続

され る中での信頼をどう確立するかといった問題の解決には幅広い議論が必要である。これ らは

信頼の確立は技術だけでは解決できない。ネッ トワークなどのIT技 術が社会の基盤 となるほど

に法制度との整合や、電子社会に適応 させるための変革が必要になってお り、技術開発自体も社
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会システムの基盤 としての視点が要求されている。

1.1.2電 子 署 名 の状 況 と課 題

電子署名は、正に社会の基盤 となるべ き技術である。しか し、ブロー ドバン ド等のネッ トワー

クの普及や技術の発展に対 して、電子署名の普及が進んでいない とい う声が強い。電子署名の基

盤 としては、電子政府 として、政府認証基盤(GPKI)、LGPKI、 公的個人認証サー ビスが整備 され

てきた。そ して、電子署名法の施行な ど、民間における電子署名に関する法制度の整備も推進 さ

れてきた。 しかし、現時点では、電子政府 としても十分利用 されているとは言えず、更に、民間

においても普及が進んでいるとは言いがたい。

電子署名の普及は、それほど簡単ではない。電子署名の普及の課題は、技術的な問題以外にある。

「紙 と印鑑」の文化から 「電子文書 と電子署名」の文化へ、まずは、これまでの慣習の壁を越え

る必要がある。また、企業内だけであっても 「紙と印鑑」から 「電子文書 と電子署名」への移行

は、業務の本質的な変革が要求 される。 しか し、電子署名がな された電子文書は、これまでIT

の普及が困難だった業務を劇的に改善する可能性 も秘めている。

電子署名の利用は、ネッ トワークを使ったサー ビスというよ りは、保存が必要な紙文書か ら電子

文書の移行が重要になる。2005年4月 には、'e文書法(民間事業者等が行 う書面の保存等におけ

る情報通信の技術の利用に関す る法律)が 施行 されるが、このe文 書法は、電子文書における電

子署名の重要性などを再認識す るよい機会になった。これ らの認識 とは、電子社会に向かって多

くの法律の対応を検討する必要があること、紙文書か ら電子文書への移行には電子署名が重要で

長期保存を行なうためにはまだ多 くの課題があること等である。

電子署名の普及にあたっては、電子署名法などの見直 しも検討すべき課題である。e文 書法で

タイムスタンプ技術が注 目されているが、このタイムスタンプの実現方法のひとつは、時刻が保

証されたサーバにより電子署名 が施す ことである。しか し現在の電子署名法は、自然人による署

名のみを扱 ってお りタイムスタンプのようなサーバによる署名 などは範疇外である。ユビキタス

ネ ットワーク社会においては、人口よ りもはるかに多い認証を要するデバイス、人間が行 うより

もはるかに多いサーバによる署名なども考えられる。これ らは、これまでの法制度の延長上にあ

る「電子署名法」などの枠組みだけではカバーできず、新たな枠組み も検討 されるべきであろう。

1.1.3電 子署名 ・認証 を利活 用 した安 心 ・安全な電子社会

電子社会 の健全 な発展 のため、そ して信頼性 の高 い社会 を構築す るた めの電子認証 、電子署名

の課題 を簡 単に説 明 した。2005年 は、eJAPAN戦 略の最終年 にな るが、電子署名 ・認証 を利活用

した安心 ・安全 な電子社会 の構 築のた めには、まだ、多 くの課題 があ る。

2001年 に電子署名 法が施行 され 、また、e文 書法の成立 な どはあ るものの 、民法 な どのIT化

対応 は、まだ これか らの課題 だ と考え られ る。個別 の法制度 はや は り紙文書 を前提 にいてい るも
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のが多い。例えば紙の手形を前提 とした民法の手形法は存在 しても、電子データを前提 とした手

形法は存在 しない。そ して、これ らの法制度に制約を受けた業務は、やは り紙文書を前提に最適

化を行なっている。結局のところ、現在の社会は 「紙 と押印」を前提に した社会であ り、紙文書

を前提に最適化されている。そのため電子文書を前提にした社会への移行には大きな変革を伴 う。

このよ うに電子署名の普及は、電子社会への移行そのものだと考えられる。

電子認証に関 しては、様々な認証のメカニズムが乱立 してお り利用者か らは差が分か らない状

況になっている。高い付加価値のサー ビスを行 うためには、一定のセキュ リティレベル、ない し

保証 レベル を持った電子認証が必要とされているが、認証の技術や運用の標準化やそのセキュリ

ティ基準等はまだ未整備の状況にある。そ して、電子認証の利用者にとってもサー ビスを提供す

る側にとっても、その利便性 とリスクを測 りかねている状況にあると言える。セキュ リティ基準

などを整備することにより電子認証に関するベス トプラクティスを示す努力が必要であろう。

これまでIT技 術が、便利な社会、効率的な社会が実現できると考えられてきた。 しか し、IT

化することにより生じる可能性がある不正を防ぎ、セキュリティ上の各種の問題の解決 し、また

プライバシーの確保等も同時に達成する必要がある。こうしたことを実現す るにあたって、電子

署名 ・認証を利活用は非常に大きな意味を持つ。電子署名 ・認証を利活用 した安心 ・安全な電子

社会を目指 し、更なる技術開発、利活用の促進、法制度の整備などの努力が求められる。

現在の社会 電子社会

紙 と押 印

の世界

(紙で最適化された世界)

Asls(現 状)モ デ ル

ITや 電子署名が存

在しなかった時代の

法制度等による制

約や、慣習の壁によ

り、電子化、IT化が

阻まれている。

汗嘘鞘
組前提の業批
諺 大きな鐡 頭

電子データと

電子署名の世界
(rrで最適化 した世界)

ToBe(理 想)モ デ ル

効率的で、不正に強

く、透明性の高い社

会(を目指すぺき)

電子署名の普及が

カギ
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1.2政 府 にお ける利 活用

1.2.1政 府 認 証 基 盤(GPKI)の 活 用

オ ンライ ン行政サー ビスを実現す る電子政府 では、政府の認証基盤 と してGPKIが 整備 されて 、

い る。ブ リッジ認証局 と各府省 の府省 認証 局で構成 され るGPKIに よ り、大 臣等 によ る電 子公文

書への電子 署名 が可能 とな り、国民が安 心 して電子政府 サー ビスを利 用で きる ことになる。また、

地方公共 団体において も、GPKIと 同様 の仕 組み であ るLGPKI(LocalGovernmentPublicKey

Infrastructure)が 構築 され てい る。
ノ

この よ うに、電子政府 の重要 な基盤 となるGPKIで あ るが、その運用面 においては改善すべ き

点がないわけではない。特 に、電子 申請 を利用す る際 の 「安全 な通信 を行 うた めの証 明書」の入

手 と設定、フィンガー プ リン トの確認 な どの作 業は、多 くの利用者 に混乱 を招 くものであ る。

構 築 ・運 用に多 くの費用 を必 要 とす るGPKIは 、費用対効果 を上げ るた めに、その利活 用 を推

進す る必要 がある。 そのためには、国民 が過度 の負担 を感 じる ことな く、GPKIを 通 じた安心 ・

安全な環境 の中で、電子 政府 のサー ビスを利用 でき るよ うにな ることが望 ま しい。

LGPKIの 利活用 について は、GPKIと 同様で あるが 、これ に加 えて電子的 な通知等 におけ る利用

を提案 しておきたい。民間企業 で一部採 用 され てい るよ うに、市区町村等 か ら国民宛 てに送 られ

る各種の通 知につ いて、電子的 に行 うこ とを検討す る時期 に ある と言 え る。LGPKIを 活用 した電

子通知の実現によ り、行政側 の費用負 担 を少 な くし、国民 の利便性 を高 める ことを 目指 して も ら

いたい。

1.2.2商 業登記 に基 づ く電子認証制度 の活用

商業登記に基づ く電子認証制度は、登記簿の記載内容に基づいて、登記上の法人代表者の電子

証明書を発行するものである。証明書には、法人代表者本人の氏名のほか、商号 ・本店 ・代表者

の資格等が登記簿の記載内容に基づいて記録 されている。

平成12年10月 より運用を開始 し、平成15年4月 には大幅な手数料の引下げを行ったものの、

その利用は期待 されたほど進んでいない。 ・

利用が進まない理由はいくつか考えられ るが、利用(証 明書の発行申請、証明書の検証な ど)

するために専用のソフ トウェアを別途購入する必要があることが挙げ られる。証明書には、法人

代表者の氏名、商号 ・本店 ・代表者の資格等が日本語で記載 されるため、通常のブラウザを利用

する環境だけでは、証明書の内容を確認できないからである。

しか し、この問題は、商業登記の情報を無料でインターネ ッ ト公開す ることで解決するもので

ある。っまり、電子証明書に日本語の情報を記載する必要は無 く、英語表記の商号等とユニーク

(唯一)の 番号を記載す ることで足 りるのである。
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電子署名付きの電子文書等を受け取った場合、証明書の有効性や記載内容をブラウザ等で確認

し、日本語表記を含む詳 しい情報にっいては、インターネ ットで無料公開 されている登記情報を、

商号やユニーク番号を基に検索 ・閲覧すれば良いのである。

そのためには、重複 しない法人番号を全ての法人に付与す ること、商業登記の情報を無料でイ

ンターネ ット公開することの二つが必須となる。

日常的に多 くの行政手続や取引を行 う企業において、電子証明書の利用が進むことは、電子申

請や電子商取引の普及に大きく寄与するものである。商業登記に基づく電子認証制度を利用者 の

視点で改善されることが、強く望まれ る。

1.2.3電 子 申請 にお け る代理 申請 の活用

電子申請は、インターネ ット等 を利用 して申請 ・届出する仕組みである。従来の申請 ・届出等

の手続が、行政窓 口へ申請書類を郵送するか持参 して提出する必要があったのに対 して、電子 申

請では、パ ソコンで作成 した申請書類(電 子データ)を 、自宅や職場から申請 ・届出することで

きるようになる。

2005年3月 現在、国の行政機関については、手続の9割 以上が電子申請できる状況にあ り、

地方自治体においても、電子申請 システムの導入が進んでいる。しかし、実際の利用はあま り進

んでいない状況にある。

電子 申請の利用状況や、士業を活用 した電子申請の普及方策については、「2.1電 子申請 タス

ク」を参照 してもらうこととして、ここではより広い視点か ら代理申請の活用について提言 して

おきたい。なお、電子申請にっいて本人の利用が進まないことか ら、安易に士業等の代理 申請に

よる利用を期待するのは間違いであ り、問題の解決 とはならないことは指摘 してお く。

ここで提言する代理申請の活用 とは、電子申請の利用を仲介す る仕組みを意味するものであ り、

デジタルデバイ ドへの対応、電子申請 と窓口申請 との連携 とい う視点に立つものである。

例えば、市役所等の窓 口において、電子申請対応の窓口を設置 し、本人が 口頭で伝える申請 ・

届出の内容を、担当者が本人に代わって入力 し電子申請を行 う。モニター画面等に表示 され る内

容を本人に確認 してもらい、公的個人認証サービス等の電子証明書で電子署名 をもらい(ま たは、

印刷 したものに手書きの署名 をもらう)、手続きが完了するようにする。各種証明書等の交付で

あれば、即時に発行 してもらえる。

電子申請における代理 申請の利点は、面倒なコンピュータ操作を覚えることなく電子申請のメ

リットを享受できることにある。電子 申請の普及を目指すのであれば、人が仲介することで、安

心 して電子申請を利用できる環境を提供 し、現場である窓口との連携 ・融合を進めることが有効

であると考える。
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1.3教 育分野 におけ る利 活用

教育分野 、と りわ け、学校教育 の分野で のPKIの 利 活用 を考 え るとき、当然 、教 育現場での利

活 用にが、第一 に考 え られ る。 しか し、さ らに これ に加 えて、教育機 関の業務 での利 活用 も推進

すべ きものである と言 え る。

まず、一つ 目の教育現場 でのPKIの 利活用 と して は、2003年 度の提 言で も触れた、e-learning

にお けるア クセ ス権 の管理やオ ンライ ン学生証 での利 用が考 え られ る。その効果 につ いては、こ

こで あらためて く り返す必要 はないで あろ う。

また、 これ も2003年 度 の提言 で述 べた よ うに、 ビジネ スの分 野 とは違 い、教育 とい うある意 味

で寛容な見方ので きる環境で は、PKI利 活用 の実証実験や試行 に関 して も、その制約 の少 な さや

トライ ・ア ン ド・エ ラー の しやす さの点 で、 よ り有利 な分野 である と言 え る。

しか し、現実には 、e-1ea叩ingで は、歴 史のまだ浅 い分 野であ るので 当然の こ とではあ るが、

教育技術的 な視点 、様 々なコンテ ンツ 開発 の視 点か らの話題 が中心であ り、PKIの 役割 ともい え

るセ キュ リテ ィ面 での論議 にまではい たっていない。

二 つ 目の"教 育機 関 の業務 での利 活用"は 、組織 と しての教育機 関がもつ情報 について、あ ら

ためて考 えた とき、その重要性 が認識 され る。

教 育機 関は、当然 なが ら、その組織 の 中に、学生 、生徒、児童な どの個人情報 を もってい る。

また、成績 な どのいわば部外秘 と して扱われ るべ き種 類の情報 ももってい る。

もちろん、企業な どの他 の組織 同様 、教 育機 関で も、個人情報 は適切 に管理 され な けれ ばな らな

い し、成績 に関連 した情報 は、評価結果 としての意 味だ けでな く、在籍期 間中のその個人 の教育 、

指導や教え る側 の教授法 の改善 な どに も有効 に活用 され るべ きもので もある。この こ とを考 える

と、そのア クセス権限の設定や管理 は、 よ り複雑 な もの にな らざるを得 ない。

さらに、他の組織 との間でのデー タのや り取 り、た とえば、大学 が取 り寄せ る志願者 の大学入

試セ ンター試験 の成績な どは、秘匿、改 ざん防止 、入力誤 りの防止 の必要性 が あるこ とは当然 で

ある。

このよ うな業務 でのPKIの 有効性 は 、明 白で あ り、その適用 の方法 は、す ぐにもその概 要を思

い描 けるほど、 この分野 はPKIに 適 している と言 える。

また、多 くの教 育機 関が、研 究や教育 への財 政支援 を 目的 と した様 々な制度 に積極 的に応募 し

ているが、この種 の 申請 は、1ペ ー ジの文字数か らフォ ン トの大 きさまで指定 され た定型 の書類

を ワー ドプ ロセ ッサ で作成 し、これ を数十部 印刷 して持参、郵送 、宅配便 な どで送 .るよ う定 めて

いる ものが多い。これ を電子デ ー タに切 り替 え るこ とと、公正性 、公平性 を保 ち、検証で きる仕

組み としての電子署名 の適用 は、 ここで改めてそ の意 味を述 べ る必要 もない種類 の もので ある。

この ように、教育分野でのPKIの 利 活用 を考 える とき、教 育機 関の業務での利活用 は、組織 と

しての教育機 関に効果 を もた ら し、ま た、教育現場 での利活用 よ りも早期 の実現が可能 なもので

あ ると考 え られ る。
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そ して、この教育機 関の業務でのPKI利 用 、す なわ ち、PKIア プ リケー シ ョンの教育機 関での

使用 は、学生の属性情 報のセ キュアな管理 を意 味 し、e-1earningや オン ライ ン学 生証 を利用 し

た様 々なアプ リケー シ ョンの基盤 ともな るものであ る。

では、教 育機 関 の業務 での利 活用推 進 には何 が必要 なのか。

まず 、教育機 関の組織 としての認識 が課題 であ る。その原 因につ いての議 論 は他 に譲 るが、教

育機 関では、一般 的 に情報化 に よる業務 の効率化が民 間企業 ほ どには理解 されてい ない。ま して

や 、情報化 に よる学生 、生徒 、児童へ のサー ビスの向上や、他の同業者 との差別 化の概念 を理解

している ことは稀 であ る と言 える。

しか し、一方 で、IT社 会 は発達 し、そ こに問題 点 も出現 す るに至 り、 これ らを解決 す るため

の施策 が打 ち出 され てい る状況があ る。そ の一つ が、個人情報保護 の法 制化で あ る。

教育機 関 も、当然、個人情 報保護 の法律 を遵守す る義務が あ り、効率化の意識 は ど うあれ 、現 実

には、おそ らく、ほ とん どの教 育機 関で、パ ソコンの表計算 ソフ トであれ 、デー タベ ース であれ 、

コン ピュー タ上 に個人 情報が存在す るこ とは間違 いない と考 え られ る。

このこ とか ら、この法律 の施行 を機 に、教育機 関内の情報 資産の見直 しとセ キュ リテ ィ実現施 策

として、業務 でのPKIア プ リケーシ ョンの導入 とい う結論 に導 くことがで きる と考 え る。

教育機 関は、在籍者 数 の大小 によ らず、類 似的業務 が多い と考 え られ るので、小規模 の適用例

(成功例ツか ら始 め、成 果を他に展開 してい く方法 が有効 である。こ こで、企業 とは違 い 、他 と

の差別化 を図 る道具 として業務のIT化 を行 うとい う考え方 が少 ない ことが ここでは幸い し、こ

の方法 を受入れ やす い環境 とな り、少 ない投 資で、わが国の教育機 関全 体に良い効果 を もた らす

こ とが期待 で きるの であ る。

・少ない投 資 とい え ども、一つの教育機 関 が、自 らの財源 だ けで これ を行 うことは、負 担が大 き

い。そ こで、残 念 なが ら現在 は、直接 的な表現で、e-Japan戦 略では取 り上げ られ てはいない

が、2005年 度 以降 の充 実期 の取組 み と して、 この種 の取組み を取 り上 げ、一 つ 目の教 育現場 で

のPKIの 利 活用、す なわ ち、e-learningで の利用や オ ンライ ン学生証の実現 に も発展 させれば 、

世界最先端 のIT国 家 の更な る発展 と、わが 国発 の世 界規格 による教育分 野での 国際的な貢献 に

もつな げる ことが できる。
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1.4税 務分野 にお ける利 活用

～e文 書法と税務関係書類の電子保存～

1.4.1e－ 文 書 イ ニ シ ア チ ブ とe文 書 法

e-JapanIIで は、e－文書イニシアチブとして、「法令により民間に保存が義務付けられている

財務関係書類、税務関係書類等の文書 ・帳票の うち、電子的な保存が認められていないものにつ

いて、近年の情報技術の進展等を踏まえ、文書 ・帳票の内容、性格に応 じた真実性 ・可視性等を

確保 しつつ、原則 としてこれ らの文書 ・帳票の電子保存が可能となるようにす ることを、統一的

な法律(通 称 「e－文書法」)の制定等により行 うこととする。」とい う方針 を決定 し、これにより

成立 した法律が 「民間事業者等が行 う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法

律」(通称:e文 書法)で す。

この法律は、既存の法律で規定されている書面保存義務を事業者の選択によ り、電磁的記録 とし

て保存することを認 め、そのための共通事項 を定めま した。その 目的は 「電磁的方法による情報

処理の促進を図るとともに、書面の保存等に係 る負担の軽減等を通 じて国民の利便性の向上を図

り、もって国民生活の向上及び国民経済の健全 な発展に寄与すること(同 法1条)で す。

民間の事業活動の中では、様々な書面が作成 され、交付され、また保存 されています。これ ら

の書面は、法令の規定により作成 されるものもあり、法令上、保存義務が課せ られるものも相当

数あります。この法律の施行により、これ らの民間業者に義務付 けられた 「書面」に関する義務

を、選択によ り電子的に行 うことが可能 とな ります。

e－文書イニシアチブの背景には、既存の法制度が 「書面」を前提としてお り、これ らの規定が、

民間の経営活動や業務運営の効率化の阻害要因となっているという認識があ りました。この法律

によって、これからは 「生成」「交付」「保存」とい う一連の業務を、原則 として電子的な記録 「電

子文書」で行 うことが可能となります。 このための立法措置がe文 書法とい うことになります。

しかし、緊急時に即時に確認の必要があるもの等は、一部例外 とされま した。具体的な電子化

の範囲は主務省令で定められることになります。また、税務関係については 「適正公平な課税確

保のため」として、次項で述べる措置が採 られました。

1.4.2e文 書 法 の税 務 分 野 で の 立 法 措 置

他の分野 と異なり、税法の規定する保存義務はすべての企業に関係があ り、また、その保存義

務も多岐にわたります。後述のように、企業は、税法(特 に法人税法)の 規定により、企業活動

で生成され、また受領する債権債務、金銭に関する書面を保存しています。これ らの 「書面」は

企業が保存する書面の中の相当部分を占めるものと考えられます。また、税法以外の法令で作成

や保存の義務があ り、法人税法上も保存義務があるとい う 「書面」もあります。したがって税務
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分野の電子保存 は 「e－文書イ ニシアチブ」 に大 きな影響 が ある といえます。

1.4.3立 法 形 式 の 選 択

税務分野で電子保存 を容認するとすれば、次のような立法形式が考えられます。

1.基 本法で原則すべてを容認→具体的な範囲は政令委任

2.個 別税法の改正→法人税法、消費税法などの保存規定を個別 に改正

3.電 子帳簿保存法の改正→電子帳簿保存法を改正、追加

1は 、基本方法式 とも呼ばれ、すでに施行されている電子 申請、電子申告の根拠法である 「行

政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」が、 この方式です。

2は 、一括法方式 と呼ばれ民間取引で書面交付を義務付けている法律を一括 して改正 した 「1

T書 面一括法」 な どが この方式 です。

今回のe文 書法 では、1の 基本法方式が採 られ ま したが、税務分野 につ いては、 「整備 法」 と

いう形式で、既存の電子帳簿保存法が下記のように改正 され第4条 に第3項 が追加 されました。

電子計算機を使用 して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律

(国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等)

第四条 保存義務者は、国税関係帳簿の全部又は一部にっいて、自己が最初の記録段階か ら一貫

して電子計算機を使用 して作成する場合であって、納税地等の所轄税務署長(財 務省令で定める

場合にあっては、納税地等の所轄税関長。以下 「所轄務署長等」とい う。)の 承認 を受 けたとき

は、財務省令で定めるところにより、当該承認を受けた国税関係帳簿に係 る電磁的記録の備付け

及び保存をもって当該承認を受けた国税関係帳簿の備付け及び保存に代えることができる。

2保 存義務者は、国税関係書類の全部又は一部について、 自己が一貫して電子計算機 を使用 し

て作成する場合であって、所轄税務署長等の承認 を受けたときは、財務省令で定めるところによ

り、当該承認を受けた国税関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当該承認を受けた国税関係

書類の保存に代えることができる。

3前 項に規定するもののほか、保存義務者は、国税関係書類(財務省令で定めるものを除く。)

の全部又は一部について当該国税関係書類に記載されている事項を財務省令で定める装置によ

り電磁的記録に記録す る場合であって、所轄税務署長等の承認 を受けたときは、財務省令で定め

るところにより、当該承認を受けた国税関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当該承認 を受

けた国税関係書類の保存 に代える}と ができる。

(ア ンダーライ ンが平成17年4月1日 施行 の改正部分)

一11一



1.4.4電 子 帳 簿保 存 法 改 正 の ポ イ ン ト

上記のように電子帳簿保存法は、税務署長の承認 を受けることにより、4条 第1項 で自己が最

初の記録段階か ら電子計算機 を使用 して作成する帳簿、第2項 で同じく自己が最初の記録段階か

ら電子計算機を使用 して作成する書類の電子保存を認めていました。今回の改正により、これ ら

以外のものについても 「財務省令で定める装置により電磁的記録 に記録 し保存する」ことが、認

められることとなりました。税務署長の承認が必要であることは、1項、2項の場合 と同様です。

ここでい う 「財務省令で定める装置」とはスキャナのことです。これを整理す ると下記のよ うに

なります。

電子帳簿保存法4条 で電子保存が認められるもの

種類等 法令 主なもの

自己が一貫 して電子的に作成

する帳簿

電子帳簿保存法4条1項 総勘定元帳、仕訳帳等

自己が一貫 して電子的に作成

す る書類

電子帳簿保存法4条2項 請 求書 、納 品 書控 え、 レジデ

ー タ等

その他 電子帳簿保存法4条3項 取引に関係 して受領 し、また

は発行 した証票類等

今回の改正は電子帳簿保存法4条3項 の追加であり、具体的には、1項2項 で定めるものの他、

財務省令で定めるものについて、スキャナ保存を容認するという規定になっています。したがっ

て今回の改正のポイン トは、スキャナ保存の容認 とい うことにな ります。

その具体的な範囲、要件等は財務省令で定められることになってお り、「電子計算機 を使用 して

作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律施行規則」が改正 されま した。

スキャナ保存の対象範囲

税法には、様々な帳簿や書類の保存義務規定があ ります。すべての企業に関係するものが次の

4つ です。

ー

ウ
"

3

4

法人税法の保存規定

消費税法の保存規定

所得税法(源 泉徴収関係)の 保管規定

電子帳簿保存法10条 による電子取引の取引情報に係 る電磁的記録の保存義務

今回の改正で、追加されたスキャナ保存の範囲を理解するためには、これ らの個別税法の規定
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の理解が必要とな ります。また個別企業の業態によって保存義務のある書類は全部異な ります。

本稿では、法人税法の保存義務規定を主に解説 します。

法人税法施行規則では保存義務のあるものを次のように分類 しています。

種別 具体例

1.帳 簿

'

総勘定元帳、仕訳帳、その他資産、負債及び資

本 に影響を及ぼす一切の取引に関 して作成 さ

れたその他の帳簿

2.決 算関係 書類 、 棚卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに決算

に関 して作成 されたその他の書類

3.そ の他 の証票 類 取引に関 して、相手方から受け取った注文書、

契約書、送 り状、領収書、見積書その他これ ら

に準ずる書類及び 自己の作成 したこれ らの書

類でその写 しのあるものはその写 し

上記の1、 帳簿は電子帳簿i保存法4条1項 の対象 となります。2は 、スキャナ保存の対象外と

されました。また3の うち、記載金額が3万 円以上の契約書 と領収書も対象外 とされま した。し

たがって整理するとスキャナ保存の対象となるものは、①上記の3の うち契約書、領収書以外の

もの、②記載金額が3万 円未満の契約書、領収書 とい うことになります。

電子帳簿保存法の適用範囲(4条3項 が新規に認められたもの)

種 別 直 電子保存の種別

1.帳 簿 4条1項 対象

2.決 算 関係書類 書面保存

3.そ の他の証票類 相手また自己が作成する領収書等(3万 円

未満)
4条3項 対象

相手また自己が作成する領収書等(3万 円

以上)
書面保存

相手また自己が作成する領収書等以外の

証票
4条3項 対象

自己が一貫 して電子的に作成するもの 4条2項 対象

ス キ ャナ 保 存 の 要 件

スキャナ保存を選択す るためには、税務署長への承認 申請が必要ですが、本稿執筆段階では、承

認申請書の記載事項等の詳細が不明であ り、以下は1月31日 の財務省令によっています。スキ

ャナ保存の要件の概要は次の とお りです。
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ス キ ャ ナ に 関 す る 事 項

原稿台 と一体 となった ものに限 る(ハ ンデ ィス キャナ等 は不 可)

解像度1ミ リメー トル 当た り8ド ッ ト以上(概 ね200dpi相 当)

256階 調以上のカ ラー スキ ャナ

入 力 タイ ミン グ

その書類の受領、作成後速やかに行 うこと(電 子帳簿保存法4条1項 の承認を受けている場合は

事務処理規定を整備することにより例外規定がある)。

電 子 署 名 に 関す る規 定
ト

ーつの入力単位ごとに
、入力を行 う者または直接監督する者の電子署名 を付すこと(電 子署名法

の認定認証事業者及び商業登記法によるものに限る)。

タ イ ム ス タ ンプ に 関す る規 定

財団法人 日本データ通信協会が認定する 「時刻認証業務」のタイムスタンプを付すこと。

ス キ ャ ン記 録 の保 存

スキャナで読み取った際の解像度、階調及び書類の大ききに関する情報の保存。

完 全 性 の 要件

訂正や削除を行った場合は、これ らの事実内容を確認できること。

帳 簿 との 関 連 性

スキャナ文書 と帳簿 との間の関連性を確認できるように してお くこと。

見 読 性 に 関す る要 件

電子計算機、プログラム、カラーディスプ レー、カラープリンタ、操作説明書の備付。

次の条件で出力できるように してお くこと。

① 整然 とした形式であること

② オ リジナル書類と同程度に明瞭であること

③ 拡大、縮小 して出力することが可能であること

④4ポ イン トの大きさの文字が認識できること

検 索性 の確 保

取引年月 日、取引金額等一定の検索条件にしたがって検索ができる機能を確保すること。
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タ イ ム ス タ ンプ を要 しな い もの

なお、国税庁告示第四号(平 成17年1月31日)に 定める書類については、スキャン文書にタイ

ムスタンプが要件 とされません。定型的な約款があらかじめ定められている場合の契約の申込書

や、口座振替の申込書などが該当 します。

ス キ ャナ 保 存 制 度 の創 設 の 意 義

執筆段階では、詳細が不明ですが、スキャナの入力単位や検索性 の確保が どのように取 り扱われ

るか等によりコス トは大幅に違ってきます。検索性の確保では、スキャンデータ中にある 「日付」

や 「金額」等を検索することができるようにするためには、OCR処 理が必要 となりますが、この

完全性は期待できません。検索性要件が厳格であれば、オ リジナルデー タの記載内容をデータに

付加する必要がでてきます。またスキャナで読み取った際の情報の保存でも 「書類の大きさ」に

関する保存が規定されています。

しか し、電子帳簿保存法4条3項 によるスキャナ保存制度は、企業が保存す る電子文書、画像デ

ータの完全性を確保す る手段 として
、電子署名、タイムスタンプに 「市民権」を与えたとい う意

味で画期的な意義があります。また、要件を満たすスキャナもさして高価なものでなく、中小企

業にとっても十分導入可能なものであるといえます。

e文 書法は、単に企業負担軽減 という目的だけでなく「電磁的方法による情報処理の促進を図る」

ことを目的」(同法1条)と しています。中小企業も含め多くの企業が導入することによってe－

文書イニシアチブの 目的が達せ られ ることになります。

e文 書法については衆議院内閣委員会で 「税務関係については適宜その対象範囲の見直 しを行

うこと」との付帯決議が付 されています。(平成16年11月10日)な お参議院でも同趣旨の付帯

決議が付 されています。

衆議院内閣委員会付帯決議

政府は、両法律の施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

一 両法律の施行に伴 う主務省令等の制定及びその運用に当たっては
、国会における議論及び民

間事業者等の意見を十分に踏まえるとともに、経済社会情勢等の推移に応 じて必要な見直 しを行

うこと。また、主務省令等の内容について、国民の経済活動等に支障のないよ う、十分周知徹底

す ること。

二 情報の改ざん、漏えい、不正使用等が行われないよう、民間事業者等に対 して、情報通信の

技術革新に対応 したセキュリテ ィ対策及び個人情報の保護のための適切な措置が講 じられるよ

う必要な助言等を行 うこと。

三 税務関係書類の電子的な保存については、適正公平な課税及び電子化によるコス ト削減等の

観点を踏まえっつ、適宜その対象範囲の見直 しを行 うこと。
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四 処方せんの電子的な作成 ・交付等については、患者等の利便性の向上、技術的実現可能性等

を踏まえつつ、その可否について引き続き検討 していくこと。

五 地方公共団体において両法律の趣 旨にのっとり適切な措置が講 じられるよう、情報提供その

他必要な措置を講ずるものとす ること。

一般に企業にとって
、税法が規定す る保存義務が最 も範囲が広い と考え られます。しかし、適

正公平な課税が確保できる制度でなければならないことは言 うまでもあ りません。最後に、今後

電子保存を拡大 していく上で、考慮すべき事項を挙げておきます。

1.4.5電 子 保 存 の対 象 に 関 して

通達等が規定する保存義務

e文 書法では、「法令の規定によ り書面によ り行わなければな らないとされているものについて、

書面の保存に代えて当該書面に係 る電磁的記録の保存を行 うこと」を容認する法律であ り、この
'』場合
の 「法令」とは、法律、政省令のことをいいます。通達や大臣告示等で保管を義務付けてい

るものは含まれません(参 議院内閣委員会答弁)。税務関係書類では、給与支払者が保管する 「扶

養控除等申告書」や 「保険料控除申告書」等は、これに該当します。これ らについての取扱 を明

確にす る必要があります。

3万 円以上の領収書等

電子化文書(ス キャン文書)の 真実性を担保するためには、次の3つ のすべてが保証 されなけれ

ばなりません。

①オ リジナルの文書に偽造や改ざんがないこと

②スキャンが正 しく行われたこと

③画像処理後改ざんがないこと

今回のスキャナ保存制度の創設では記載金額が3万 円以上の、契約書、領収書等は除外されま し

た。 しかし、スキャナ保存を行 う場合、3万 円未満はスキャナ保存、それ以外は書面とすると、

領収書綴 りや請求書発行控え等の一覧性が損なわれます。む しろすべてスキャナ保存 とし、別途

書面も保存するほ うが利便性が高いと考えられます。さらに、現行のマイクロフィルム保存制度

と同等に一定年限を経過 したものについては、3万円以上のもの電子保存のみでよいとする制度

を導入することが可能であれば、大きな負担軽減 となると考えられます。

1.4.6お わ り に

e文 書法案は、文書の電子保存を容認する法律であ り、電子保存を義務付ける法律ではあ りま

せん。従って、紙による保存から電子保存に移行するかどうか とい う判断は各企業に委ね られて
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います。

現在の社会は、法制度 で保存が義務付けられた文書等に関しては、まだ、紙文書が中心であり、

民間の取引においても紙 と押印が主流だと考えられます。それに対 して、ITに よる効率化をは

かるためには文書の電子化は避けて通れない課題であり、e文書法の大きな意図はここにあるは

ずです。一方、理想的な電子社会は、効率と共に不正に強 く透明性の高い社会であるべきはずで

す。これには、やは り電子署名やタイムスタンプといった技術の普及 と更なる研究開発が欠かせ

ないと考えられます。

文書の電子保存に関 しては、電子署名、タイムスタンプの実用化以前と、現在では全く状況が

異な ります。電子帳簿保存法の 「自己が一貫 して電子計算機 を使用 して作成する帳簿書類」に限

り、電子保存が認められ るとい うのは、電子署名法が施行 され、電子署名、タイムスタンプが実

用化 された現在では、見直 しが必要な段階にきていると考えます。

電子署名 とタイムスタンプが施 された電子文書は、その電子文書のデータ自体が、誰の意志の

よって存在 し、改 ざん検出が可能で、何時の時点から存在 しているかを証明 します。こうしたこ

とにより、電子文書は、「電子システム保存」の対象 となった装置内に留まらず連携す るために

必要な電子文書として機能す るはずです。e-JAPAN戦 略の中でもIT基 盤を利用 した連携の必要

性が至るところで説かれていますが、官民や利害関係者間などの連携を促進するためには、この

電子署名 とタイムスタンプが施 された電子文書の重要性がもっと認識 されるべきだ と考え られ

ます。e文 書法では、その目的 として 「国民の利便性の向上を図 り、もって国民生活の向上及

び国民経済の健全な発展に寄与する」としています。こうしたことを現実のものとするためには、

多方面にわたる議論と、努力が望まれます。

参考文献

松 本 泰 「文 書 法案 の イ ンパ ク トと今 後 の 電 子 社 会 の あ り方 」

http://www.jnsa.org/active/press/vol12pdf/2 _tokusyu1.pdf
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1.5市 民生活 にお ける利活 用

PKIの 市民生活における利活用は、今年度 も発展をとげた とは言 えず、相変わらず足踏み状態

が続いている。 しか し、今年度は、主に我が国の法制度の整備 に関連 して大きな変化があった。

その例 として、公的個人認証サー ビス、個人情報保護法対策、e文 書法に関連 した市民生活への

PKIの 利活用の動きについて取 り上げる。

1.5.1公 的 個 人 認 証 サ ー ビス の 市 民 生 活 へ の影 響

2004年1月 に公的個人認証サービスがスター トし、これに続いて公的個人認証を利用 した

電子納税やパスポー トの電子申請などのサー ビスが開始 され、全国に展開 された。この公的個人

認証サー ビスの開始によって、 日本国民がPKIを 利用するための重要な基盤ができたと言える。

現時点では、公的個人認証を利用 した電子 申請、届出はまだ少数であ り、また開始 されたサー

ビスも実施する省庁や自治体ごとに閉 じられているため、利用者に とって便利なサー ビスになっ

.て いるとは言いがたい。

今後、これを活用 した行政サー ビスが次々に登場することや使い勝手のよい便利なシステムに

なっていくことを期待 したい。

しかし、このような電子政府 ・電子 自治体のためのPKIの 整備 によって一般市民の日常生活へ

のPKI利 用が一気に加速するとは言 えない。なぜなら、一般的な市民が申請や届出などの行政手

続きを行 う機会は、多くて年 に数回程度なので、日常的にPKIを 利用す る機会が増えたとは言え

ないからである。 『

総務省は、地域再生計画の一つとして住民基本台帳カー ドと公的個人認証を利用 した地域通貨

の実験を千葉県市川市、福岡県北九州市、熊本県小国町の3カ 所で実施 した。この実験は、住基

カー ドや公的個人認証を市民が 日常的に利用するサービスの実例 をつ くることを目的の一つ と

していた。

このPKIの 日常的な利用とい うことがとても重要である。地域通貨とい うサービスに限らず、

行政機関への申請や届出以外の 日常的なサー ビスの中で公的個人認証が利用されるメニューを

増や し、市民が 日常の中でPKIを 利用す る機会を増やすことが普及成功の鍵になるであろ う。

公的個人認証は、住民基本台帳に基づいた本人確認をインターネッ ト経由で可能にするもので

ある。現在の制度では、公的個人認証は、基本的に行政機関への申請や届出に用途が限定されて

いるが、民間のサー ビスでも住民票に基づいて本人確認をすることは運転免許証 と並んで最も一

般的なものの一つであるので、それがインターネ ット経由でできるよ うになるとそのメリットは

非常に大きいであろう。

また、現時点では、公的個人認証の鍵や公開鍵証明書は、実質的に住基カー ドにしか格納でき

ないが、住基カー ドは任意で持つ ものである上に500円 の負担 もかかる。今後はICカ ー ド化
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が計画されている運転免許証やパスポー トなどの公的な身分証明書には公的個人認証の鍵ペア

が入るようす ることによって、公的個人認証の発行を広げる具体的な方策 についても検討が必要

であろう。

1.5.2個 人 情 報 保 護 法 対 策

本年度 は、2005年4月 か ら施行 され る個 人情 報保護 法対策 と銘打 ったセ ミナー が数 多 く開

催 され た。企 業や団体 ではこの法律に施行への危機 意識は強 く、多 くのセ キュ リテ ィベ ンダーや

コンサル タン ト業者 もこの法律への対策 をビジネ スチャンス と見 て、盛 ん にこの危機 感 をあお り、

法律 に対す るセ キュ リテ ィ対 策の必要性 を強調 し、セ キュ リテ ィ製 品や コンサル サー ビスを売 り

込む ために利用 した。

しか し、この法律 は、これ まで 日本ではほ とん ど無法状態だ った と言 って よい個人情 報の管理

を、欧州 な どの国際的 なル ール に準 じるもの に した と言 ってよい もので あ り、個人情報 を扱 えな

くす るこ とを 目的 とす るもの ではない。む しろこの法律 には 、個人情報 を適切 に利用す るための

ルール をつ くり、それ に よって個人情報 の ビジネ ス利用 を促進 す るとい う側面 も持 っている。

この法律がで きたこ とに よって、個人情報を きちん と組織 的 に管理 し、情報 の所有者 である本

人 と合 意 した利用範囲 を逸脱 しない範囲 において は、個人情報 を合法的 に利活 用で きるよ うにな

った とも言 え る。

現時 点では、この法律 に基 づいてま だ個人情報 を有効に利活用す るた めの システムの提案 はほ

とん ど見当た らないが 、個人情報 の利活用 のためには、個人情報 の所有者 で ある本 人が認 めた範

囲で利用 され る よ うに、ポ リシー を遵守 した利用者認証 とアクセス制御が重要 にな り、これの実

現のた めにPKIが 求め られ る よ うにな る可能性 が高い。

また 、個 人情報保護 に関連 して、情報セ キュ リテ ィに関す る意識が高 ま り、企業 な どがそのた

めの コス トを意識す る よ うになった ことも大きな変化 である。

その 中には、無線LANの 通信 の保護 な ども含 まれ る。

無線LANは 、設置や利用 の容易性や利便性 が認 め られ 、非 常な勢いで普及 が進 んでい る。また、

普及 と同時にその危険性 について も認知 され るよ うになった。

無線LANの セ キュ リテ ィ と して現在最 も一般的 な手段 は、WEPで ある。WEPは 、ア クセ スポイ ン

トと端 末の間で共通 のキーを使 うこ とで通信 を暗号化す る。

しか し、このWEPキ ー が漏洩 した場合 、盗聴 な どが可能 にな って しま う。10名 程 度の小規模

なコ ミュニテ ィの中で無線LANを 使 う場合は、そ'れで も十分 に安全だが 、100名 や1000名

となる とそ うはいかず、対象者 が増 えるにつれて、キーが漏 洩す る危 険性 が高 まる。

この 問題へ の現 時点での根本 的な対策は、IEEE802.1XEAP-TLSを 利 用す るこ とであ る。EAP-TLS

では、RADIUSサ ーバ を使 って利 用者認証 を行 った上 でWEPの 鍵交換 を行 う。 この利用者認 証 に

はPKIを 利用す るため、大規模 な無線LANを 運用す る組織 で、PKIを 利 用す るものが増加 す るこ

とが期待 され る。
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1.5.3e－ 文 書 法 の イ ン パ ク ト

個人情報保護法 と同様に2005年4.月 より施行 されるe－文書法は、個人情報保護法ほどの

話題性は無かったが、この法律による文書管理コス トの軽減や企業内でのより完全なるペーパ レ

ス化の進行などへの期待は大きい。また、スキャナ製品や時刻保証 ビジネスに関連 した分野での

新たなビジネスへの期待 もある。 、

この法律によって、電子署名の意味が署名者の本人確認だけでな く文書の存在証明などの否認

防止の効果を持つことが認識 されたことも見逃すことができない。

e－文書法の効果が実際にどのよ うに 民間企業などの業務に影響を与えるかとい うことは、この

法律のさらに詳細なガイ ドラインなどの要件に依存 して決まるが、文書保管コス トの削減などの

効果が明確になれば、小規模のオフィスにも電子署名やタイムスタンプを行 うシステムが導入さ

れ、PKIが 日常業務の中に浸透する可能性がある。
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利用促進部会タスク活動の報告
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2.1.1タ ス ク活 動 の 概 要

1.電 子 申請 タスクの概要
]

電子申請タスクでは、現在稼動 している省庁の電子申請システムを対象 として、電子申請活性

化タスク(連 携 タスク1)と 電子簡易申請タスク(自 由タスク1)と い う二つのタスク活動を展

開した。

両タスクは、図表1に ある通 り、総論および各論 といった分類をしているが、目的や活動内容

について共通する部分も多いため、会議およびメー リングリス トの運営を合同で行い、本タスク

活動報告についても両タスク合同で作成 した。

図表1:電 子申請タスクの比較

操 艦 灘 難1'
;灘

羊フ

く難 欝

伊鎖"　 獣 懸 馨文 ざ`酷

簡顯 講 スク
※6

灘 》

目 的 ロ、

∨

轟 套

i譲
☆∨

電子申請の利用活性化 より簡易で安価な電子申請サービスの

実現

電子政府・電子自治体施策の支援

対象 電子申請全般(総論) 個別の電子申請システム(各論)

活動

ミ まが

嶽鋲s

.舞

(省庁)電 子申請システムの検証を通

じて、電子申請全般が抱える課題を

探り、その対応策を検討する。検討結

果を踏まえて政策提言もおこなう。

利用者・手続きを絞り込んだ電子申請システ

ムの検証を踏まえて、実証実験やシステム

構築の実現を視野に入れた、新しい電子申

請ビジネスモデルを検討する。

チ郷

"七.・ .

合同会議の開催、メーリングリストの共同運営
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2.電 子申請活性化タスクについて

目的 電子申請の利用を活性化させ ることにより、政府が推進す る電子政府 ・電子

自治体の実現を支援 し、その健全な発展に貢献する。

活動内容 電子申請の普及を妨げる原因を探 り、利用を活性化させ る方策を検討す る。

また 、検討結果 を踏 ま えて、政府へ提言 を行 う。

検討事項 1.対 象 とす る電子 申請が抱える課題の抽出 と整理

課題の抽出にあたっては、メンバーの保有する利用検証データ等を活用

しつつ 、必要に応 じて実際 にシステ ムを利用 しなが ら行 う。対象 は、厚生

労働省(労 働保険関係)お よび法務省(商 業法人オンライン登記 申請)と

、 する。国土交通省を対象とする電子簡易申請タスクとは、連携 しなが ら進

める(会 議 お よび メー リング リス トの合 同)。

、 2.課 題を解決 し利用を活性化 させ る方策の検討

検討にあたっては、電子 申請の利用者層や実際の利用場面に配慮するこ

ととす る。

3.事 前調査

本検討に先立って、対象 となる電子申請システムの進捗および利用状況

について事前調査 を行 う(事 務局が主に担当)。必要に応 じて、関係者へ

の個別 イ ンタビュー等 を企画 す る。
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3.電 子簡易 申請 タスク について

目的 より簡易で安価な電子申請サー ビスを実現することによ り、政府が推進す る

電子政府 ・電子 自治体の実現を支援 し、その健全な発展に貢献する。

活動内容 現在稼動する電子申請システムを活用 しながら、より簡易で安価な電子申請

サービスを実現するビジネスモデルを検討する。また、検討結果を踏まえた実

証実験やシステム構築の実現についても検討する。

検討事項 1.「 電子簡易 申請 システム ・ビジネスモデル」 についての検討

対 象は、国土交通省 の運輸 関係 の手続(簡 易 な届 出 ・報告 な ど)と す る。,

厚生労働省、法務省を対象 とする電子 申請活性化タスクとは、連携 しなが

ら進 める(会 議 お よびメー リン グ リス トの合 同)。

2.実 証実験およびシステム構築の実現についての検討

対象 とする手続に関して、電子申請システムの利用者(申 請者)を 支援

するプログラム等を作成 し、その利用方法等を検討する。検討にあたって

は、電子申請の利用者層や実際の利用場面に配慮することとする。

3.事 前調査

本検討に先立って、対象となる電子申請システムの進捗および利用状況

について事前調査を行 う(事 務局が主に担当)。必要に応 じて、関係者へ

の個別イ ンタ ビュー等 を企画 す る。
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▲ 年間の活動状況

2004年8月 ・ 第1回 合同会議の開催。参加者の確認を行い、基本方針にっいて検討 し決

定した。

・ 対象予定の電子申請システムについて調査を実施(9月 まで)

9月
・ 第2回 合 同会議 の開催。対象 とす る電子 申請、具体的 な検討 事項 につ いて

決 定 し、作業内容、役割分担 につ いて も検討 した。

・ メー リング リス トの設置

・ 電子 申請システム の検証(電 子簡 易 申請 タス ク)

10月 ・ 第3回 合同会議の開催。問題点 ・課題の整理など。検証結果の報告(電 子

簡易申請タスク)

11月 ・ 第4回 合同会議の開催。対応 ・改善策の検討(電 子申請活性化タスク)。検

討事項の再整理(電 子簡易 申請 タスク)

・ 第1回 電子署名認証フォー ラムへの参加。タスク活動の中間報告等を発表。

12月 ・ 報告書骨子の検討、対応 ・改善策の整理(電 子申請活性化 タスク)

・ 申請支援アプ リケーシ ョン仕様の作成(電 子簡易申請タスク)

2005年1月 ・ 第5回 合 同会議 の開催。支援 アプ リケー シ ョンの完成(電 子簡 易 申請 タス

ク)。 報告書骨子 と執筆分担の決定。

2月 ・ 第1回 電子署名認 証 フォー ラムへ の参加。 タス ク活動の年度報 告 につ いて

発表。

・ 報告書 の作成

3月 ・ 報告書 の完成

・JESAP運 営委員会 での活 動報告 。
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5.参 加者 一覧

電子申請活性化タスク(五 十音順)

(タ ス ク リー ダー)

臼井 治彦

大塚 至正

大野 実

川口 弘行

河端 祐一

桑原 悟

小松田 敏二

佐藤 純適

中西 豊

乗松 真二

安沢 吉昭

安田 直義

株式会社 帝国データバンク

株式会社 リーガル

全国社会保険労務士会連合会

行政書士川口弘行事務所

全国社会保険労務士会連合会

新潟国際情報大学

三菱電機株式会社

日本司法書士会連合会

日本行政書士会連合会

株式会社 リーガル

日本司法書士会連合会

日本ネットワークセキュリティ協会

電子簡易申請タスク(五 十音順)

(サ ブ リー ダー)

(タ ス ク リー ダー)

(サ ブ リー ダー)

河端 祐一

栗原 達雄

桑原 悟

古屋 亨

立川 雅章

中西 豊

西村 功

町田 陽

安田 直義

全国社会保険労務士会連合会

日本認証サービス

新潟国際情報大学

日本行政書士会連合会

(財)国際研修協力機構

日本行政書士会連合会

西村功行政書士事務所

日本認証サービス

日本ネットワークセキュリティ協会
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2.1.2電 子 申請 シ ステ ム の 現 状

1.電 子申請の進捗状況について

電子政府の実現 が、re-Japan戦 略」(2001年1月 、IT戦 略本部決定)の 重点政策分 野 とされ

て以来、電子政府 ・電子 自治体に 関す る様 々な施策が展開 され てきた。関連す る基盤整備 が進み 、

電 子 申請(申 請 ・届 出等手続 のオ ンライ ン化)や 電子納付等 の各種 サー ビスが国民 に対 して提供

されてい る。

これ を受 けて、 「e-Jqpan重 点 計画一2004」(2004年6月 、IT戦 略本部決 定)で は、 これ まで

の成果であ る電子政府 ・電子 自治 体の共通基盤 を積極 的に利 活用す る ことで、国民生活や事業活

動 をよ り充実 した ものに してい くこ とを 目指 してい る。

電子 申請の推進 状況 について は、 「電子政府の推 進 に関す る調査 結果」(2004年6月 、総務省

行政評価局)に よる と図2-1の 通 りで あるが、実際の利用 について は期待 され ていたほ ど増 えて

い ない状況 にあ る。

こ うした現状を踏 まえて、 「今 後の行政 改革の方針 」(2004年12月 、閣議 決定)で は、電子政

府 ・電子 自治体の推進 として、年 間 申請件数の多い手続(登 記 、国税、社会保険 関係 手続 な ど。

年 間 申請件数10万 件 以上230種 類)等 につ いて、17年 度末 までので きる限 り早期 に 「行動計画

(ア クシ ョン・プ ラン)」 を策定 し、オ ンライ ン利用 を重点 的 ・計画的 に促進す る としてい る。

今後 は、利 用者 である国民や企 業 のニーズに応 えた、簡 易で魅力 のあるサー ビス と して の電子

申請 が期待 されてい ると言 える。
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図2-1電 子 申請の推進および利用状況

オンライン化の現状 ・ 平成15年 度末 までに国の行政機 関が扱 う申請 ・届 出等 手続1万

3,312が オンライ ン化 を実施(対 象手続1万3,834の96.2%)

・ 手続 のすべてがオ ンライ ン化(オ ンライ ンで手続 が完了す る)し

ているものは、8,908手 続 で67%を 占める

・ 手続 の一部分がオ ンライ ン化(オ ンライ ンで手続 が完 了 しない)

してい るものは、'4,404手 続 で33%を 占める

オンライン利用率 〈全 体 〉,

・ 平 成14年 度:86 .4%(737手 続:5,009万 件 中4,326万 件)

・ 平 成15年 度:81 .0%(4,113手 続:8,210万 件 中6,654万 件)

〈 個 別 の 専 用 シ ス テ ム 〉(※1)

・14年 度:86 .9%(159手 続:4,976万 件 中4,326万 件)

・15年 度:81 .9%(464手 続:8,124万 件 中6,653万 件)

〈 各 府 省 の汎 用 的 な電 子 申請 シ ス テ ム 〉(※2)

・14年 度:1 .3%(578手 続:33万 件 中4,300件)'

・15年 度:0 .7%(3,649手 続:・86万 件 中6,400件)

改善要望 ・意見等 ・ 添付書類提 出のオ ンライ ン化
、 添付 書類提出 の省 略 を図って ほ し

い

・ 提出で きる電子 フ ァイルの多様化 を図 って ほ しい

・ 手続案 内、電子 申請 システム を使いやす く してほ しい

・ 電子 申請様式 の簡素化 を図って ほ しい

・24時 間365日 受 け付 けてほ しい

r

考えられる改善策

'

1.添 付書類の省略及び廃止等手続の簡素化 ・合理化の取組

2.行 政機関が発行する証明書類等及び添付書類の電子化の推進

3.公 的個人認証サー ビス又は商業登記に基づ く電子認証制度の利用

や民間認証局による電子認証の活用等

参考:「 電子政府の推進に関する調査結果」(2004年6月 総務省行政評価局)

※1通 関情報処理 システム、特許庁パソコン電子出願システムなど申請 ・届出件数の多

い特定業種に係る手続等を処理する個別の専用システム(今 後、登記、車検、旅券等が

稼働予定)

※2恩 給、行政相談、社会保険関係手続等の専用システムによらない手続を受け付ける

汎用的な電子申請システム
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2.1.2タ ス ク活 動 の対 象 とす る電 子 申請 につ い て

本タスクにおいて対象 とする電子 申請は、厚生労働省(労 働保険関係の手続)、 法務省(商 業

法人オンライン登記申請)お よび国土交通省(運 輸 ・交通関係の手続)の 汎用的な電子申請シス

テムである。その概要については、次の通 りである。

厚生労働省

名称 厚生労働省 電子申請 ・届出システム

所管行政庁 厚生労働省 大臣官房統計情報部企画課情報企画室

厚生労働省は、社会福祉、社会保障、公衆衛生の向上 ・増進、労働条件そ

の他の労働者の働 く環境の整備及び職業の確保などを担 う。2001年1月6

日に、厚生省 と労働省 を母体 として設置。

ウェブサ イ ト http://hanyous.mhlw.go.jp/shinsei/crn/html/CRNMenuFrame.html

サー ビス類型 GtoB(政 府 一企 業 間)、GtoC(政 府 一市 民 間)

概要 「e-Japan重 点計画」「e-Japan重 点計画2002」 等 を踏 ま えた 「厚生労働省

の行 政手続 等の電子化推 進ア クシ ョン ・プラン」」に従 って実施 され るもの。

各省 庁において も同様 のシステムが構築 されて いる。

本 システムを利 用す るこ とで、現在紙 によって行 われて い る申請 ・届出等

の手続 を、イ ンターネ ッ トを使 って行 うことがで きる。原則 と して、24時 間

365日 受付 けて い る。 同時 に、紙 での申請 も従 来 どお り受付 けてい る。

対象 とな る手続 は、厚生 労働省 が所 管す る手続 全般 で、厚生年金基金 、国

民年金基金 、確定 給付企業年金 、確定拠 出年金 、退職金 に関す る手続 、食 品
、

の安全に関する手続、医療用具、医薬品に関する手続な どを扱っている。

厚生労働省では、本システムの他に、「労働保険適用徴収 ・電子申請シス

テム」を所管 している。

利用 メ リッ ト 申請者:窓 口に出 向 くこ とな く職場 ・自宅のパ ソコンか らイ ンターネ ッ トを

介 しての、 申請 お よび公 文書取得 を実現。

厚 生労働省:申 請 書の受付 、審査 、公 文書発 行の一連 の作 業のペーパー レス

化お よび効 率化 の実現。

利用条件

(事前準備)

1.環 境設 定

パ ソコン ・通信環境 を整 える。

2.手 続 情報の確 認'

利用 したい手続 について、電子 申請の有無 、認証 方法 な どを確認す る。

3.電 子 証明書の取得 またはID・ パ ス ワー ドの取得

いずれ も、本人確認 等 に利用す る。ID・ パ ス ワー ドは、厚生労働省 に発

行 申込みを行い取得 す る。電子証 明書 は、GPKI対 応 の もの。平成16年3
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月現在、商業登記CA、 日本認証サービス、全国社会保険労務士会連合会

認証サー ビス、公的個人認証サー ビスの4つ の認証局が利用可能 となっ

て い る。

4.認 証局証明書 と申請用 アプ リケー シ ョン一式の取得

申請用プ ログラム、官職署名 表示 アプ リケー シ ョンな どを入手 してイ ン

ス トー ル す る。

サー ビス ・機 能 1.申 請 書の作成 ・送信 ・到着確認

2.審 査状況 の確認

3.許 可書等公文書の取得

4.グ ルー プ申請(複 数手続 の一括 申請)

5.手 数料のオンライン支払(歳 入金電子納付システム と連携)

関係法令 1.行 政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

2.電 子署名及び認証業務に関する法律

3.電 子署名に係 る地方公共団体の認証業務に関する法律

4.商 業登記法(商 業登記に基づ く電子認証制度)

5.各 手続の根拠法令等
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法務省

名称 法務省オンライン申請システム

所管行政庁

/

法務省 大臣官房秘書課情報管理室

法務省は、基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国民の権利擁護、

国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理並びに出入国の公正な

管理 を図ることを任務 としている。平成13年1月 の中央省庁再編により、

大臣官房、民事局、刑事局、矯正局、保護局、人権擁i護局、入国管理局の

6局 体制になった。

ウェブサイ ト http://shinsei.moj.go.jp/

http://㎜.moj.go.jp/MINJI/minji60.htm1(オ ン ラ イ ン 登 記 申 請)

サー ビス類 型 GtoB(政 府 一企 業 間)、GtoC(政 府 一市 民 間)

概要 「e-Japan重 点計画 」 「e-Japan重 点計画2002」 等 を踏 まえた 「法務省行

政手続等 の電子化 推進 に関す るア クシ ョン ・プ ラン」に従 って実施 され る

もの。各省庁 にお いて も同様 の システムが構 築 され ている。

本 システムを利 用す るこ とで 、現在 紙 によって行 われてい る 申請 ・届 出

等 の手続 を、イ ンター ネ ッ トを使 って行 うことがで き る。受付 は、月曜 日

か ら金曜 日の8時30分 か ら20時 まで。紙での 申請 も従来 どお り受付 けて

い る。

添付書類 に、登記 簿謄抄本 が ある場合 には、「登記情報提供 サー ビス」を

利用す る ことで、その 添付 を省 略す るこ とがで きる。

対象 とな る手続 は、法務省 が所管す る手続全般 で、司法試験合 格証 明書

関係 、外国法事務弁護 士 関係 、成年後見登記 関係 、司法書士 登録 関係 な ど

の手続 を扱 ってい る。 平成16年6月21日 か ら商業法人 登記 のオ ンライ ン

登記 申請 が追加 され た。

その他 、法務省 が所管す るもの に 「商業登記に基礎 を置 く電 子認証制度 」、

「公 証制度 に基礎 を置 く電子公 証制度」、「オ ンライ ン登記情 報提供制度 」

があ る。

利用 メ リッ ト

、

申請者:行 政機 関の窓 口に出向 くこ とな く、 自宅や オ フィスな どか らイ ン

ターネ ッ トに よる申請 ・届 出や公文書(許 可書等)の 取得 がで きる。

法務省:申 請書 の受付、審査 、公文書発行の一連 の作業 のペ ーパー レス化

お よび効 率化 の実現。

利用条件

(事前準備)

、

1.環 境設 定

パ ソコン ・通 信環境 を整 え、JREの イ ンス トール 、安全 な通信 を行 うた

めの設定、 オ ンライ ン申請 に必 要 なプログラム環境 とイ ンス トー ラの

イ ンス トール な どを行 う。必要 に応 じて、操作ガイ ドのダ ウンロー ド、

登記 申請 書作成 支援 ソフ トウェアのイ ンス トール(商 業 ・法 人登記 関
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係手続 の場合)、PDF署 名 プ ラグイ ンのイ ンス トー ルな どを行 う。 ・

2.電 子証 明書の取得

申請者確認等を目的 として電子署名が使われるため、GPKI対 応の電子

証明書を事前に取得 してお く必要がある。平成16年7月 現在、電子認

証登記所 、 日本認証 サー ビス、セ コム トラス トネ ッ ト、中電 シーテ ィ

一 アイ 、 日本商工会議所の5つ の認証局が利用 可能 となってい るが 、

手続によって、利用できる電子証明書が異なる。商業 ・法人登記関係

手続では公的個人認証サー ビスが利用できる。

3.ユ ー ザ 登録

'

法務省 に対 して、事前 に利 用 申込 を行 い、 申請者IDお よびパ ス ワー

ドを取得する必要がある。

サー ビス ・機 能 1.申 請 書の作成 ・送信 ・到 着確認

2.審 査 状況の確認

3.許 可書等公文書の取得

4.代 理申請(電 子委任状添付方式、複数署名方式、紙委任状別送方式)

5.手 数料等のオンライン支払(歳 入金電子納付システムと連携)
●

関係法令 1.行 政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律
、

2.電 子署名及び認証業務に関する法律 、

3.電 子署名に係る地方公共団体の認証業務に関す る法律

4.商 業登記法(商 業登記に基づ く電子認証制度)

5.電 磁的記録の方式等を定める件(法 務省告示第101号)

6.各 手続の根拠法令等
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国土交通省

事業名 国土交通省オンライン申請システム

所管行政庁 国土交通省 総合政策局情報管理部情報企画課行政情報システム室

国土交通省は、国土の総合的、体系的な利用 ・開発 ・保全、そのための

社会資本の整合的な整備、交通政策の推進等を担 う。2001年1月6日 に、

北海道開発庁、国土庁、運輸省及び建設省を母体として設置。

ウェブサイ ト http://www.goa.mlit.go.jp/

サー ビス類型 GtoB(政 府 一企 業 間)、GtoC(政 府 一市 民 間)

概要 re-Japan重 点計画」re-Japan重 点計画2002」 等 を踏 ま えた 「国土 交通

省 行政手続等 の電 子化推進 に関す るア クシ ョン ・プ ラン」 に従 って実施 さ
》

れ るもの。 各省 庁 にお いて も同様の システ ムが構 築 されてい る。

本 システ ムを利 用す るこ とで、現在紙 によって行われ ている 申請 ・届 出

等の手続 を、イ ン ターネ ッ トを使 って行 うことがで きる。原則 と して 、24

時間365日 受付 けている。同時 に、紙での 申請 も従 来 どお り受 付 けて いる。

対象 とな る手続 は、国土交通省 が所管す る手 続全般で 、建設 業 ・不動産

業 ・建設関連業 関係 、貨物流通 関係 、道路 関係 、港湾関係 な どの手続 を扱

ってい る。

国土交通省 では、本 システ ムの他 に、港湾EDIシ ステ ム、道路 占用許

可電子 申請 システ ム、特殊車 両通 行許可 オンライ ン申請 な ど、特定の手続

に特化 した専用 システ ムを所管 してい る。

利用 メ リッ ト 申請者:窓 口に出向 くことな く職 場 ・自宅 のパ ソコンか らイ ン ターネ ッ ト

を介 しての、 申請お よび公文書 取得 を実現。

国土交通省:申 請 書の受付、審査 、公 文書発行 の一連の作業 のペーパー レ

ス化お よび効率化 の実現。

利用条件

(事前準備)

1.電 子証明書 の取得

申請者確認 等 を 目的 として電子署名が使 われ るため、GPKI対 応 の電子

証明書 を事 前 に取得 してお く必要が ある(手 続 に よって は不要 なもの

もある)。 平成16年4月 現在 、商業登記CA、 日本認 証サー ビス、セ コ

ム トラス トネ ッ ト、 中電シーデ ィー アイ 、 日本 商工会議 所の5っ の認

証局が利用可能(公 的個 人認証サー ビスには近 日対応 す る予 定)。

2.利 用 申込

国土交通省 に対 して、事前 に利 用 申込 を行い、 申請 提出者IDお よびパ

スワー ドの発行 を受 けるこ とが必要。 申込書 は ウェブサイ トか らダ ウ

ンロー ドで きるが、オ ンライ ンの 申込み はできない(郵 送ま たは持参)。

また 、提 出窓 口ごとに利 用 申込み が必要 となってい る。

3.環 境設定
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パ ソコン ・通信環境 を整 え、安全 な通信 を行 うための設定 、 申請 書作

成 アプ リケー シ ョンのイ ンス トール な どを行 う。

サー ビス ・機 能 1.申 請書の作成 ・送信 ・到着確認

2.審 査状況の確認

3.許 可書等公文書の取得

4.代 理 申請

5.連 名 申請

6.手 数料 のオンライ ン支払(歳 入金 電子納付 システ ム と連携)

7.そ の他(様 式作成 の仕様公 開)

関係法令

、

1.行 政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

2.電 子署名及び認証業務に関する法律

3.電 子署名に係 る地方公共団体の認証業務に関す る法律

4商 業登記法(商 業登記に基づく電子認証制度)

5.各 手続の根拠法令等(貨 物 自動車運送事業法など)
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商業法人オンライン登記申請の流れ

1縷 鑓 ㌘:i琴蟻 蹴 磯葺ざ 欝 ・饗1 騰;㍉'代 融 に菜畑 講,㌔'灘:ぷ

1.事 前準備 1.事 前準備

2.申 請者情報事前登録 2.申 請者情報事前登録

3.登 記 申請書 作成 ソ フ トウェ アの イ ン ス ト

ール

3.登 記 申請 書 作成 ソフ トウェア の イ ン ス ト

ー ノレ

4.登 記 申請書作成 ソフ トウェアの起動 ・申請

書様 式の選択 ・編集 ・保 存

4.登 記 申請書作成 ソフ トウェア の起 動 ・申請

書様 式の選択 ・編集 ・保存

5.法 務省 オ ン ライ ン 申請 シス テ ム に ログイ

ン

5.法 務 省 オ ン ライ ン申請 システ ム に ログイ

ン

6.申 請書情報の作成

・添付書面情報の設定

●

・申請書情報の作成

6.申 請書情報の作成

・添付書面情報の設定

・申請書情報の作成

7.申 請書情報の送信

・署名検証等の実行

・申請意思の確認

7.申 請者情報を本人へ送信

8.到 達通知の確認 8.法 務 省 オ ン ライ ン 申請 シス テ ム に ロ グイ

ン

9.受 付年月 日、受付 番号のお知 らせ 9.本 人 による電子署名

10.処 理状況の確認 10.申 請者情報 を代理人 へ送信

11.納 付情報の確認 ・登録免許税等の納付 11.法 務省 オ ンライ ン申請 シ ステ ム に ログイ

ン

12.連 絡 コ メ ン ト、 補 正 コ メ ン ト 12.申 請書情報の送信

・署名検証等の実行

・申請意思の確認

13.手 続終 了(取 り下 げ、却 下な ど) 13.到 達 通知の確認

14.受 付年 月 日、受付番 号のお知 らせ

15.処 理 状況の確認

16.納 付情報の確認 ・登録免許税等の納付

17.連 絡 コ メ ン ト、 補 正 コ メ ン ト

18.手 続 終了(取 り下 げ、却下 な ど)
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2.1.3電 子 申請 が 抱 え る課 題

電子申請活性化タスクおよび電子簡易申請タスクでは、実際に電子申請を利用する(ま たは過

去の利用データを参照する)こ とで検証を行い、電子申請が抱える課題を抽出することとした(詳

細については、参考1お よび2を 参照のこと)。当該検証結果を踏まえ、下記の とお り、電子申

請が抱える課題を利用者の作業フローに沿って整理 してお く。

鱗'.逐 麟 謙鱗
}・ ㍉ 涜 ラ'

　 ・・ 難 懸 灘 難 '・ 撫

・ オンライ ンで 申込み できない

・・ 申込み書類が複雑すぎる

利用申込み
・ 申込み してか ら申請できるまでに時間がかかる場合

があ る。

・ 電子証明書が普及 していないため、取得手続が負担 と
電子証明書の取得

事前準備 な る 。

・ パ ソ コンの仕様 等 によ りダ ウン ロー ドで きない場 合

がある。パソコンの仕様や通信環境により、ダウンロ
申請 ア プ リケ ー シ ョンの取

得

一 ドに時間がかか る
。

・ 使 ってい るパ ソコンのJREバ ー ジ ョンが違 うと使 え

な い 。

・ 膨大な手続数の中から、必要な手続を見つけることが

手続の選択 難 しい。

・ 手続に必要な様式の取得がわか りにくい。

・ エクセルなどの既存データが使えないため、再入力の

申請書の作成 作業が負担 となる。
申請データの入力

・ 同じデータを何度 も入力する必要があるなど、入力を

支援する機能が不十分。

・PDFフ ァイルへ の電子署名 につ いて、改 ざん防止等 に

添付書類の作成
不安 がある。

●

添付書類の送付

・ 別途、紙書類の郵送が必要な場合があり、負担となっ

ている。

申請 と到達確認 到達確認メール

・ 到達番号のみ記載 されているので、申請内容がわか ら

な い 。

審査状況の確認 ・ 複数の 申請について 、一度 に確認 できない。

処分と結果通知 申請後の処理 ・ 紙で 申請す るよ り、処理が遅 くなってい る。
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参考1:厚 生労働省電子申請 ・届出システムの検証

健康保険 ・厚生年金保険被保険者資格取得届

雛難'轟 轟_雑 嚢蟹.懲 、_難 灘.… ・
1.利 用 申 なし

込

2.電 子 証 社会保険労務士電

■

'

明書の取得 子証明書の取得 全国社会保険労務士会連合会認

証局に発行申請書を提出する。

費用は3年 間有効 で9,650円 。

事業主電子証明書

の取得 事業所登記のある法務局に発行平成16年4月 現在での発行枚数が2,500

申請書を提出する。費用は12ヶ 程度なので全国約600万 事業所の0.04%し

月 で7,900円 。 か普及 してお らず、電子申請活用の妨げと

なってい る。

代理人が事業主と包括委任契約を事前に

とってお くことで事業主の電子署名 を省

略する運用を厚生労働省に提案中。

3.申 請 書厚生労働省ホーム

作成アプ リペー ジ よ りダ ウン厚生労働省ホームページのダウ

ケ ー シ ョン ロー ドしパ ソ コン ンロー ドコーナーか ら無償 でダ

の イ ンス トにイ ンス トール す ウンロー ドできる。Javaの 最 新

工

一 ノレ
る 。 バー ジ ョンが必 要で あ り、未 ア

ップデー トの場合はアプ リ同様

ダ ウンロー ドす る。

イ ンス トール は ウィザー ドに沿

って行な う。

4.申 請 書 申請用 アプ リケー

の作成 シ ョンを使用 して手続検索画面にキーワー ドを入

様式をダウンロー力 して必要 な様式を抽出してダ

ド ウン ロー ドす る。

様式作成

法令様式が表示 され、紙の申請

書同様入力 していく。
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5.申 請(送 申請用アプ リケー

信)と 到達 シ ョンか ら直接送 申請用アプ リケーションの送信 年金手帳を別途郵送 しな くてはな らない

確認 信 ボタンを押すと送信が行なわれ ので、電子申請の利便性を十分に受けるこ

る。同時に到達確認のメールが とができない。別途郵送の添付書類につき

返送 されて くる。 省略できる運用が必要。
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健康保険被保険者家族出産育児一時金請求書
'
.裟

七七〉

灘 灘‖蕪
灘 溺'

七 、葦 ・マ 、',". 念、難 譲 燗灘 蕪雑.撚 灘 雛 難1

1.利 用 なし

申込

2.電 子 社会保険労

証 明 書務士電子証全国社会保険労務士

の取得 明書の取得 会連合会認証局に発

行申請書を提出す

る。費用は3年 間有

効 で9,650円 。

事業主電子

証 明書 の取事業所登記のある法平成16年4月 現在での発行枚数が2,500程 度なので全国約600

得 務局に発行申請書を万事業所の0.04%し か普及 してお らず、電子 申請活用の妨げと

提出する。費用は12 なってい る。

ヶ 月 で7,900円 。 代理人が事業主と包括委任契約を事前にとってお くことで事業

主の電子署名 を省略する運用を厚生労働省に提案中。

3.申 請 厚生労働省

書 作 成ホ ー ム ペ ー 厚生労働省ホームペ

ア プ リジ よ りダ ウ一 ジのダ ウン ロー ド

ケ ー シン ロ ー ドしコー ナーか ら無償で

ヨ ン のパ ソ コ ン に ダ ウ ン ロー ドで き
・電子申請のできるパソコンの条件があ り、条件にあわないと

イ ン スイ ン ス トー る 。Javaの 最 新 バ ー

ダ ウンロー ドできない場合が ある。
トール ルす る。 ジ ョンが必 要 で あ

・電 子 申請 ので きるパ ソコンの条件が あって いて も、 スペ ック

り、未ア ップデー ト

が低いとダウンロー ドに時間がかかる。
の場合はアプ リ同様

ダ ウン ロー ドす る。

インス トール は ウィ

ザー ドに沿って行な

,

つ 。

4.申 請 申請 用 アブ

書 の 作 リケ ー シ ョ手続検索画面にキー

成 ンを使用 しワー ドを入力 して必

て様 式 を ダ要な様式を抽出 して

ウンロー ド ダ ウン ロー ドす る。
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様式作成 ・申請書 ごとのサンプル入力例はこれか ら作成 しようとする申

法令様 式 が表 示 さ請書の画面の前に掲載されると作業 しやすい。

れ、紙の申請書同様 ・その都度届書に事業主の名称、所在地を入力 しなければな ら

入 力 してい く。 な い 。

・入力時に入力ガイ ドがあるとわかりやすい。

・医師の証明は別途紙にて郵送であるので手間がかかる。

・届書の記号番号をガタカナ入力す ると組合管掌であるとみな

されて しま う。

5.申 請 申請 用 アブ

(送信) リ ケ ー シ ョ申請用アプリケrシ ・「到達番号 」 「処理状況確認ID」 が システ ム内の どこか にス

と 到 達 ンか ら直接 ヨンの送信ボタンを トック され て、 さらに リス ト化 され、『処理状況一覧表』 の画面

確認 送信 押す と送信が行なわがあると便利である。

れる。同時に到達確 ・到 達 確 認 が メー ル で 来 る が 内 容 を み て も 到 達 番 号

認のメールが返送 さ (ex.20031118-200325-5513と 記 載)だ け で 「ど こ の 企 業 の 」 「何
.

れて くる。 の手続か」がわからないので企業、手続内容がわかるようにし

A

て もら うと便利 である。

・手続後の社会保険事務所からの控えの戻 りが遅い。
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参考2:国 土交通省オンライ ン申請システムの検証

システム利用申込の比較

灘_総 締 壽灘 灘 　 灘…難 鞍懸 難 …鎌 七七.態'

2004年8月11日 持参 2004年8.月11日 関東運輸局東京運輸支局

一般貨物 自動車運送、第一種

貨物利用(自 動車)運 送

2004年8月18日 持参

1

2004年9月9日 関東運輸局東京運輸支局 一般乗用旅客自動車運送

2004年10月6日 郵送 2004年11月5日 関東運輸局東京運輸支局
貨物自動車運送、第一種貨物

利用(自 動車)運 送、倉庫業

2004年10月8日 持参 2004年10月8日 国土交通本省総合政策局 第二種貨物利用(航 空)運 送

2004年10月8日 持参 2004年10月8日 国土交通本省総合政策局 第二種貨物利用(航 空)運 送

2004年10月20日 郵送 2004年10月22日 北海道運輸局札幌運輸支局

一般貨物 自動車運送
、第一種

貨物利用(自 動車)運 送

2004年10月12日 持参
2005年1月 現 在 、

未完 了

⑳

九州運輸局鹿児島運輸支局
貨物 自動車運送、第一種貨物

利用(自 動車)運 送、倉庫業

2004年10月19日 持参 2004年10月19日 国土交通本省総合政策局 第二種貨物利用(航 空)運 送

2004年10月29日 持参 2004年10月29日 関東運輸局神奈川運輸支局

貨物 自動車運送、第一種貨物

利用(自 動車)運 送、一般貸

切旅客自動車運送

一般貨物自動車運送事業者の営業報告書と事業実績報告書の提出

簾舞照_..繕 ぺ謙
'溺,七 、'

灘 襟　 離 礁 …鑛 蕪 灘]霧 薫…ll雛
_灘.。鷲.叢 灘

利用申込書の取得 2004年8月6日 45分

関東運輸局東京運輸支局に出向き、申請様式(A4版

31枚 。説明書を含む。)を入手し、記載要領、提出先

等について説明を受ける。

利用申込の作成 2004年8月11日 120分
申込書を作成 して、法人登録印を押印す る。(登 録印

でなくてもかまわない)

利用申込の提出 2004年8月11日 140分
申込書を関東運輸局東京運輸支局へ提出する。手続き

は即日完了 した。

ID・ パ ス ワー ドの

取得

2004年8月13日 0 利 用者 用のID・ パ ス ワー ドが郵送で届 く。

報告書の提出 2004年8.月20日 65分

事前に記入 しておいた報告書を、申請システムを利用

して提出(送 信)し た。所要時間は、報告書様式の入

手および作成にかかった時間を含まない。

作業時間合計:6時 間10分
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※ 貨物自動車運送事業法における一般貨物 自動車運送事業者は、国土交通大臣宛 に、営業

報告書(決 算期 日後100日 以内)お よび事業実績報告書(4月 か ら翌3 .月分 を7月10

日迄に)を 毎年提出することが義務付けられている。
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2.1.4電 子 申請 の 改 善 ・普 及 に 向 け た提 言

電子 申請活性化 タス クで は、電子 申請 の現状お よび検証 結果等 を踏 ま えて 、 「電子 署名」、「添

付書類 」、re文 書法」 とい う三つの観点 か ら、電子 申請 の改善 ・普 及 に向 けた提言 をま とめた。

1.電 子署名

電子政府における電子申請業務では、本人性担保、改ざん ・否認防止の措置 として電子署名が

求め られるが、当該電子署名は特定認証業務認定認証局より発行 されたものでなければならない

ことは周知のとお りである。

※ 参考

◆ 個人を証明する電子証明書

○公的個人認証サービス(市 町村)

OAccreditedSignパ ブ リックサー ビス21D型(日 本認証サー ビス株式会社)

◆ 法人を証明する電子証明書

○商業登記に基づく電子認証制度(法 務局)

OAccreditedSignパ ブ リックサービス2属 性型(日 本認証サー ビス株式会社)

◆ 代理士業を証明する電子証明書

○税理士証明書発行サー ビス(日 本税理士会連合会電子認証局)

○ビジネス認証サー ビスタイプ1(日 本商工会議所 【行政書士用電子証明書 タイプ1-G】)

○ 日本司法書士会連合会認証サービス(日 本司法書士会連合会認証局)

○全国社会保険労務士会連合会認証サービス(全 国社会保険労務士会連合会認証局)

これ らの電子証明書を駆使 して我々国民は電子申請を行な うこととなるが、残念なが ら、現段

階においての電子証明書所持率は芳 しいものではな く、当該電子証明書は一部の関係者又は専門

家のみにしか行き渡っていない状況にある。e-Japan戦 略に基づき政府 としての受け皿が構築 さ

れたにも関わらず、申請件数が上がらない理由の一つは、電子証明書 を持たない国民が圧倒的に

多い ところにある。

①普及対策'

電子政府に対応する電子証明書を国民に遍 く行き渡 るようにするには、電子 申請そのものに国

民が利便性を実感できる要素を盛 り込まなければならない。利便性の実感を実現させる方法には

大きく分けて二つある。一つが、手続 きの簡便化、低価格化、迅速化等 といったサー ビス向上型

の方法であり、もう一つが、受付行政機 関が電子申請 しか取扱わないといった法的措置を施す規

制型の方法である。思い切 って後者が採用されることとなれば、早急 な対応策としての効果 を大

いに期待することができるが、国民感情 としてはこの類の強引な政策は受け入れ難い。やは り、
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サー ビス向上を戦略の前面に押 し出 した電子証明書普及促進 を地道に推 し進める方法が現実的

な解決策であると思われる。仮に、規制策を採用するにしても電子政府成熟期における最終段階

に限られるべきである。

○電子申請シズテムの簡便化

各府省のホームページ等から提供 される電子申請 ・届出用のアプ リケーションは、通則法によ

り申請 ・届出の取 り扱いが整理 された経緯 もあって、現行法規における様式を踏襲するかたちが

採 られている。現行法規における様式は紙の媒体を想定 して定められたものなので、パソコン等

のデ ィスプレイでそれを表示 した場合は、決 して見易いものではな く、入力作業をす る際にも、

画面の縮小拡大、スクロールダウン ・アップ等、紙媒体では生 じることのなかった不便 さが見受

けられるようになった。

また、一つの事案に基づく申請 ・届出が複数必要 となる場合には、従来同様、それぞれの申請 ・

届出を別々に作成 し申請 しなければならない。例えば、会社に新 しい職員が入社 し、その職員に

扶養家族があった場合には、健康保険で言えば、「被保険者資格取得届」 と 「被扶養者(異 動)

届」を申請することとなるが、これ らは、一つの事案に基づいてお り、入力する情報 も重複する

ところが多いにも関わ らず、各々別の手続きを要することとなる。

i操 作性の改善

企業等が府省に申請 ・届出をする内容の多くは給与、出勤に関するものであ り、それ らの基

礎情報は既に電算化 されているところが殆 どである。給与明細に印字 されている保険料や所得税

は、企業の事業主に調製 の義務がある賃金台帳や出勤簿に記載 されるデータを元に給与計算 ソフ

ト等で算出されている。

この現状に鑑みると、電子申請 ・届出のシステムにおいても、企業が擁する基礎情報を活用

して、同一の情報を重複入力するよ うなことがないよう配慮 した改修 を願いたいところである。

解決策 としては、①電子申請 ・届出アプリケーションに、企業の擁する情報をまとめて受け入れ

られる(イ ンポー ト)の 間口を開 くこと、又は、②電子申請 ・届出アプ リケ]シ ョンを使用せず

に企業独自で作成 したファイル(形 式、データの配置は府省で指定)を 受け付ける体制を整える

ことが考えられる。

また、法令様式に直接入力する方法を見直し、入力する者の操作性 を重視 した項 目配列等に

よる入力画面(フ ォーム)を 用意 していただきたいところである。

ii手 続の一元化

法律の体系に従い受付行政機関が設置されていることから、申請者である国民にとっては、

一 口に行政手続 といっても
、市役所、法務局、税務署、社会保険事務所、職業安定所等 と、その

提出先は多岐に亘る。

電子政府の構築 目的を今一度振 り返ってみたい。各府省情報化統括責任者(CIO)連 絡会議決定

の電子政府構築計画には 「利用者本位で、透明性が高く、効率的で、安全な行政サー ビスの提供」
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を図るとある。「利用者」に着 目した行政サービスを実現することこそが電子政府発足の本 旨で

あることが読み取れよう。

利用者の立場から電子申請 ・届出を考えると、利用者にとって政府は一つであ り、行政手続の

申請先は当然一つであることが望ましいかたちである。申請行為に交通手段を必要 としない電子

申請は、多岐に亘る申請窓口の一元化への糸 口となる。電子政府の基盤であるインターネ ッ トは

双方向であ り、かっ、構成が網の 目状(ウ ェブ)に なっているので、電子政府の構築を工夫する

ことで複数の府省にまたがる申請 ・届出を一つの手続に見立て、簡便化を図ることができる。例

えば、厚生労働省で構築 した 「グループ申請」は、一つの申請で職業安定所 と社会保険事務所と

いった二つの受付機関への手続を可能なものにしている。

更に利用者のニーズを充実させ るな らば、Q&A方 式(ウ ィザー ド)で 目的の申請 ・届出が行

なえる自動案内機能を備 えた府省ホームページ(ポ ータルサイ ト)の 構築が求められよう。

○証明書格納媒体の多様化'

電子証明書を格納する媒体は、現況では、フロッピーデ ィスク、利用者のパ ソコン本体のハー

ドディスク及びICカ ー ドとなっている。 これ らの媒体を財布や手帳に入れて持ち歩いている利

用者は希である。現在のところ、国民の日常生活において電子証明書を使用する機会が殆 ど無い

か らである。敢て言えば、公的個人認証サービスを格納 した写真付きの住民基本台帳カー ドを身

分証明書として活用する程度のものである。

前述のとお り、電子政府で求められる電子証明書は特定認証業務認定認証局より発行されたも

のに限定されていることか ら、行政手続以外の用途には使用できないものが殆 どである。行政手

続を職業 とする専門家であればまだ しも、それ以外の多 くの国民は行政手続そのものを日常的に

行 うことはない。 このような理由から国民が電子証明書を持ち歩くことが少なくなっている。

また、年金手帳のように成人であれば全員に発行 され るものであれば、その使用頻度に関わら

ず、当然のことながら二十歳以上の国民に行 き渡ることとなるが、電子証明書の発行に関 しては

制度的に希望者のみとなっていることか ら、普及を図るためには、利用者が既に日常的に持ち歩

いている携行品に巧みに付加 していくことが必要ではないかと考える。財布の中が多種多様のカ

ー ドで一杯になっている利用者は数多くいる筈である
。

具体的には、銀行の発行するキャッシュカー ド、クレジッ トカー ド、鉄道等の運輸機関が発行

する定期券、電子マネーを格納するカー ド、携帯電話等、に電子証明書を格納できる領域を確保

し、各特定認証業務認証局が発行す る電子証明書を持ち歩けるようにする運用が考 えられる。

○広報戦略

電子政府利用者を拡大するためには、電子証明書の存在 自体を知 らしめる広報が必要である。

潜在的利用者 とい う位置づけとなる電子証明書の存在を知 る者の裾野を広 げておかないことに

は、電子政府における手続きが小 さな社会に特定 された一部の国民のためだけの道具に留まって

しま う恐れがある。
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②代替措置

士業者が企業の事業主を代理 して電子申請を行な うための手段 として三つの委任方式が政府

より提示されている。一つが、電子委任状事前登録方式、もう一つが、電子委任状添付方式、そ

して三つめが、複数署名方式である。いずれの方式も事業主の電子証明書が必要であ り、前述の

とお りその普及は現段階では心もとない状況にある。

電子証明書の短期的な普及が期待できない今 日においては、代替措置の検討も視野に入れた電

子政府の展開を考えていかねばならない。

i紙 の委任状の事前提出

事業主が電子証明書を取得 しない状態で電子 申請 ・届出を行な うには、電子による

手続 と旧来からの紙 によるものとの折衷策が効を奏するもの と考える。すなわち、士業について

は電子証明書を活用 し、事業主については依然、紙の委任状に印鑑を押印 してもらうとい う運用

を採用するのである。

ただし、委任状添付方式ではインターネットと郵送の二度手間が生 じ本末転倒 となるので、

紙の委任状を用いる場合は、事前登録方式を採用することとなる。委任状の有効期間 と当該委任

状に係る事業主が委任する手続 とその範囲を明記することで、委任状の登録については当該委任

期間前の一回に限 られ る運用を図る。

なお、受付行政機関においても、各受付管理システムに、電子申請受理時に当該 申請に係る

委任状登録状況が作業ディスプ レイに表示 される等、委任関係を容易に確認できる仕組みを取 り

入れることによって、受付窓口の事務軽減化を図れるもの と考える。

i三 文判PKIの 活用

現在のところ、府省は特定認証業務認定認証局が発行 した電子証明書のみ しか認め

ていないが、特定認証業務認定認証局以外の認証局(三 文判PKI)か ら発行 された電子証明書に

ついても、その機能において、改 ざん ・否認防止を担保することができる。三文判PKIが 発行す

る電子証明書に劣 るところがあるとすれば、当該電子証明書利用者の本人性の担保である。特定

認証業務認定認証局では、発行審査をするに際 して利用者の住民基本台帳(の 写し)及 び印鑑登

録(証 明書)に 基づき本人性を確実なものとして担保するが、三文判PKIで はそのような厳格な

審査は行われていないか らである。

しかしながら、これまでの紙の申請書による申請 ・届出においては、印鑑登録 した印影が求

められるのは不動産登記等、当事者の財産に著 しく影響を及ぼすものに限られてお り、殆 どの場

合はいわゆる三文判で賄われているとい う事実がある。紙の申請書に施された三文判に どれだけ

の本人性担保能力が備わっているのか、また、それ と三文判PKIの 本人性担保能力 とにどれだけ

の差異があるのか。これ らを同等に扱 うことに躊躇する運用にい ささか疑義を抱 くところである。

特定認証業務認証局が発行す る士業電子証明書との複数署名方式によって代理 申請をする場

合には、事業主等の電子署名を施す際に三文判PKIが 電子政府において使用可能 となれば、その
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普及効果は絶大な もの となろ う。PKI業 者 を始 め、銀 行、カー ド会社 、携 帯電話機器 メー カー等

にお ける商品開発 と販売収 益のバ ラン スも保 ちやす くな るもの と考 える。

2.添 付書類

電子申請を行なうに際 しては、その記載事項が適正であるかを証明するために当該申請書作成

の根拠 となった書類を添付する場合がある。添付書類は紙媒体のものが多く、電磁的記録 として

の添付書類が存在 しないときには、現在のところ電子 申請とは別に郵送することとなっている。

①機関が発行する証明書等'

運転免許証や在学証明書等は、その発行機関の責任において交付 される書類である。これ らの

書類については、電磁的記録 として交付す る方法と被証明者の情報を証明機関のサーバ上で電磁

的に公開する方法 とがある。

前者については、改ざん及び信頼性確保を担保するため電磁的記録に証明機関の電子署名 を施

すこととなる。例えば、「農地法(昭 和27・7・15法229)第5条(農 地又は採草放牧地の転用

のための権利移動の制限)」 に定める農地又は採草牧地を転用する権利設定又は移動のときに交

付 される都道府県知事(農 林水産大臣)の 許可証については、都道府県知事(農 林水産大臣)の

官職証明書を用いた電子署名を施 した当該電磁的記録を交付するといった運用 も実施可能では・

ないかと考える。

後者については、SSL(SecureSocketsLayer)認 証等を用いて証明機関の正当性を確保 しつ

つ、公開情報を行政機関に開示する仕組みを構築することで実現できるもの と考える。ただ し、

証明書に記載される内容がプライバシー侵害に及ぶ ものの場合は慎重な対応が必要 となる。被証

明者と受付行政機関のみがアクセスできるサーバーの構成(ア クセス制御)を 検討 していかなけ

ればなるまい。

②企業等が作成する保存文書

財務諸表や労働者名簿は企業が作成 し保存をしておかねばならない書類である。これ らの書類

を電子申請の添付書類 として利用できるようにするには、これ らの書類を企業内において行政手

続に耐えうるレベルの電磁的記録として作成 し、維持 していかねばならない。そ して、実際に電

子申請を行なうときには、これまで写 しとしてコピー等を渡 していたところを原本の複製 を添付

することとなることを頭の隅に残しておきたい。

電磁的記録における原本の複製は、紙の媒体による写 しとい う概念 とは若干ニュアンスが異なる。

電磁的記録には原本唯一性 とい う考え方が無い。紙の媒体の場合、原本は一つで、どんなに精巧

な複写機で当該紙媒体の写 しを作成 したとしても、それは原本 としては存在 し得ない。 しか し、

当初から電磁的記録 として作成 された書類にっいては、パ ソコン等によってファイルの複製が行

われたときには、生成 された電磁的記録は当該電磁的記録の原本 と何 ら異なることなく、もう一
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つの原本 として存在 し得 るのである。ちなみに、同電磁的記録をプ リン トアウ トして作成 された

紙媒体の書類は原本 としては認め られない。

3.e－ 文 書 法

平成17年4月1日 に施行 される 「民間事業者等が行 う書面の保存等における情報通信の技術

の利用に関する法律(e－ 文書法)」 の規定により、民間事業者等は、保存の うち書面によ り行わ

なければな らないとされているものについては、書面の保存に代えて当該書面に係る電磁的記録

の保存を行 うことができるようになる。この法律の効果は、これまで企業の倉庫等を圧迫 してい

た紙の資料を体積の小 さな電磁的記録に代えたとしても、府省の検査等の際に当該電磁的記録を

正当な保存資料 として取扱ってもらえるところにある。

① スキャニング'

既に紙の文書として保存していたものをスキャナー等の装置を利用 して読み取 り、電子化する。

この運用で注 目したいのは、電子化の処理が済んだ紙文書については廃棄処分をすることができ

るところである。紙文書を廃棄 してもよろ しいということであれば、当然その原本は電子化 され

た当該紙文書の電磁的記録 とい うことになる。これまで、行政としてはスキャニングしたものを

原本 として認めるとい うような運用はなされておらず、原本が求められ る添付書類は全て紙文書

として別途郵送又は窓 口提示とされていた。

ただし、e－文書法の規定では、電磁的記録 として保存を行 うことのできる書面は主務省令で定

めると規定されているので、これまで紙文書として取扱っていた書類全てを電子化できることと

なるとは言い切れない状況にある。

電子化できる文書の範囲をできるだけ幅広 くしてもらえることを切に願 うところである。

また、保存文書についての保存義務者は企業の事業主である旨各法律で規定 される場合が多 く、

これを法律の文言どお りに捉え、事情主が保存文書のスキャニングを行 うこととなれば事業主の

業務負担は多大なもの となってしま う。この方法はあまり現実的とは言えない。企業においては

スキャニングを行 う担当者を定め、厳格な監視体制のもと、その者に保存文書の電磁的記録化 と

当該保存文書の廃棄を行なわせる運用を図るべきである。

代理士業は、こういった事業主に保存義務のある書類の作成を業務 としている。代理士業が保

存すべき文書を作成の当初か ら電磁的記録 として作成 した場合は、当該電磁的記録に代理士業の

電子署名を施すことで改ざん防止策を講 じることも可能 となり、各士業法を根拠に、企業におけ

るスキャニング時の厳格な監視体制の代替 として、代理士業にアウ トソーシングするとい う選択

肢 もある。

e

②アクセス制御による開示

電子化 した保存文書の使い道 として最も有用であると思われ るのが、当該電磁的記録を電子申
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請時の添付書類とすることである。電子 ファイルとして容量の軽いものであれば、前述の原本複

数存在の考え方か ら、添付書類の原本提示が求められていた としても、電子申請時に当該電磁的

記録のファイルを添付することで対応 が可能 となる。

しかし、ファイルの容量が大きく添付書類として送信するのに適 さないものや、出勤簿のよう

に日々更新 される性質を持つ書類等は、電子 申請に添付す るとい うかたちには馴染まないであろ

う。こういった性質を持つ電磁的保存文書はむ しろ、受付行政機関側がインターネ ットを経由 し

て当該添付書類を見るといった運用の方が本来の目的を達成できるものと考える。

具体的には、企業側がセキュリティを十分に考慮 した限定的公開サーバーを用意 し、そこに、

電子申請添付書類 として必要な電磁的記録を予め保存 しておき、当該電磁的記録のファイルにア

クセスできるアクセス権を電子申請に添付 して行政の受付担当官に渡す ことで実現する。アクセ

ス権の付与には電子割符 といったセキュリティ技術を採用することも視野に入れたい。

また、ここで扱 う限定的公開サーバーの運用は、技術的メンテナンス及びセキュリティ保持が

最重要項 目どなることから、データセンターを擁す る専門企業がアウ トソーシングを受けるサー

ビスを始めることを期待するところである。

●
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2.1.5具 体 的 な 改 善 策 と して:申 請 支 援 ア プ リケ ー シ ョンの 活 用

電子簡易申請 タスクでは、申請者を支援 し電子 申請の利用を促進させるために、次のような実

証実験を行った。

国土交通省オンライン申請システムにおける実証実験について

省庁、自治体における電子 申請 システムの利用率が伸び悩んでいる現状で、利用者主導の電子

申請システムを構築す る一つの事例 として、利用者側の視点で電子申請を支援する仕組みを作 り、

実際に電子 申請を行 う実証実験を行いました。

今回は、国土交通省オンライン申請システムの中でも、「一般貨物 自動車運送事業営業報告書」

の電子申請を支援するプログラムを作ることとしま した。

実験の概要を次に示 します。

実験の概要(1)

1件 の申請行為を1件 のプロジェクト(計画)だ と考えると、

やらなければいけないこと(タスク)が整理され、進捗管理可能に

基礎vaXXは この内容は誰に 押印の手配1ま?

確認するのつ

登記簿謄本は

誰が用意するの 今 回の申請には

棟 式1,2.4が 必

まず は申請業務 を整理 し、1回 の 申請の 中で実際 どのよ うな行為 が行 われ てい るの か を分析 し

ま した。分析 と言 って も難 しい ことは していませ ん。 「や らなけれ ばな らない こと」 をモ レ、 ダ

ブ リな く整理 しただ けです。 そ して、1回 の申請 を 「プ ロジェク ト(計 画)」 と見 たて 、その 中

のや らなけれ ばいけない こ とを 「タスク」 と呼ぶ ことに しま した。
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実験の概要(2)

基礎デ叉タめ人穴 辞 藩§を嘩断髪歳

運送会社が
社内資料用に作成した

財務諸表データ

申請 データ生成

プログラム

(今回開発対 象)

申請者(運 送業者)
・一 「.か ら依 頼を受けた行

変換 政書士が 申請データ
生成プログラムを使 っ

て申請 用XMLデ ータ

に変換

… 悼…瞬 驚㌻i調

タスクを整理 していると、一般貨物 自動車運送事業営業報告書は、従来の紙による申請では

1

2

3

4

5

6

表紙

営業概況報告書

一般貨物 自動車運送事業損益明細表

一般貨物自動車運送事業人件費明細表

財務諸表(損 益計算書)

財務諸表(貸 借対照表)

とい う6種 類 の帳票 を個別 に作成 し、冊子に して申請す ることにな っています。オ ンラ

イン申請 システムにおいて も、1.の 表紙は省 略 されていますが、2.か ら6.ま での申

請デー タを作成す る必要があ ります。特 に、3.か ら6.の 帳票については、法令で定め

られ た財務諸表様式に貨物運送事 業に基づ く損益額や経 費明細情報 を記入 し送信す るとい

う申請の ようです。そ してその金額デー タの基礎 となるのは当該企業の決算書や勘定科 目

の内訳書です。 これ らの数値情報を入力 してい くことに より、帳票の種類 だけ作成 しなけ

ればな らない電子 申請デー タを自動 的に作成す る仕組みができれば便利 だろ うと考 え、デ

ータ生成 プログラムを作 ることに しま した。

なお、国土交通省オンラインシステムでは、個々の帳票に相当する申請データを作成す るため

の 「申請データ作成アプリケーション」が提供されています。しか しこの 「申請データ作成アプ

リケーション」では、数値の合算値を集計する機能は持っていませんし、会社名な ど同 じ情報も

その都度入力 しなければならない、とい う難点があり、今回作成するデータ生成プ ログラムでは

その点も改善するようにしま した。
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実験の概要(3)

・1難 灘 禦簾 瀬

'

w仁

国土交通省のオンライン申請シスデムは、
'申請データ形式が公開されておリ

、形式に
沿ったデータを作成できるのであれば、'

民間側で使いやすいデ三夕作成シス亨ムを

構築するこεが可能

あらかじめ利用者登録をし
た行政書士は生成した申
請用XMLデ ータをオンライ

ン申請システムを使い代理

提出する

国土交通省オンライン申請システ4

なぜ 、独 自にプ ログラム を作成す ることが可能なのか、とお考 えの方 もい らっ しゃる と思い ま

す が、用土交通省オ ンライ ン申請 システ ムで は、あらか じめ 申請デ「 タをパ ソコン上 で作成 して、

作成 したデータのみを送信す る、とい う仕組み にな ってお り、作成 デー タの形式 ・仕様 はあ らか

じめ公 開 され てい るのです。

今回 はこの公 開 され そい る仕様 に沿ってデータ作成 プログラムをつ くる ことに したので した。

、

実験の範囲
・ 電子申請をプロジェクトとして

管理するプログラムの導入

・ 会社に存在する基礎データから

申請用データを生成する
「申請データ生成プログラム」の作成

プロジェクト管理

⇒唖]⇔
申請データ生成
プログラム

回開発対

⇔

・

今 回の実験では、前述 した 「プ ロジェク ト」 「タスク」 を管理す る仕組み とともに、 申請デ ー

タを作成 す るための プログ ラムを使い 、実際 に申請 してみ るこ とに しま した。
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シ ス テ ム 構 成 。の部分を ・
申請で使う

ノ〆 、

この部分を

今回開発
＼

.

、'
1漁

1

、

ぶ 　欝 欝淫羅刹
　灘 灘'・繋…灘、・灘

一

、≧壷

/

'/ 、・

、
皿

…ぶ 一 難,・

藷

癖 七 に 挙 嚢嚢
、七、 く

.x七

/z .

＼

〆

もともと

フリーソフトで公開

Microso廿Exce1

1
ノOS(W血1dows200ぴWindowsXP)

これが システム構成 です。注 目す べ きは今回 のプ ログラムすべ て、MicrosoftExce1(表 計算

ソフ ト)で 作 られてい る とい うこ とです。

実験プログラムの特徴(1)

申請する上で起こりうることはすべてタスクとして管理

添付書類もタスク化してプロジェクト上で管理

申請行為をひとつのプロジェク トと見たてると、や らなければいけないこと、作成する書類(デ

ータ)、用意 しなければいけない添付書類など様々な物事が混在 していることに気がつきます。

そのため、プロジェク ト管理プログラムを使い、これ ら申請に関係する物事を一元管理 してい

ます。さらに個々のタスクに対 してタスク処理期限、タスクの担当者、タスクの現在の状況 とい

う情報を併せて管理 しています。
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実験プログラムの特徴(2)

　
・申請データ作成プログラムは元 々Excelの ファイルで

できている。
・すべて単体で動作可能(モ ジュール化)。
・タスク一覧もExceEで作成可能。(仕様を公開)
・仕様に沿ってタスク一覧を作成すればどのような

案件でも申請業務をプロジェクト管理することが可能
P、 ㌍

・… 嗣

徽 二ご 一 戦
㍊ 〔 ×

蛭 ⊆泣=コ

、■,、.・盛業. 一

前述の とお り、今 回のすべて の仕組み はExce1で 作成 しています。そ して 申請デ ー タ作成 プ ロ

グラムに関 しては、その仕様 は公開す るこ とに しま した。そのた め、利用 され る方 が使 いやす い

よ うにプ ログラムに手 を加 える ことも可能です。も ともとExce1の 関数 とマ クロでで きてい るの

で、少 し勉強すれ ば(関 連書籍 は書 店にいっぱいあ ります)手 を加 える ことは難 しくあ りません。

また、将 来的に別の電子 申請案 件に対応 させ る場合で も、申請デー タの形式 ・仕様 さえ公開 さ

れていれ ば容易 に対応 で きるよ うに しています。

実験プログラムの特徴(3)

紙での申請にも対応できるように、紙の申請書と

XMLデ ータを一緒に作成可能。

⇒[重 圏⇒
申請データ生成
プログラム

(今回開発対象)

⇒

⇒

データ作成プログラムでは、電子申請に必要なデータの出力以外に、従来の紙での印刷 にも対

応 しています。電子申請の普及度合いにより紙 と電子の申請を使い分けてもらえるようにしま し

た。
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データの入 力方式(1)

藁鰭 違繋 縛 難 灘

営業概況報告書については、申請書直接データを

入力することにより申請書とXMLデ ータを出力する

ように設計 ×⑰ ■⇒ ㎜ ・ 文=}〉 ÷w砲 ～榊 〆◆》冷神衿《
、■ ■ 鱗 弐纐壁

含 定員髭 報告 書 li灘
'よ イ▼¶喝 ■、◇ 領 膓s▼ 《領

ハ 】 口、党
湖 恒 ◆鳶
糊 今XP

㌫:
◆'、 オ"ポ^弓

5■戸s,穆

,プ ∀プ ププ

.酬 ・

'"● く、 貿 鳩 ぜ

令 ■さ × 亀
∨

甲.●》

"`〉Ao

5::

、

.… φ∪烈c冶

"r◇

℃壱㊨冷、∀

鞍懸

・ 一一 一

ド 亨

' … …1

●a

1_繰lx

寓w
二4 〆 Ψコ

修 学

噂4ご式 台・ 5 炉ポ恒一
彩 ・㌶彩,品 お■回 怜 ▲ ◇

さらに深 く調査 してみると、従来の紙のイメージ通 り直感的にデータを打ち込むことにより、

申請データが作成できる仕組みの方が便利なものもありました。営業概況報告書については、申

請書直接入力型に しています。

データの入力方式(2)

藝 懇難
財務諸表については、入力データから貨物用営業報告書、
人件費内訳書、損益計算書に転換

兼業事業分の経費の振分を自動計算

匡亘]⇒
申請データ生成
プログラム

(今回開発対象)

[⇒

[⇒

o

－方、財務諸表にっいてはそもそも金額データ自体の生成に労力が割かれるため、紙の様式上

に直感的に数値を入力する方式ではあま り利便性を感 じません。そこで、基礎 となるデータを入

力することにより、数値を自動計算 して各様式に転記 され る仕組み(入 力データ転換型)を 採用

しま した。
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データの入力方式(3)
㌔

㌔、',..㌔

撫難 ㌔・ ㌔i襟"灘 ・灘

㈱ ぶ 提s"t糠 髪 、、

財務 諸表 は現 在手入 力しているが、XBRLで の 取扱 に

より会計 データをその まま取 り込 むことが可 能 。
XBRL:eXtenslbleBushlessReportmgLanguage

(財務諸表を電子的に共通化するための規格)

データ流し込み

申請データ生成

⇒ プログラム

(△ 回開 発対.

[⇒

⇒

[⇒

た だ、現状 では基礎 となる決算書デ ータは会社 に よ り勘 定科 目もま ちまち、様式 もまちま ちで

あるため、手入力せ ざるを得 ない仕組 み とな って います。

しか し、現在研究 され てい るXBRL(eXtensibleBusinessReportingLanguage)を 採用す る こ

とで、各社 ま ちま ちである会計デ ータをそのまま取 り込む事 も可能 だ と思 います。(現 在 は実装

してい ませ ん)

実験では、実際の運送事業者のデータを実験プログラムで作成 し、あらかじめ利用者登録を済

ませた行政書士の利用者IDを 使って、申請データを国土交通省オンライン申請システムのサイ

トにて送信するとい う手順で行いま した。

,鴫縦 態濃鰍

絶念漁 遮.

鰻禽裏報告書提出
楽繕頒捜悲※素適ぎる甑 群 、欝.培 舗ぜずる力・を遥駁底 ぞぽ 黙 ㌔

垂線燃 さ真鯵 夢鶏:寧歪鴻烈 踏昂丁5品 濃塑反く∫蔀 ・,
$酵 素を飾揚e瞭(:字 緯a移鰐ア;s,ttκば/ぎ 簸 ・禅 煤●恕惇烈 ●泌褒さ溺与喜"、

±寧溝富w言筆叉ま惰 アし三ζ:・《・宮室3怜窪τる織愚挙亮 プだ激・、

白§公n
亨惑ご↓必難:撤燃e.$こpmm-i惇鷲漁,為5欲 す,療治 捲爵を測 心す泣

'.顕ぺ罧鳶濃瀕?口 夕.触漠遠き組 壌ピ紗工法 廷"聾 しで恒ξま恥

顧 漫 漫惑輸 遭 難蚤蓑

国土交通省オ ン ライ ン申請 システ ムでは利用者IDで ログインす ると、個別 に申請デー タを送

信す るWebフ ォー ムが表示 されます。こ こに申請デ ー タや添付書類 デーー一・タをそれ ぞれ送信す るよ

うになっています。
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今回の営業報告書の 申請は、利用者IDに よる認 証のみで、電子証明書を使 った認証や 電

子署名を行 う申請 ではあ りませ んので、申請データを送信することで処理 は終了 します。

一方
、使用す る トラ ックの増車、減 車な ど事業内容 の変更に伴 う申請につ いては、電子署

名 を付加 した申請を要求 され るようです。

結果、下図の ように無事に申請が到達 したこ とを確認 しています。

電子申請ができる環境 さえ整っていれば、申請 自体は意外にあっさりしたものです。む しろそ

のぐらい手軽にできなければ利用する価値がないとい うことだと思います。
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まとめ

ぶ=蹴 ▽ ㌔ば 機 忽 忽く"'Ltk,,

・国土交通省がデータ形式を公開している

ことについて、非常 に高く評価する。
(ただし、提供されている「データ作成アプリケーション」は

あまり出来がよくない。サンプル版だと考えれば仕方ないが…)

・申請の現場をよく知る行政書士・業界団体と

ともに、単なる申請データの受け渡しに

限らない、申請の電子化を目指していくよう

強く要望する。

実験を終えてみて、私が感 じたことをまとめてみました。

そもそもこの仕組みが通用 したのは、国土交通省が申請データの形式 ・仕様を公開 していたか

らです。他の省庁、自治体においては申請データの仕様公開は していませんし、そもそもブラウ

ザ上の入力フォーム上に申請データを入力 し、電子署名を付加 して送信す るとい う仕組みが採用

されているため、単純に同じ仕組みで申請できるわけではあ りません。(仕様非公開なが ら、外

部データを取 り込む ことを実現 しようとしている自治体もあるようです)

汎用受付システムとして、申請内容をその都度画面から手入力 させ る場合、実際にやってみれ

ばわか りますが、A4版 で2枚 程度の入力がやっとだ と思います。また、必ず特定の様式のみで

申請する仕組みな らよいですが、私たち行政書士が扱 う申請 とい うのは、申請の内容により複数

の申請様式を組み合わせ、束ねて(冊 子化 して)申 請するものはほとんどです。現状稼働 してい

る汎用受付システムではこのあた りの対応が不十分なのが心配です。

しか し専用システムを構築するには個別の費用がかかります。行政側で管理するシステムが増

えれば管理コス トも増大 します。

そこで、申請データの形式 ・仕様を公開しユーザ主導でシステムを構築 させる手段が有効なの

ではないかと考えます。その際、単に申請様式のみが電子データに置き換わる、とい ケことでは

な く、申請の現場 をよく知る、士業の方や業界団体 と強調 して申請の裏に何が隠れているのかと

きちん と把握 した上でシステムが構築されることを切実に願 っています。
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蛇足

匿i灘 －s 麟'ミ

ー

・実験プログラム(Excelシ ート)はソースを公開する

ので、自由に改変してもらいたい。

・会社の 中で少しExce1が できる程 度の人が今回の

様な「データ生成プログラム」を作る事 ができるよう

な、支援ツールを開発 、提供 ご,

・受付行 政庁では、データの仕様とともに、仕様に

基づくデータチェックプログラムを提供 してくれること

を希望。あとはユーザ 主導 で開発可能 。

最後 に、ま とめの後 なので蛇 足 と題 してい ます が、今 回実験のために作成 したデー タ作成 プ ロ

グラムはJESAPの 方か らプ ログラムソー スを含 めて無償 で公 開す ることに しています ので、ご 自

由にお使い くだ さい。実 際、単純な方法でプ ログラム を作 っている部分 があ るの で、も う少 し洗

練 され た仕組 みに改変 して も らえるので あれ ば非常 に うれ しいです。

また、今 後Exce1が 少 しだけ使 える、とい う程度 のス キル の方が、同 じよ うなプ ログラム を作

ることができ るよ うな支援 ツール を開発 し、提 供 して い きたい と考えています。
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2.1.6今 後 の検 討 課 題

本タスクが来年度以降も継続する場合、以下の項 目を検討課題 としたい。

1.申 請支援アプ リケーシ ョンの活用

電子簡易 申請タスクで作成 した申請支援アプリケーシ ョンは、一般貨物 自動車運送事業者

の営業報告書等に限 らず、他の分野や手続きにも対応す ることが可能となっている。本アプ

リケーションを一般に公開 し、使い勝手を向上すると共に、他分野への応用についても検討

することが必要であると考える。

2.民 間サービス との連携

一般貨物 自動車運送事業者に限っても
、業務を支援す る多 くの民間サー ビスが存在する。

例えば、今後の普及が期待されているデジタル タコグラフ(※)の データを、電子申請に利

用することができれば、よ り迅速かつ正確な情報のや り取 りが期待できる。また、士業等の

仲介サー ビスを活用することも、電子申請の普及に寄与す ると考えられるので、引き続き検

討が必要であると考える。

※デジタルタコグラフとは、運送事業における運行記録(時 間 ・距離 ・速度)を デジタルデ

ータとして記録 ・管理するものである
。運行記録のデジタル化によ り、迅速かつ正確な運転

技術等を分析することでき、環境に配慮 した安全運転を推進するものとして期待 されている。

'現在の電子申請は
、発展途上の段階にあ り、多くの課題を抱えている。本 タスクで取 り上げた

課題は、その一部分に過ぎないが、これ らの課題を解決す ることだけでも容易なことではない。

本来の電子申請は、国民や企業はもちろん、行政側にも多くのメリッ トをもたらす ものである。

本タスク活動が、電子申請の改善 ・普及について少 しでも役に立つことを願い、タスク活動報告

の結びとする。

「61一



2.2電 子 契 約 タ ス ク

1タスク3報 告 そ の11

タスク3報 告 目次

は じめに

1.EAア プ ローチ について

2.電 子契約 の事例

3.契 約 プ ロセスの現状 と課題

4.電 子契約ToBeモ デルの方 向性

5.今 後への提言
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1タス ク3報 告 その21

は じめに

JESAPタ ス ク3(電 子契約)で は、2004年 度7回 に亘 り会合 を行い 、電子署名 を用いた電

子契約モ デル に関 して 、EAア プ ロー チに よる検討 、考察を行 った。

現在、定型的な部品調達や旅行業などの消費者契約などの分野では、電子商取引が広く行われ

ている。しか し、これ らは電子契約ではあるが、電子署名の使用は一般化 していない。その理由

として、取引相手が固定されている、比較的小額の取引である、決済は別途対面での確認で行わ

れる等が考えられる。

その一方で、建設業や リース業などにおいては、電子署名を活用 した意欲的な電子契約の取 り

組みが行われている。当タスクでは、このような取 り組みについて学んだ上で、電子契約に際し

両当事者が自らの意思を電子署名により示すことが望まれる場合についての検討を行い、まず昨

年11月 のJESAPフ ォーラムで中間報告を行った。

中間報告 以後 、当タス クで は、企業 の業務 プ ロセスにお ける契約 の現状(AsIs)の 事 例の収集

を行 うとともに 、それ に基づ いた電子署名ベ ースの電子契約の将来像(ToBe)を 描 く試 み を開始 し

た。本 報告で は、こ うした活動 の流れ に沿 って説明 し、あるべ き電子契約 モデル について考察 し

て 、そ の ビジ ョンの提示 を行 いたい。
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1タスク3報 告 そ の311.EAア プ ローチ につ いて

1.EAア プ ロー チ につ い て

1-1.EAと は どん な もの か

懸定 義 顧客ニーズや社会環境、情報技術の変化に企業(組 織)が 素早く適

切に対応できるように、『全体最適』の観点から業務やシステムを改

善するための仕組み:"企 業(組 織)の1丁地図/青 写真"

●企業(組 織)の ビジョン、業務プロセス、システムの構造、利用する情報技術の体系

および相互関係を整理。利用標準、移行計画、管理評価を含めた全体の枠組み(フ

レームワーク)を定義。 出典:EA策定ガイドライン(rrアソシェィト協議会)

懸特長(従来の開発方法論との違い)

乗務からシステムに至る垂直的な関係の可視化。

現状から理想目標に至る時系列的関係の可視化。

汎用性、網羅性が高く、経営者やユーザ部門が理解しやすい記述。

▼

電子契約モデ)vにEAア ジロtl・チを適用

AllRightsReservedCopyright
MSAP2004

はじめに、本タスクの検討の前提 とされたエンタープライズ・アーキテクチャ(EA)に ついて解

説す る。

EAの 定義は様々だが、経済産業省のEA策 定ガイ ドライン(ITア ソシエイ ト協議会策定)で は、

「顧客ニーズや社会環境、情報技術の変化に企業(組 織)が 素早く適切に対応できるように、『全

体最適』の観点か ら業務やシステムを改善するための仕組み、つまり"企 業(組 織)のIT地

図/青写真"で ある。」と定義 している。具体的には 「①企業(組 織)の ビジ ョン、業務プロセス、

システムの構造、利用する情報技術の体系および相互関係 を整理 し、② 利用標準、移行計画、

管理評価を含めた全体の枠組み(フ レームワーク)を 定義することである。」 と書かれている。

また、特長(従 来の開発方法論 との違い)に ついては、①業務か らシステムに至る垂直的な関

係の可視化、②現状から理想 目標に至る時系列的関係の可視化、③汎用性、網羅性が高い、④経

営者やユーザ部門が理解 しやすい記述などを挙げている。

一方オープンな環境での契約の電子化にっいては
、証明書の横断的活用、契約締結時等の証明

のあ り方など、契約プロセス全体を僻 的に捉え、全体最適の観点から考察すべき課題 が多い。

そこで、今回の検討にあた り、EAア プローチを適用 し、契約の現状を{府撤的に捉 え、全体最適

の観点か ら電子契約の最適化モデル(ToBe)を 考察することにした。
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1タスク3報 告 その41

EAア プ ロ・一一・一チ を理解す るために、まずEAの フ レー ムワー クについ てふれ た い。

実 はEAの フ レーム ワー クは様 々であ り、今 回は 日本政府のEAフ レーム ワー ク を適用す る。こ

れ は、米 国連邦政府 のEAの フレー ム ワーク(FEAF)を 参考 に した ものでBA(Business

Architecture)、DA(DataArchitecture)、AA(ApplicationsArchitecture)、TA(Technology

Architecture)の4階 層、お よびそれ らを支 えるプ リンシプル 、ス汐 ンダー ズ,移 行計画 な どか

らなってい る。.

EAの 策定手順 と して は、 まず、EAを 推進す る上 での憲法で あるプ リンシプル を定 める。次 に

モデ リング(見 える化)作 業 に入 る。 最上層 であるBAは 、業務や ビジネ スプ ロセスについ て記

述 し、第2層 で あるDAは 、論理 的 ・物理的 なデー タモデルな どを記述 し、第3層 のMで は、個 々

のアプ リケーシ ョン とそ の相互 関係 な どを記述 し、最下層 であ るTAは 、IT基 盤 であ るネ ッ ト

ワー クイ ンフラ、 ミ ドル ウェア 、ハ ー ドウェアな どを記述す る。 その4層 を現状(AslS)、 理想

目標(ToBe),次 期 の順序 で描 いてい く過程で、従 うべ き標準が スタンダーズ であ り、改善度 を評

価す るための評価 基準や全サイ クル にわたる管理統 制 も必要 にな る。
、
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1タス ク3報 告 その51

1-3.政 府 のEA導 入 の 目 的

財政逼迫

長期債務残高
宙

686兆 早

1業 務機能と情報の流れ

iシステム機能の構成(アブ
L_」 竺 坦

技 術 の 構 成(ソフトウェア、ハー

ドウェア、ネットワーク)

出典:EA策 定ガイドライン(rrアソシエイト協 議会)

AllRightsReservedCopyright

JESAP2004

さらにEAア プ ローチの背 景 を理解す るために、日本 政府 にお けるEA導 入の 目的につい て述 べ

る。政府 のEA導 入 の 目的は、700兆 円近い長期債務増 加 に伴 う財 政逼迫状態 に対応 す るため、

業務改革 とIT投 資の削減 を進 めるこ とにあ る。 そ のため、2002年6月 、経済産 業省が 「I

Tア ソシエイ ト協議会 」 を発 足 させ 、ITシ ステ ムの政府 調達 をめ ぐる課題解 決 のため にEA策

定 を開始 した。

ITシ ステムの要件 を決 め る段階 か ら特 定のITベ ンダ に依存 してY・るた めに、費用対効果 が

低 くな りやす い こと、省 庁 ごとの縦割調達 の結果 としてシステ ム統合 が困難 になってい るこ と、

属人的な能力 に頼 りが ちで組 織 の学習能力 が上が らない ことな どが、EAの 導入 に よって改 善 さ

れ るもの と期待 されてい る。.

また、2003年3月 には、政府全体 で もEAに 取 り組 む方針 を発表 してお り、2003年4

月 には、各府省 にEA構 築 を推進す るCIO補 佐官 を設 置 し、21業 務 ・システ ムのEA(最 適

化計画 と表現)を 発表 してい る。

電子契約 に戻 る と、例 えば普及促進 には、共通 で安価 なセ キュ リテ ィ技術 に よる ドメイ ン間、

事業者間の全体最適型連携基盤 が必要 であ り、法制 面か らはe文 書法(案)、 電 子債権法(案)

な どに亘 る{府撤的 な検討 を通 じた普及 シナ リオ が不 可欠で ある。このよ うな観 点 は、ま さに政府

のEA導 入の 目的 と適合す るもの と言 える。
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1タス ク3報 告 その61'

1-4.EAの ドキ ュメン トー 覧

醜[=璽 極量=コ1

鵬

翻

出典 「rア ソシエ イト協 議 会 報 告 書(EA策 定ガ イドラインVer.1.1)」

AllR.ightsReservedCopyright

JESAP2004

次に政府 のEAド キ ュメン トにつ いて概 説す る。 』

BA層 は業務説明書(業 務 ・システ ムの管理r運 用体制や最適化 に向けた責任 体制 を明確化 し

た もの)、 機能構成 図(DMM:業 務機 能 を階層 的に3×3の マ トリックスで表現 した もの)、 機 能
■

情報関連図(DFD:各 階層の機能 間の主要データ ・情報の流れ を図式化 した もの)、 業務 流れ 図

(WFA:シ ステ ム化 を行 う業務処理過 程の中で、個 々のデー タが処理 され る組織 ・場所 と順 序 を

記述 した もの)の4種 で ある。

DA層 は情報体系整理 図(UMLク ラス図:業 務処理 で扱 う全 ての情報 について、各情報 間の関連

及 び構造 を明確化 した もの 、必要 に応 じ情報分析 図(CRUD)を 作成)、実体関連 ダイ ア グラム(ERD:

データエ ンテ ィテ ィ間の関連 を整理 した図で、 リレーシ ョナル デー タベー ス等の設計 に利用)、

デ ータ定義表(個 々のデー タ属性 、定義 を一覧 に して整理 した もの)な どがあ る。'

さらにM層 は情報 システ ム関連 図、情報 システム機能構成 図、TA層 には、ネ ッ トワrク 構成

図、 ソフ トウエ ア構成 図、ハー ドウェア構成 図な どがある。

今 回のEAア プ ローチでは、契約 の現状 を備撤的 に捉 えるため、機 能構成 図(以 下、DMMと 称

す)を 作成 した。
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1タス ク3報 告 その71

1-5.{府 目敢的 ア プ ロー チ に つ い て

画
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ここで今 回現状調査 に適用 したDMMの{府 敵 的アプ ローチにつ いて 、DFDと の関係 も含 め説 明す

る。EAア プ ローチでは業務 を トップダ ウンで分析す るこ とで、全体最適 と部分最適の整合性 を

とる。 これ を傭敵的アプ ローチ と言 って いる。

まず全体プロセスを最大8個 の業務機能に分解 し、これをDMMの レベル0と して記述す る、そ

の8個 の業務機能1個1個 について、さら最大8個 の業務機能に再分解 し、これをレベル1と す

る。同様の業務分解をレベル1の 最大8個 の業務機能に実施 し、 レベル2と して展開してい く。

結果 として レベル2段 階では最大512個 の業務機能に分割される。

同様にDMMか ら、各階層の機能 間の主要デー タ・情報 の流れ を図式化す る とDFDに な り、 これ

もDMMが 階層化 され るの と併行 して階 層化 され る。

このよ うな僻敵的アプ ローチ は、DA層 以降で も踏 襲 されて いる。
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1タス ク3報 告 その812.電 子 契約 の事例

2.電 子 契約の事例

2-1.リ ー ス 業 界1

■タイムスタン才 マルチ対応や拡張、ポ⑲ジーの幅の拡大など'

● 悪意・書意を持った第三者や一見さんへの対応(保旺の観点など)

契約 プ ロセス

の現状分析 に入

る前に、まず す

でに実施 され て

い る電子契約 の

事例 について、

サー ビス提供者

の方 々か ら説 明

を受 け、討議 を

実施 した。 ここ

ではその概要 に

ついて述べる。

電子契約の必要性 リース契約書はすぐに電話帳 くらいの厚 さになって しまい、かつ年間契約数

は20万 件ほどであり、それぞれの契約書を10年 間以上保管 している。また、契約書を交わすた

めの顧客訪問も、最近は、「(営業に)あ まり来ないでほしい」との顧客より言われ る状況がある。

電子契約は契約者双方のニーズであった。

'電子契約
の実現 手段 原本性確保 を 目的に、R社 のPDF関 連 ツール(TrustyCabinet)を 使用 し、

ASP上 で、PDFフ ァイル のや り取 りを している。 また特定認証業務認定 を取得 してい るが、認 定

手続 きにつ いては、ICカ ー ドの仕 様の提出まで求め られる等 、過剰 な印象 を持 った。 なお 、電

子署名 は個人 を対象 と し、属性(法 人名、役職)は 証 明書のSubjectに 記入 してい る。また、代

理権授与 の問題 にっいて は、約款 に、契約 当事者 は本電子契約 におけ る代理権の授 与について否

認 を しない旨を定め るこ とによ り対応 してい る。

現状の課題(議 論 レベル)原 本性保証のみでタイムスタンプがなく、マルチ対応、拡張できる

か、ポ リシーの幅をいかに広げていくのか、といったところが課題にな りうる。また、Subject

に役職 を書き込む ことの問題点として、例えば配置換えをだれが通知するのかとい うことがあ り、

法務省の商業登記にまつわる問題 として、法人格の証明について 商号登記番号の使いまわしに

伴 う問題などが挙げられた。さらに電子契約サー ビスをオープンなものとしてい くためには、悪

意 ・害意を持った第三者や一見さんへの対応が求められるとの指摘もあった。これは最近話題に

なる銀行 口座の詐欺被害への保証の観点などにも繋がる論点である。
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2-2.リ ー ス 業 界2
1

[脳 契初 経 性1

■×量の契約書に捨印・確認というプロセスの煩雑さの改善sノ
1電 子要約の実現手段1,＼

■契約■連デ→ の電子的提供と解約等の電子的受領からスタート

ー見積書から契約書、検収完了までを自動作成できるWbbシステム提供

■P囮,lCカード(M社製電子署名ソリューション活用)による電子署名を追加

＼ ノ

.

、

1一 の一 偏ー ル・1
/＼ ■

コストに見合ったメリットの提示(サービス拡大の鍵)

一過渡期において事務フローの二重化が不可避(既存●面の一括電子化の要請)

■ 匝明書・サービスの粗景りへの対応

一通常、全集は複数のリース会社と取引(他家界でも同様の課■あり)

＼"シ ステムイ"フ ェースの標靴(鯉 化品 別化破 防 》.ノ

AllRightsReseIvedCopydghtg
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電子契約の必要性

大量の契約書を

捺印 して確認する

とい う煩雑 さが、紙

ベースのリース契

約手続きには存在

す る。したがってプ

ロセスの煩雑 さか

らの改善 とい う観

点か らも大きなニ

ーズがあった。

重子契約の実現手段

電子契約は、書面でとりかわ していた契約関連データを電子的に提供す る、解約等を電子的に

受け付けるとい うところか らスター トした。現在の電子 リース契約では、M社 のsignedPDFを

使用 し、見積書か ら契約書、検収完了までを自動作成できるWebシ ステムを提供 し、顧客毎に利

用料率を設定 した電子契約に取 り組んでいる。

現状 の課題(議 論 レベル)'

コス トに見合 った メ リッ トを提示 しに くく、これ がサー ビス を購入いた だけ るか否 かの鍵 にな

っている。とくに過渡期 に起 こる事務 フロー の二重化 は、過 去 の書面 を一括 して電子化 できない

のか といった要請 に繋が る。また認 知がまだ まだで とくに会社全体 に対す る売込みは不足 してい

る。

一方
、証 明書 ・サー ビスの相乗 りの課題 もあ る。企業は通例2、3社 の リース会社 と取 引す る

のが普通 、多い場合は10社 程度 の リー ス会社 を利 用 してお り、リー ス会社 毎に電子契約 サー ビ

、ス を入れ るな ど論外 である。証 明書 の問題 もあ り、い ろい ろな電子認証 システムが乱 立 しては顧

客のメ リッ トが大 き く減 じられて しま う。さらにシステ ムのイ ンター フェース の問題(業 界 毎の

形式の標 準化 の問題等)、 類型化 と個別 化 のあ り方 が悩 ま しい ところである。
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電子 契約 導入の経緯

2000年 の電子署名

法成 立、2001年 のIT

書面一括法 に よる建

築業法19条 の改正

(同様の改正 は保 険

業 法や割賦法 な どで

もあ?た)、 ガイ ドラ

イ ン発行 を受 け、社

内プ ロジェ ク ト化 を

開始 したが、実際の

作業で は、2002年 ガ

イ ドライ ン解説 が役 に立 った。 法制度 を 「かみ くだ くこと(例 、実の ところど うなの ・・)」の

大切 さを痛感 した。

コンス トラクシ ョンEC・ ドッ トコム社(NTTデ ー タ、建設大手5社)の インフ ラ整備 を受 け、

2003年4月 に 「電子契約王」パ ソコン版 を販 売開始 した。 これは 中小企 業へ の対応 をに らんで

のパ ッケー ジ化で ある。現在、1000社 程度 が証明書 を取得 し、月700件 程度 の利 用実績が ある。

2-3.建 設 業 界

1駐 嫡 尋入の韻1

1

・ ・㎜ ⇔ 肝 酩 嵐,。。1⇔ 鹸 象法19轍 正を勤 餉P」 融 ＼

-2002年 のガイドライン解脱が有効(法制度をかみくだいたもの)

■2003年電子契約パッケージ販売■鎗

－N社と途殴大手5社の合弁会社によるインフラ基●整■が前提

＼ 一現在100唯 賦 が翻 書領 得L即oo閥 ⑭ 糖 類 ノ

1電 子期 の実現手段1
、

■電子契約パ'ン ステムとの連携がで倉るサーバ版も用意

一電子文書登録(一文書、一括)、電子署名(連続署名も可)、進捗管理など

、 一オヴ治 ンとして駐 贈 シス昧 許 文韻 管シス弘 など ノ

1敢 の願(■ レベル)1 、

■署名時に有効であった証明書が、検隆時点で期■切れだった場合の対応検討 .

■直明書取得の煩雑さの解決'

㌧ ノ
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電子契約の実現手段 「電子契約王」には企業基幹システムとの連携を 目指 したサーバ版 もある。

これは通常業務における、電子文書登録(一 文書、一括)、電子署名(連 続署名も可)、進捗管理

などを行 うことが可能である。またオプション機能 として稟議システム、電子文書保管システム

などがある。

現状の課題(議 論 レベル)署 名時に有効であった証明書が、例 えば1月 後に検証された場合、

証明書の有効期限が切れる場合があるがこの場合の対応策、また証明書取得に数ヶ月かかるとい

ったことも含む証明書取得時の煩雑 さの解決など、証明書にまつわる課題が多い。

電子署名の検証 と保管をできるだけASPで 行 うのが今後の方向性であるはずだが、その際、各

種の電子契約を用いるビジネズモデル と、PKI、TSAな どのインフラとの依存をうすめ、それぞ

れが自らに必要なものを選べるようにすべきである。つま り、各種電子契約サービスにおいて、

認証局、タイムスタンプの相乗 りで用いられるようにすることが必要である。
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3.契 約プロセスの現状と課題

3-1.DMMと は

雛難 難 難 業 轟 縷蒙警難 毒1羅
繋 周 辺 セ ル 周 辺 セ ル 周 辺 セ ル <　 　 ll摂

瀦鑑1:㌫ 雲離 灘
③全体を網羅し、8っのセルに収める ㌻潟ぶ

_鑓 謬難 に煕 盤 》搬器驚

周 辺 セ ル
中 心 セ ル

周 辺 セ ル

鑓1

周 辺 セ ル 周 辺 セ ル 周 辺 セ ル

懸ぶ 熟. 、、・治'.治 ≒'㌘

1食 ■

8.モ ニ9リ ン,

7知 ■
費 ■ 活 ●

2■ 買

全 社 富 ■

8紐 官
費 ■ 矯 ●

3加 工

4.販 売

5♪
.境

漿盟欝 饗 驚 ・辮

②歴 企画を一 働;.蕃 ・
機能を配置し、モニタリングによって

PDCAを まわす。

'灘 はi鑛灘 の難 鍵

AllRightsReservedCopyright
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11

本編 では契約プ ロセスの現状 につ いて分析 ツール として採用 したDMM(DiamondMandara

Matrix)に ついて解説 を行い、今 回適用 、調査 した中か ら3業 種 につい て現状 と課題 と整理 した。

DMMと は、、 システム を構成す るフ ァンクシ ョンを トップダ ウンで明 らかに して い く分析 手法

で ある。Mandara(マ ンダラ ・曼薬罐)は 、古代イ ン ドのサ ンス ク リッ ト語 で仏の悟 りの境地 を

絵 に表 した もの と言われ る。

紙上に3x3の マ トリックス を描 き、真 中に 目的 とす るシステム を記入 し、その システ ム を構

成す るファンクシ ョンを最大8個 回 りに記入 し、業務 のプ ロセスを明 らか にす る手法 であ る。

これ は東洋 の 「人間が一 目見て理解 でき る能力の限界 は3x3=9個 で ある」 とい う考 え方 、西

洋のルール オブセブ ン(人 間が一 目見て記憶 できる能力 は7±2の 範 囲に限定 され る)の 考 え方

によってい る。 また、 ここでい う 「システム」 とは 「ある 目的を共有す る要 素(人 、物 、金)の

集 合」、 「ファンクシ ョン」 とは 「働 きのかたま り」 と定義す る。
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DMM利 用の 目的と方法

・各 々のファンクションをブレークダウンする。

↓

→

＼

AllRightsReservedCopyright
JESAP2004

業務 構造へ の適用例

DMMは 物事 の機 能 を トップ ダウン的 に捕 らえる。最初 のマ トリックス のフ ァンクシ ョンの1

つが第2レ ベル のマ トリックスで はシステ ム として 中心 に記入 され 、その システムを構成す る最

高8つ の ファンクシ ョンを回 りに記入 され る。この よ うに して、物事 を最 初は大局的 に捉 え、だ

んだん と細部 まで分析 す る。

現実に とらわれず、概念的にファンクションを考え、あてはめていくため、実際の分析を行 う

ときに考え方(視点)の 洩れを早く発見することが可能 となり、現状業務プロセスを的確に捉え、

あるべ きプロセス(課 題)を 導き出すために有用である。

上記 図表 は ジェネ リックプ ロセスモデルの第1、 第2レ ベル をDMMで 表 した ものであ る。

通常DMMの 回 りの8つ の枠 の うち、左上か ら時計回 りにPDCA(Plan,Do,Check,Action)

のサイ クル で ファンクシ ョンを考 えてい くと、作成 が容易にな る。
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3-3.契 約 プロセスでの検 証

契約プロセス事例(1)サ ービス

計画 社内規定 契約フロー 計画 外部調達の
検討

委託可能

業者の選出
計固

評価用

見積リ基準

SOWの

提示

コントロール ・

モニタリング

.、==一〆iiiil==…

灘 ………i:、品 「「;:灘

基本契約

雛形

コントロール・

モニタリング

鰍 ふ
..灘

灘ls鰻:iiiiiiili

RFP提 出
コントロール ・

モニタリング

・'`"》・="`'・'こ" .=

……i/i;器雛 …獄見積り依頼

改正下籏法
遵守事項

業者選定基
準

個別契約

雛形
葉者選考 葉者比較

プレゼン
提案書受領

概算見積

見積内容の
評価 価格交渉 見積書受領

計回 進捗把握
・

品質管理
1.5.1

計 田

1.5.2

引き合 い

1.5.3

見積 り
計画 契約内容の

確認

契約形態

の選択

改正下請法
遵守 iiiiii蕪雛iiiiiii

契約内容の
変更管理

コントロール・

モニタリング

「===べ'`「'べ'「`"`「1

1・………藻繊 葵讐iil 1.5.4
契 約 合意

コントロール・

モニタリング

二#i=i=i=i.s..=7==、=

■

凄…;難離 離
検収条件

合意

契約手順の
見直し 業者評価

標準単価の
見直し

1.5.7

契約書交換

1.5.6

契約書作成

1.5.5

内部決済
契約審査

進捗・晶質

把握方法確
認

制約・仮定

条件合意

計田 窓口確認 郵送 計画 作成申請 基本契約書 計固 与信調査 調達審査

コントロール・

モニタリング

「

L「 ■'.1■L'

…譲無 文鍾iii
持参

コントロール・

モニタリング

』'1■㌔「=、=「='=`

ぶ ・"・ ・=・』溺 ・=・・…==…

……奨 釣 書 作 庭i・i

個別契約書
コントロール・

モニタリング
べ=■1='■'■`'"「`ミ'

i`=;is《=`==.=二=・=…..'.=

事案部長

決済

廃棄 保管 受取 印紙、割印 購買部門 法務部門

チェック
真箇決済 役員決済

真田申籏

本部長

決済
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今回の調査では、現業部門でのヒア リングを参,照して、契約書、契約における対象業務に関係

する第2レ ベルまでのDMMを 作成(上 記サービス業、次ページ上段流通業、下段に製造業の代表

的な事例を第2レ ベルで示す。)、事実に沿って忠実に基づ くプロセスを再現 し現状分析を行った

結果、業種 ・業態 を通 じて共通的に存在する現状抱 える問題点を整理 した。(3-4抽 出された

契約書/契 約プロセスの課題 参照)

業種間での契約プロセスを第二階層 レベルで比較すると、いずれの業種においてもプロセスが

新規に加える必要がある場合 と、プロセスの名称は同 じでも業務機能を改善 しなければならない

とい う2っ の場合が介在 した。したがって、何を加える必要があるのか、何を改善するのかをプ

ロセス毎に抽出を行った。

その結果、現状の紙を中心として取 り扱 う契約プロセスが、ヒ ト、モノ、カネ といった経営 リソ

ース全般に影響を与えてお り、企業の業務の仕組み、プロセスの抜本的な見直 しを含 めた、BP

R(業 務改善)の 必要性をも浮き彫りにした。
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契約プロセス事例(2)流 通業

1.5.1.1

契 約 計 画

1.5.1.2

契約計画事

項 洗い出し

1,5・1.3

契約計 画

事項分 析

1.5.2.1

引 合 計 画.

1,5.2.2

引合内容

確 認

1,5,2.3

引合 内容

評価

1.5.3.1

価格 交渉

計画

1.5.3.2

見 積 受 取

1.5、3,3

見積

内容確認

1,5,1.8

契約計画

合意 難懇譲

1.5.1.4

契約計画事

項絞 り込み

1.5.2.8

選 定結 果 ・

決 定 ・

.■ 、 ■LL■

雛 鋼 音i…li・i……
縄=…・1…iゴ…i、iiきi…i・触 1

・`=… 」'=
.1

1.5.2.4

評価結 果

集計

1.5.3.8

価格条件

合意
「「フL..・='L=・=

灘 価格 交渉 …iii:i

1.5.3.4

見積内容

評 価分析

1.5.1.7

契約計画事

項確定

1.5.1.6

契 約計画事

項 確認

1.5.1.5

契約計画事

項記述

1.5.2.7

評価結果

報告

1.5,2.6

評価結 果

記 述

1.5.2,5

評価 内容

分析

1.5.3.7

再見積 受取

1.5.3.6

価 格 交 渉

1.5,3,5

交 渉条件

確定

1.5,8.1

計 画 作 成

1.5.8.2

進行 状況

確認

1.5.8.3

進 行状況

チェック

1.5.1

計 画

1.5.2

引合

1.5.3

見積/

価格交渉

1,5,4,1

契約

合意計画

1.5.4.2

契約 事項洗

い出し

1.5.4,3

契約 事項

分 析

1.5.8.9

モニ タリン グ
i難iii鱒.簾iiiii…七=」=

liiii響タリ娑 斐…・i…

1.5.8.4

対 応策検討

1.5.8

コントロール

モニタリング

'…"　 肖'難i≡i=

ぶ…i=磯""..w..　 .轍

雛=

1,5.4

契約合意

1.5.4.8

契約内容

合意

七七'弾く=i=ミベル=ri二ir
=

撒 撫 … 　 …心

1、5.4.4

契約 内容

絞込 み

1.5.8.7

コン トロー ル

1,5,8,6

対応策実 施

1.5.8.5

状 況 報 告

1.5.7

契約書交換

保管

1.5.6

契約

署 名・捺印

1.5.5

内部決済

1.5.4.7

契約内容

確定

1.5.4.5

契約内容

記述確認

1.5.4.5

契約 内容

記述

1.5.7,1

契 約 書 交 換

1.5.7.2

契約書記 載

事項確認

1.5.7.3

契約書

控 え複写

1.5,6.1

契約書事項

確認

1.5.6.2

契約書

受取

1.5.6.3

押印申請

作成

1.5.5.1

起 案 計 画

1.5.5.2

企画書作 成

1.5.5.3

部署 内

合意形 成

1,5,7.8

総 務 保 管

/・;・・、・;ノ・ 「・「 ・幽'、 「'■ ・■'

菱…郵 書鱗li…i……

海但管驚ili…

1.5.7.4

契約● 受渡

1.5.6.7

提 出 者 へ

返 却

`治 』'1''"1"1""1'隔'

,…鞭 …欝…ii…1

1.5,6.4

部署長押印

1.5.5.8

結 果 通 知

`㌔ 「';∫===ミ 「`'"「`「'`㌦'■'L■L"「 ■"七 「'1'L'L'C';'

r`s「`「 「「 「

纐 灘iii}i………・…
.〃'.「'"

1.5.5.4

真箇 書

作成

1.5.7.7

総 務 提 出

1.5.7,6

契約書控 え

部 署保管

1.5.7.5

部署長 報告

1.5,6.7

契 約 書

押 印

1.5.6.6

役 員 決 済

1.5.6.5

総 務 提 出

1.5.5.7

役 員 押 印

1.5.5.6

総 務 提 出

1.5.5.5

都所長 押印

AllRightsReservedCopyright
JESAP2004
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契約プロセス事例(3)製 造 業

計 画、

レビュー

調査
(市場、技術等) 現流品検討

引合内容
レビュー

引合(見積)書
作成

メーカ調査
唱

見積交渉
計画レビュー

仕様、納期、

価格交渉

QA、 検証方法

の具体化検討

コントロール/

モニタリング

1.5.1

計 画 仕様案検討
コントロール/

モニタリング

1,5.2

引 合 い
現流品
メーカ交渉

コントロール/

モニタリング

1.5.3

見積 交渉 顧客交渉

顧客意向

確認後薬決定

概算コスト案

検討

タイム
スケジュール

案検討

一 引合いメーカ
単/複数決定

現流品メーカ

以外交渉
契約書案策
定

ト

メーカ決 定
現流品

移行計画立案

計 画 、'

レビュー

定期コントロール/

モニタリング

合議部門 申請

のコントロール

/モニタリング

1.5.1

計 画

1.5.2

引 合

1.5.3

見積 交渉

品証保証を含

む全体計画、
レビュー

品質保証、移行
への体制合意

関連部門 合意

(QA、 営業、財

務、法務)

コントロール/

モニタリング

1.5.8

コントロール/

モニタリング

メーカ・顧客か

らの 申入れの

コントロール/

モニタリング

1.5.8

コントロー ル/

モニタリング

1.5

契約/契 約褒
'更

1,5.4

契約書 合意

コントロー ル/

モニタリング

1.5.4

契約合意
ツ

メーカ顧客との

最終確認

1.5.7

契約書保 管

廃棄

1.5.6

変更仕様書

注文(訂 正)

依頼検 討

1.5.5
』契約書署 名

、

捺印

一 一 契約書案作成一 一 一

保管計画に組
み入れ

保管部門にて

契約書保管

保管又は廃棄
の検討

計 画、

レビュー
メーカ交渉 顧客交渉

計画、

レビュー

事業責任者
決済

関連部門の

チェック、合 頗

コントロール/

モニタリング

1,5.7

契約書保管

廃棄
一 コントロール/

モニタリング

1.5.6

変更仕様書

注文(訂 正)

依頼検討

変更仕様書発

行

コントロール/

モニタリング

1.5.5

契約者署 名、

捺 印

契約書書名、
捺印

一 一 一 注文書訂 正長

時項#1.5.3へ

注文書(コ スト、

納期)訂 正要

否確認

注文書発行

購入仕様書、

発注仕様書
発行

契約書取り交
し

AllRights 叉eservedCopyhghtl5
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1タス ク3報 告 その161

3-4.抽 出された契約書/契 約プロセスの課題

・膨大な契約書保管スペースが必要

・契約書類の検索照会に多大な時間が

かかる

・契約書の棚卸に人手や時間がかかる

・契約書類の送付/交 換にコストや時間

がかかる

・印紙税のコスト負担が大きい

DMMを 作成

し、契約プ ロゼ

スの現状分析 を

行 った結果 、業

種 ・業態を通 じ

て共通的に存在

す る問題点が抽

出 された。

これ らの問題

点はそれぞれ紙

の契約書である

が故の問題点 と、

現状の紙を中心

として取 り扱 う契約プ ロセスの問題点に分類できる。

契約書保管スペースの問題は紙 の契約書であるが故に長期間の保 存管理を求め られる

と膨大なスペースが必要 となるケースである。 この問題 点については個別最適の一例 とし

てマイクロフィルムによる保管な どが行われているケースもある。

契約締結後、契約変更のためや過去の契約 内容を確認するために契約書 を検索 し、照

会す る事 が考え られ る。 また、定期的な棚卸作業が必要 となる業種 もある事か ら、この作

業に要す る時間は多大な もの となる。

これ らの問題 も契約書が紙であるが故の問題 と位置付 け られ る。

契約書類の送付/交 換にコス トや時間がかかる問題 にっいては契約プ ロセスの見直 し

により改善す る可能性 が考え られ る。

印紙税負担の問題 についてはそ もそ も法制度か らの規制であ り、問題 と捉える事は適

切ではないか も知れ ない。

しか し、IT書 面一括法によって実現が可能 となった建設分野での電子契約の実例が

示す ように、社会制度 の全体最適のためには法制度の改正も視野 に入れ た検討が必要であ

る と考 えられ る。
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タスク3報 告その174.電 子契約ToBeモ デル の方 向性

4.電子契約ToBeモ デルの方向性

4-1.検 討 方 針(1)

・EAア プローチ1基 づく検討方針

一現状分析から見たボトムアップ型の検討

理念、経営方針から見たトップダウン型の検

討

・契約書 の電子 化 と契約関係プロセスの電

子化に分離

・契約関係プロセスの効 率化

・契約書保存 関係コストの削減

EAア プロー

チに基づ くToB

eモ デルの検討に

は2種 類の手法が

ある。

一つは業務の

現状分析から見た

ボ トムアップ型の

検討であ り、もう一

つは企業の理念、経

営方針から見た ト

ップダウン型の検

討である。

また、電子契約にっいて検討する上で契約プロセスの電子化 と契約書 自体の電子化を分離 し

て考える事は重要である。

EAア プローチ としても契約プロセスはBA層(業 務体系)に 属す るものであり、契約書の

様式や記載内容はDA層(デ ータ体系)に 属するものであるからである。

さらに契約プロセスは外部プロセス と内部プロセスに分離 して考える事が出来る。

外部プロセス(契 約者間のや り取 り)は 幾つかのケースが考えられるものの、ある業界 ・業

態的に見ればより標準化が可能なプロセスに位置付 けられる。

内部プロセスはまさに企業各社の独 自プロセスであり、個々にそれぞれの企業内で最適化 さ

れているものである。

電子契約のToBeモ デルでは外部プロセスを含めた全体最適を 目標 とし、効率化 とコス ト

削減の視点で検討する事 とした。

一78一



タスク3報 告 その18

4-2.検 討 方 針(2)

・印 紙 税 コス トの 削 減

一印紙税非課税であるためには初めから電子デー

タでなければならない
雨子契約 書 としてのライフサイクルを検

寸する
一正当な権限者による締結・電子署名

適切なアクセス権に基づく参照
一適切な環境での保存

一確実な廃棄

印紙税 コス トの削減

印紙税は書面 とし

ての課税文書に課税

されるものである事

か ら、非課税である

ためには初めから電

子データでなければ

ならない。

そのため電子契約書

として一気通巻なラ

イフサイクルを検討

する必要がある。

電子契約書のライフサイクル

電子契約書を適切に取 り扱い、流通 させるためには次のライフサイクルを考える必要がある。

・正当な権限者による作成と電子署名

・契約当事者及び第三者を含 めた適切なアクセス権 に基づ く参照

・適切な環境での保存
。(こ こで言 う環境には湿度や温度な ど自然環境の他電子データの形式、

文字コー ドなど電子データ特有の環境 も含まれ る。)

・確実な廃棄(電 子データの廃棄は非常に困難である
。特に電子デー タの複製が容易に生成出来

る事から全ての電子データを廃棄する事は実質的には不可能であると考えられる。)
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タス ク3報 告 そ の19

4-3検 討 方 針(3)

技術基盤としてのPKIに 正 しく相乗 りする
－EA的 なレイヤ 分割 を行 い 、全体 最 適を 目指 す ・

・電 子 契 約 書 活 用 シー ン の 検 討

一民事訴訟法廷での証拠として使える電子契約書

一契約プロセスのBPRか ら全社 的なBPRヘ

ーEtc.

現状分析の ヒア リ

ングでも指摘 されてい

るよ うに電子契約に使

用 される電子認証局の

仕組み、電子証明書の記

載 内容はバラバラであ

る。

現状の電子契約サ

ー ビスは限 られた少数

の電子証明書のみが利

用可能であるため、利用者 が複数 の電子契約サー ビスを利用 した場合、電子 証明書の
L

コス ト負担が大 きくなって くる事 となる。

しか し個々の電子契約サー ビスが個別に多 くの電子認証局が発行する電子証明書 に対

応す る事はコス ト面か らまた技術 面か ら困難 である。

そ こで基盤 として確立 したPKIに 正 しく(適 切に)相 乗 りす る事を提案 したい。

具体的には、共通的 に複数の電子証明書の有効性 を検証可能な証明書検証サーバ を電

子契約サー ビス事業者 が協同 して設 置 し、利用する方式である。 この方式 により、電子証

明書 の取 り扱い コス トの中でも大きな割合を占める と考えられ る証明書検証が容易 に且つ

安価 に実現できる事 となる。

また別の視点か ら考 えると電子契約サー ビスは将来的に夢のある、展望 の開ける

サー ビスモデルであって欲 しい との思いも強 くある。 具体的には、以下が考え られ る。

・民事訴訟法廷での証拠 としての活用

・電子債券市場への応用

・電子担保融資への応用
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タスク3報 告 その2

・電子契約書データ形式標準規格の策定
一 プ レー ンテ キ ス ト、PDF、ebXML

－ 文 字 コー ドの 問 題

－Etc .

・社内代理/署 名サーバ(社 印用)の 位置

付けの確認
一契約締結権限に関する整理

一契約権限者本人が電子署名をする事は必須か?

一肩書きではなく役割として契約締結権限を考える

実現に向けた課題

(電子契約書作成、電子署名)

i標 準規格の策定

電子契約書を構成す るデ

ータ形式にっいては多 くの候

補が考 えられ る。

そ もそ も文章 による表現

が 中心である契約書であるな

らば単純なプ レーンテ キス トとして記述す る事 も何 ら問題は無い。

多 くの電子契約 サー ビスで活用 されているようにPDFも 有力な候補 とな り得 る。画

像やイ メー ジ図を交えた契約書の作成が可能 となる事か ら、技術系の契約書 としての活用

が考えられ る。

今後の展開 としてXMLに よ り記述するebXMLも 重要な選択候補である

またよ り共通的 な問題 として文字コー ドの問題 が挙 げ られる。

その他今後検討 され る問題 も含んで電子契約書データ形式 に関す る標準規格の策定が

急務である。

i社 内代理/署 名サーバ(社 印用)の 位置付けの確認

契約締結に関す る権限は業種 ・業態、 さらには個社毎にバ ラバ ラであ り一元的な役割

としての整理が必要 となる。電子署名法 との関係では 「本人のみが行 う電子署名」の範囲

が重要な課題 とな る。

'契 約権限者本人 が必ず電子契約書 に電子署名をす る事が必須であるか否か
、法制度 も

踏まえた検討が必要 である。肩書 き、役職名 を標 準化 したとしても契約者間で意識(重 み

付け)が 異なる事 が考 えられ る
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1タス ク3報 告 そ の211

4-5.実 現 に 向 け た 課 題 ,

(==子,、 ・自 の ・

電子契約書の交換 保管1関 するビジ

ネスモデル構築

・第三者への限定的電子契約書開示を可

能とするアクセスコントロール

電子契約書の確実な廃棄(契 約が有効

でない事の確認)

実現に向けた課題(電 子契約書の交換、保管、廃棄)

電子契約の本格的な普及のためには ビジネ ス として取 り組む事が可能な ビジネスモデ

ルの構築が必須である。

電子契約書の交換、保管に関す るビジネスモデルの要点 を以下に示す。

・安価なASPと しての契約書保管サー ビス(標 準的な外部 プロセス)

・事業 ドメイン間、事業者間の連携による保管基盤の共通化

・コンティンジェンシー と しての再引き受けの仕組み

契約 当事者以外の第三者への限定的電子契約書開示を可能 とす るアクセスコン トロー

ル も重要である。

この仕組みが可能 となる事によって、民事法廷証拠 としての活用や 、電子債権市場等、

電子契約 をベース とした新 たな ビジネスモデル が出現す る可能性 もある。

電子契約書の廃棄 については全ての複製デー タを完全に廃棄す る事が現実的には不可

能である事か ら、視点を変えて契約が有効でない事の確認 を行 う事が出来 る仕組みを考 え

る事 とする。

具体的な例 としては、電子契約書保管事業者の原本サーバに存在す る原本データを原

本 とした電子契約書廃棄証明の実現である。
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4-6.実 現 に向けた課題

(電 子契約時のビジネスルール)

電子証明書が有効期限切れの場合、

電子契約書の有効性をどのように判

断するか?

商業登記電子証明書の場合、失効

理由を「保留」として有効性検証の結

果が返される時がある

実現 に向けた課題(電 子契約時の ビジネ スルール)

実際の ビジネスの現場で電子証 明書を活用 して行 く上で、電子証明書 の有効期限切れば

重大な問題 となる。

技術的には電子証明書の有効期限切れの場合、電子署名は改ざんされている可能性があ

ると考えざるを得ない。

しか し、長期に渡 って保管 され る電子契約書について改 ざんの可能性 を議論する事は

契約書の有効性確認 と絡 んで ビジネス上の重大な問題 となる。

これ もまた法制度 と関連する課題 であるが、商業登記電子証明書を使 用 して電子契約

を行 うケースを考えると、 ある時期証 明書の有効性検証結果が 「保 留」 として示 され るケ

ースがある。 商業登記制度は元々このよ うなケースを想定 してい るが、実際の運用面では

様々な個別ルール によって異なる取 り扱いが行 われているケースが多い。

電子契約 を実現するためには、技術的な現実 と法制度が予定する事象 を適切 に分

析 し、現実的にビジネスを回 してい く事が可能 となるビジネ スル ールの確立が求められ る。
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4-7.商 業 登 記 電子 証 明書 の 「保 留」

前社長の電子証明書
)

(

有効

株主

)

登記

()

保留 日

()

失効

新社長の電子証明書

この期間、新社長の電子

証明書は発行出来ない

)

有効

総会 変更
AllRightsReservedCopyright

MSAP2004
23

商業登記電子証明書の 「保留」

この図は商業登記電子証明書の検証結果が 「保留」 となるケースの一例である。

株主総会で代表取締役が交代 し、登記事項の変更を行 った としても登記官 による確認 が

完了するまでの間は新社長の電子証明書を発行す る事は不可能であるが、一方で旧社長の

電子証明書について有効性検証を行 うと 「保留」である旨の回答が返 され る事 となる。
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4-8.実 現に向けた課題

(電子契約時のビジネスルール)

電子証 明書 ポ リシーとして複 数のポ リシー

を許容 しないとビジネスの幅 が広 が らな
い

電子証明書発行コストについて加入者負

担から検証者負担への転換を図る
・関連コストの適正な負担バランスはどう

あるべきか?

実現に向けた課題(電 子契約時の ビジネスルール) 現在国内で使用可能な民間サービ

ス としての電子証明書 の多 くは電子署名法に基づ く特定認証業務に より発行 され る電子証

明書である。

これ らの電子証明書は厳密な本人確認 を初 めとした厳格 な運用が求め られ る事か ら、

一般的に電子証明書の取得 コス トが高価にな りがちである
。

一方で電子契約の利用場面を考えるとあま り厳密 な本人確認 を求めなくても実質的に

運用可能であ り十分な利便性が得 られ る場面も考えられ る。

電子契約の より一層 の普及 を図るためには一つの厳密 な電子証明書ポ リシーだけでは

なく、 より柔軟な運用 も可能 となるよ うな選択可能な複数 の電子証明書ポ リシーの登場が

待たれ る所である。

最後 に、電子証明書 の関連 コス トについて も検討す る。

一つの問題提起 として
、電子証明書の発行 コス トは加入者 が負担すべきものだろ う

か?と 言 う疑問が ある。

確かに加入者が電子的に 自分 自身を証明 し必要 とするサー ビスを受けるための基本 コ

ス トであるとも考 えられ る。 しか し一方で電子証明書を活用 した ビジネスモデル として考

えるな らば、サー ビス提供者が検証者 として電子証明書の発行 コス トを負担す る事 も十分

考 えられる。 この ような点を考慮 に含 めつつ、関連 コス トの適正な負担バ ランスを考 えて

い く事 も重要な課題であ ると考え られ る。
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1タス ク3報 告 そ の2sl5.今 後 へ の提 言

5.今 後 へ の 提

今回の活動 に

よって、電子契約
■社会的責任(CSR)や コンプライアンスの観点から推進 が有効なビジネ

スケースが契約

■ 大企業や中堅企業 による指導 ・垂範 プ ロセスに多い

に もかかわ らず 、

■ インセンティブの検討 その普及 を阻害

する要因も多々

あることが判明

した。

その改善のた

めには、 複数 ポ

リシーの許容(ロ グ取得、署名 の再延長 、タイムスタンプの 日付 な ど)や 、ASPに よる水平

的連携基盤の提供(安 価なセ キュア基盤 、 ドメイン間、事業者 間の相互連携 など)、法制面

か らの改善(社 印署名の検討、簡易 な電子証明書の取得な ど)、汎用的な署名ツール、署名

検証ツールの実現 などが討議の中で上がっている。

以上を踏まえ、本 タスクか らの、今後への提言 としては以下の3点 とす る。

・ 社会的 任(CSR)や コンプ ライア ンスの観点から推進

企業は社会的責任(CSR)や コンプライアンスの観点 か ら、企業活動の透明性 向

上の手段 として、全社的最適化 の視点で、電子署名 を活用 した電子契約 を積極的

に推進すべきである。

・ 大企業や中堅企業による指導、垂範

普及には官 による法制面か らの改善(社 印署名の検討、簡易 な電子証明書の取

得な ど)だ けでな く、中小企業や個人 と直接取 引きを有す る大企業や 中堅企業に

よる指導、垂範 も効果的で ある。

・ イ ンセ ンテ ィブの検討

電子契約は、 さらに社会全体のセキュ リティや コンプライアンスの レベル強化

に寄与するため、税制優遇措置な ど何 らかのイ ンセ ンテ ィブ も検討すべきである。
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2.3医 療 ・介護 情報 タスク(構 想)

2.3.1タ ス ク 立 ち 上 げ に向 けて ～ 背 景

PKIの 普及 を図 るにあた り、価格 低下や サー・一ビスの充実 を待つ といった市場的 なアプ ロー チ

と、サー ビス を使用す るにあたってポ リシ上 の強制 を行な うといった制度 的なアプ ロー チ とが考

え られ る。両者 にはそれ ぞれ一長一短あ ろ うが、他者 のセ ンシテ ィブな情報 を取扱 うことも多 い

医療分 野では、制度的 なアプ ローチ が求 め られ るこ とが多い と考 えられ る。

この点 は、自主的 な取組み を重視す るこ との多 いオー プ ンソース関係 の取組み におい て も同様

である。例 えば、ヨー ロッパやオース トラ リアの メンバー等 に より取組 まれて いる電 子的保健記

録(ElectronicHealthcareRecords;以 下、EHRs)プ ロジェク トである、OpenEHRに おいて は、

セキュ リテ ィ、プライ バ シー 、参加者 の同意 を確保 す ることの重要性 を強調 してい る。その上で 、

医療 データの情報セ キ ュ リテ ィの確保 は、他の重要分野 、例 えば、金融 な どよ り難 しい、と述べ

る。その理 由 として、医師等 の治療 関係者 と患者 の2つ の利 害が大 きく異 なる ことを第一 にあげ

ている。す なわ ち、治療 関係者は、ケア情報 を共有す るため、 よ りオープ ンなEHRsを 必要 とす

るの に対 し、患者 は、 プ ライバ シー を求め、一般 によ り閉 じたなEHRsを 好む。

しか も、患者 は、病 に罹患 し、または、大 き く傷つ いてい ることが多いた め、意思 決定能力 が

減退 し、または、喪失 しているこ とが しば しばである。 このため、医師の求 めを拒否 す る力 に乏

しい ことが多 く、さもす れば、ひ とたび治療 関係者 に渡 された情報 は、医療 の側 の都 合のみ が勘

案 され ること とな りかね ない。この ことが、医療 関係 では、オー プンなプ ロジ ェク トであ って も、

セキュ リテ ィ、プ ライバ シー、参加者 の同意 の確保 が求 め られ る所 以であ ろ う。他方 、この 医療

情報 の共有 を厳 しく制 限 した場合 、医療 の高度化 ・効率化等 、情報基盤 を整備 す る経 済的なイ ン

セ ンティブが失 われ る こととなろ う。

この ため、セキュ リティ、プライバシー、参加者の同意を適宜確保 した上で、医療情報を共有

してい くための明示的で分か りやすい仕組みが必要とされる。そのためには、組織運営上の法規

や自主的な取決めの遵守(コ ンプライアンス)な どが求められ ようが、とりわけ、ネ ッ トワーク

越 しで情報共有を図る際には、相互の意思を適切に伝える仕組みが必要 とされる。相互の意思を

適切に伝える仕組み として最も有力なものが、PKIを 用いた電子署名である。相手方に渡 された

文書に電子署名 を付 した場合、自らの署名意思を否定することが困難 となるため、事後的な不正

が行なわれにくくなると期待される。このため、PKIを用いた電子署名を適切に活用することで、

医療情報の取扱いへの疑念 を減ずることができると期待される。

また、高齢化社会の進展に伴い、日常的な介護を必要 とすることの多い後期高齢者層(7

5歳 以上)が 増大 していることから、介護情報を適切に取扱 うことを通 じ、介護産業の効率化を
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図 ることも求め られてい る。要介護 状態 にある方々は、意思決定能力が減退 してい るこ とが しば

しばで あるため、介護 情報 につい ても、医療情 報 と同様 にセ キュ リテ ィ、プ ライバ シー 、な らび

に参加者の同意の適宜 の確保 が求 め られ ると考 え られ ると ・

今年度、JESAPで は、医療情報並びに介護情報に対するこうした問題意識から、医療 ・介護

分野における電子署名の活用を考えるタスク活動創設の準備を行なった。

2.3.2活 動 の 目 的

健 康 医 療 福 祉 情 報 シ ス テ ム 工 業 会(JAHIS:JaPaneseAssociationofHealthcare

InformationSystemsIndustry)の 統計 による と、 日本 の保健 ・医療 ・福祉分野 の情 報 システ ム

市場 は1994年 の1810億 円か ら2003年 には2894億 円へ拡大 してお り、今 後は、3000億 円超 の

市場 となってい くことが見込まれ るとい う。 この背景 には、増 大を続 ける医療 ・福祉(介 護)関

連 の費用の伸 びを押 さえるた めには 、情 報化 を進展 させ 、サー ビスの重複 ・無駄 を無 く してい く

ことが求め られ てい ることが ある。

サー ビスの重複 ・無駄 を無 く してい くため には、病院 と診療所 、 医療 と介護 、医療 と福祉

を結んだ地域 のサー ビス総合化 を促進 してい く必要 があ る。こ うい った連携 は、医師間 の紹介状 、

母子健康手帳 とい った 「紙」ベー スで行 なわれ る ことが多 い。紙媒体 では、伝 えるこ とので きる

情報 には限 りが あ り(文 字 中心)、 また、多量の情報 を伝 えよ うとす る と媒 体は重 くなって しま

う。そ こで、電子的 な手段 によ り各種 の検 査画像等 を伝 えることが求 め られ てい るが、一般 に広

く利用 できるネ ッ トワー クであるイン ターネ ッ トで は、情報セ キュ リテ ィ上の課題が あ る。

そこで、今後のJESAP医 療 ・介護情報タスク活動では、適宜暗号化等により機密性 を守る

と共に、PKIを 用いて情報の作成者の担保を行なってい く情報基盤のあ り方を探っていくことが

求められると考えられる。

近時、政府 レベルでもこうした取組みが行われている。今年度、厚生労働省 医療情報ネ ッ

トワーク基盤検討会により、ヘルスケアPKI認 証局による医療職の資格認証の考え方が示され1、

同じく、今年度に、経済産業省商務情報政策局において検討が続けられている 『情報経済産業 ビ

ジョン』においては、ITプ ラッ トフォームを活用 した医療情報共有構想 が示 されている。本タ

スクにおいては、こうした動きを適宜参照しつつ、医療職や介護職等のニーズを探 り、PKIを 活

用 した情報基盤のあ り方を探ってい く必要があろう。

今年度は、タスク活動立上げの準備 として、医療 ・介護関連情報の共有の ビジ ョンにっい

1今 後 の医療情 報ネ ッ トワー ク基盤 の あ り方 につ い て

(医療 情報ネ ッ トワー ク基盤 検討 会最 終 報告 、 平成16年9月30日)

htt:〃www.mhlw.o.'/shinY2004/09/sO930・10a.html

本 報 告 にお け るヘル ス ケアPKIで は 、ISO/TS17090が 参酌標 準 とされ て い る。
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て、有識 者 に対す るヒア リングを行 い、ISO/IEC170904一 ろの医療専門職 の認 証基盤 の活用{)p

あ り方について検討 を行 った。また、神戸大学病院 、岐阜大 学病 院な ど先進的 な医療情報 ジステ

ムの導入 事例につ いて調 査を行 った。加 えて、ヨー ロッパ等 で取組 まれて いる分 散的医療情報環

境OpenEHR、 オース トラ リアの医療 ・介護情報 の共有構想 であるヘル ス コネ ク ト(HealthConnect)、

お よび 、米 国の医薬 の電 子処方箋プ ログラムE-Prescribing構 想 といった海 外の取組 みについて

も基礎的 な調査 を行 った。

今後のタスク活動では、これ らの取組みに基づき、地域 レベルで、医療 ・介護関連情報を共

有するための検討を行 ってい くことが求められる。
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2.4地 域通貨 タス ク(構 想)

2.4.1タ ス ク立 ち上 げ構 想

PKIを 一般市民が 日常的に利用す るキラーアプリケーシ ョンのひ とつ として、地域通貨やポイ

ン トシステムに注目し、PKIに 基づ く電子地域通貨やポイン トシステムの相互運用基盤の提案 と

普及促進を使命 とす るタスク活動に取 りくみたい。

地域通貨は、すでに全世界で多 くの実践があ り、興味深い効果の報告がある。しかし、実際に

はほとんどの試みが失敗 していると言 ってよい状況である。

一方で
、企業や商店などが発行するポイン トシステムの利用は拡大と進化を続けている。特に

航空業界のマイレージは、利用範囲や提携関係 を広げ、edyやsuicaな どの電子マネーとの連携

も進行 している。また、ポイン トシステムは、あらゆる業種に広がっている。

総務省は、住民基本台帳カー ドと公的個人認証を利用 した地域通貨システムのプロ トタイプシ

ステムを作成し、平成16年 度か ら実証実験を行 うとともに、作成 したシステムの自治体への無

償提供を行お うとしている。

地方 自治体には、環境や教育や福祉などを目的としたバ ウチャーを導入するところが増えてい

る。北九州市の地域通貨プロジェク ト 「環境パスポー ト」は、1事実上、ゴミ袋の有償化によって

得 られた資金を原資 とする環境バウチャーである。

また、経済産業省なども、中小企業金融の問題に対する解決策の一つ として、売掛債券の電子

的流通のためのルールを定める電子債券法の検討を進めている。

このよ うな債券 も信頼性が高まれば、一種の決済専用通貨として機能す るようになる。このよ

うな電子債券の流通も一種の地域通貨(あ るいは補完通貨 とい う用語を使 う方がより適切であろ

う)と 見ることができる。

しか し、現在のポイン トシステムには共通の基盤がない。このため、ポイン トシステムごとに

別のカー ドが必要になっている。 これ は住基カー ドを使った値域通貨も同様である。

地域通貨やポイン トシステムの流通には、地理的な制約を越えて流通させたいものがある。例

えば、離島の環境保護活動 と都市の環境保護活動のポイン トを相互に交換するといったことを可

能にすることによって、都市 と離島の活動の交流が促進 された りすることが予想 される。

2.4.2活 動 の 目的

本タスクの活動の 目的は、地域通貨や補完通貨やポイン トシステムの電子的流通のための共通

基盤を提案 し、この視点からPKIの 日常生活へ普及促進 をはかることである。

この目的を達成するための最初のステップとして、まずそのような共通基盤のあるべき姿にっ

いての検討からはじめる。そ して、その中でのPKIの 役割や必要 とされる機能などについて分析

を行い、さらにこのような基盤 を実現するために必要 となる法や制度面での提言などについてま

とめる。
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3.1海 外 に お け るPKIの 利 用 ・連 携

3.1.1パ イ ロ ッ トプ ロジ ェ ク ト構 築 の動 き

1.は じ め に

アジアPKIフ ォー ラムでは 、2001年6月 のフォー ラム設立以降 、 日本 、韓国 、シンガポール

が 中心 となって、アジア域 内のPKI相 互認証 にかか る実証実験 を積み 重ね、実験 の成果 を 「ガイ

ドライ ン」と して公 開 した。そ して今年 度 は 日本 とシ ンガポール の2国 間で本ガイ ドライ ンの仕

様 に即 した形態で、実 ビジネ ろへ の展 開に 向けたパイ ロッ トシステ ムの構 築に着手 した。

パイ ロ ッ トシステムの対象 としたアプ リケー シ ョンモデルは、貿易 システムで あ り、PKIの 利
く

用 を前提 とした国際的な商取 引を推進す るPM(PanAsiae-co㎜erceAIliance)を 含 む、様 々 な

団体 にお いて議論 中であ る特恵原産 地証 明書 の電子化モ デル を通 じ、国際 間貿易手続 きへ のPKI

技術 の導入 の評価 を行 うことを狙 い として いる。

2.特 恵原産地証明書の電子化の動き

特恵原産地証明書は、経 済連 携協定 を結 んだ2国 間 にて、両国原産 品の輸入 関税 が減免 され る

際 に、当該品がそれぞれ の国において生産 された もの である ことを証明す る書類で あ り、輸入地

側 の税 関が使用す るもので ある。

こ こ数年 、FTAの 締結推進 によって、特恵原産地 証明書発行の対象 国が増加す る傾 向にあ り、

貿易文書 の電子化推進 に対す る要求 が高ま りつつ あ るのが実状で ある。

シンガポール では平成14年1月 に、 日本 との間でFTAを 締 結 し、CrimsonLogic社 が提供す る

ASPサ ー ビスに よって、電子貿易文書 の交換サー ビスが実現 されてい る。ま た、シ ンガポール は

XMLベ ースの電子原産地証 明書の標準 フォーマ ッ ト案 をWTOに 提示 してい る。

一方 日本 では
、貿易EDIシ ステ ム(TEDI)が 稼動 し、一部 の民 間事 業者 同士 で原 産地証明書 を

含む電子 文書 が交換 されてお り、通 関情報 システム(NACCS)等 、行政 手続 システム と連携 させ

る ことで利用者 の拡大 を図 る ことが期待 されてい る。

こ うした両国の貿易 システ ム取 り組み の背景を踏ま え、2国 間におけ るパイ ロッ トプ ロジェク

ト発 足の運 び となった。

3.1.2貿 易 文 書 電 子 化 の ニ ー ズ の 違 い

一言で貿易文書の電子化 とはいっても
、それぞれの国の国情によって文書の電子化のニーズは

異なる。一般に先進国の場合、文書の電子化による トータルな貿易業務の効率化や ドキュメン ト

の保管コス トの削減等を狙いとす る。従って、
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一相手国からの書面の到着前に、各種申告の事前申請受付 ・確認 を実施 し、処理のスピー ド

アップを図る。

一確認作業や統計データ作成作業の効率を向上させる。

といったことがシステム化の狙い とな り、電子データそのものを重視する。

それに対し、発展途上国の場合は、

一中請される書面原産地証明書に偽造が多く、これを排除 したい

一輸入業者側に、PCや 電子文書を取 り扱 うためのインフラが十分整備 されてない

一輸出国が発行 した原本 と、申請 された書面証明書とを 目視チェ ックしたい

等の状況から、原本を重視す る傾向が強い。

こうした国状によるニーズの違いをカバーすることを目的に、パイロッ トシステムの設計に当

たっては、輸入国が電子媒体での特恵原産地証明書を要求す るケースと、書面の特恵原産地証明

書を要求する場合の2つ のケースをサポー トする仕様とした。

3.1.3期 待される成果

上記パイロットプロジェク トは、予定通 りシステム構築 を完了 し、現在運用の評価の段階にあ

るが、以下の成果が期待できる

一標準 として定めたアジアPKIガ イ ドライン仕様を適用させたことにより、ガイ ドラインその

ものの実システムへの適用性 を含む.精 度の検証が可能 となる。

一国際間における安全で確実な電子文書交換事例 としての価値を有する。

一開発 したシステムは、商工会議所 における電子特恵原産地証明書発行システムおよび、税関

における電子特恵原産地証明書検証システムの開発素材 として提供 され る。

3.2教 育分野での適用事例(韓 国)

韓 国 で は学 校 に お け る教 育 情 報 シ ステ ム は 、 これ ま で 各 学校 の先 生 の 手 に よ

っ て構 築 され て き た が 、 セ キ ュ リテ ィ機 能 が弱 い こ とが 問題 とな っ て い た 。 そ

こで 、 教 育 情 報 シ ス テ ム を 中央 集 権 化 させ セ キ ュ リテ ィ を 高 め る こ と と した。

これ が 「Safemanagementforeducationalinformationsystem」 で あ る。

技 術 的 に はTimeStamping及 びIdentityRecognitionを 使 用 し、 各 学 校 の先

生 にAccessAllowanceを 与 え る こ とに よ り学 生 の成 績 情 報 等 の デ ー タベ ー ス に

ア クセ ス 出来 る よ うに な っ て い る(当 該 シ ス テ ム は既 に稼 動 中)。

韓 国 で も 日本 と同 様 、大 学 の 共 通 一 時試 験 制 度 が あ り(11月17日 に実 施 済 み)、

当該 シ ス テ ム が貢 献 して い る。
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3.3香 港競馬倶 楽部(HKJC)で の適 用事例(香 港)

3.3.1は じ め に

香港 市民が最 も楽 しみ に してい る リク リエー シ ョンは、なん と言 って も競馬や サ ッカーでの賭

け ごとであろ う。香港競馬倶楽部 は会員 制 のクラブで、パー トタイ ムを含 めて約18,000人 の従

業員 を抱 えるNPOで あ り、市民 のエ ン ターテイ メン トをサポー トしてい る。

2001年9月 よ り世界 でもユ ニー クなPKIを 適用 した電子馬券 お よび サ ッカー クジの発 券 システ

ム(e-betting)を 稼動 させ ている。

3.3.2シ ス テ ム の概 要

チ ケ ッ トの発券や換金サー ビスは、以下 の3つ の形態 に分 け られ る。

一競技場 にお ける現金で の販売

一場外顧客か らの 申 し込み に対す る電話セ ンターでの販売受 付

一マ ン ・マ シンシステ ムによるイ ン タラクテ ィブなサー ビス

この うちのイ ンタラクテ ィブサー ビスが、 さらに

－CIT(顧 客入力端末)と い う専用端 末 を用 いた会員専用 のサー ビス

ーイ ンターネ ッ ト経由で アクセ スで きるオ ンライ ンサー ビス

に分 け られ る。そ して後者 のシステ ムにPKIを 適用 してい る。両者 のセ キュ リティ対策は下表

の如 く整理 され る。

専用端末サー ビスシステム オ ン ライ ンサー ビス システ ム

ユーザ認証 ユ ー ザ ーID/パ ス ワー ド/P垣 電子認証

データの完全性
}プ
ロ グ ラ ム コ ン トロー ル(Mac) 電子署名

データの機密性 対 称鍵による暗号化 非対称鍵による暗号化

否認防止 装置へ の排他 的ア クセ ス

セ キュアネ ッ トワー ク

反復 させ ない メ ッセー ジ処理

電子署名

反復 させないメッセージ処理

システ ムの概 要は以下の図 の とお りで ある。

↓
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3.3.3今 後の展開

本システムは稼動後3年 あま りを経過 し、利用者 も順調 に推移 している。しか し未だに利用者

から寄せ られる 「何故電子認証が必要なのか?」 と言った問い合わせへの対応が要求 された り、

失効 した証明書の復帰等に関す るきめ細かい対応を余儀な くされている。従って、今後の更なる
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利 用者 の拡大や、利 便性 の向上 を 目指 し、 システム に対す る以下のエ ンハ ンス を計画 している。

一携帯端末か らのア クセス のサ ポー ト 、
∫

一市民に配布 され るスマー トIDカ ー ドのサ ポー ト

ーオンライン決済サポー ト

ー失効証 明書の 自動復帰

3.3.4そ の 他

ア ジア各 国では、それぞれ の国 ・地域 のポ リシーや、産 業界の重点 の違 い によって、PKIの 普

及促 進の度 合いや適用分 野に違い がある。こ うした現状 をふ まえ、アジアPKIフ ォー ラムでは ビ

ジネ スケースアプ リケー シ ョンWGが 中心 とな って、各 国 ・地域 にお け るPKI適 用 アプ リケー シ

ョン事例の収集 ・整理の作業 を実施 中で あ り、来年度半 ばに 「PKI利 用事例集 」 として取 りま と

める計画で ある。

また、域 内でのPKIア プ リケー シ ョンの拡大には、CP/CPSの 標 準化や、 法的 なバ ックグラ ウ

ン ドの整備 が不可欠であ り、法基盤WGが 中心 となって、以下 の活 動 を展開 中である。

一アジア各国の証明書 ポ リシー/認 証局運営規 定(CP/CPS)の マ ッピング

ー認証局(CA)の 責任

一プライバ シー(個 人情報保護)の 法 的整備状況 の調 査

一国際間電子商取 引に関す る紛争解決 方法の調査

さ らにアジアPKIフ ォー ラムで は、欧 州 な らび に米州 との国際連携活動 を平行 して実施 してお

り、2004年 度は以下の活動 を展 開 した。

一ボーイ ング社 でのPKIの 利用 につ いての調査

一〇ASISと のコラボ レー シ ョン

OASISと アジアPKIフ ォー ラム はLiaisonを 設 置す る方 向で合 しMOU締 結 を予定。

-PAAと の コラボ レー シ ョン

ーRSAト レー ドシ ョウ出展

Eventidentificationの 一環 と して2005年2月15～17日 までサ ンフランシスコに

て開催 されたRSAコ ンファ レンス にア ジアPKIフ ォー ラム として参加 。
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一
4今 年度 のJESAPの 活動概 要



4.1JESAPの2004年 度 の活 動概 要(日 本自転車振興会補助事業)

電 子 署 名 ・認 証 利 用 パ ー トナ ー一・一・シ ッ プ(JESAP:JapanElectronicSignatureand

AuthenticationPartnership)で は 、電子 署名 ・認 証 を実現 す る公 開鍵 暗 号基盤(PKI)の

活用のあ り方にっいて、PKI関 連団体 と先進企業 ・団体等が連携す るを昨年度に引続 き運営

した。

今年度 は、3回 の運営委員会(委 員長 大山永昭 東京工業大学フロンテ ィア創 造共

同研究セ ンター教授)を 開催 した。 また、利 用促進部会 ・連携調整部会 を各2回 開催 し、

電子政府や電子商取引を安全に行 うた めの中核技術 としてPKIを いかに推進 させ てい くか

について検討 を行 なった。 さらに、部会タスク活動 をスター トさせ 、PKIの 普及 に関連す る

有識者が集ま り、電子 申請、医療 ・福祉、電子契約 とい ったPKIア プ リケーシ ョンの普及に

ついて、ユーザーの視点で検討 を行 った。

PKI推 進 ピ係 わる普及広報活動 の一環 として、平成16年 度 は普及 ・啓発セ ミナーを3回

開催 し(下 記)、PKI推 進 に係 わる課題 にっいて検討 を行った。

㌦

【地方セミナー1】

〔期 日〕平成16年9月17日(金)

〔会 場〕福島ビューホテル 安達太良の間(福 島市太田町13-73)

〔参加者〕157名

〔プログラム(敬 称略)〕.

基調講演e-Japanを 巡る最新動向と基盤 としての情報セキュリティ政策

田辺雄史(経 済産業省商務情報政策局情報セキュリティ政策室課長補佐)

講演一1電 子商取引における電子認証利活用の次世代

松本 泰(電 子署名 ・認証利用パー トナーシップ(JESAP)利 用促進部会長)

講演一2電 子認証をベースとしたビジネスモデルの考察

渡辺秀明(東 日本認証センター運営事務局(東 北インフォメーション ・システムズ(株)経 営企画室e

ビジネスグループスペシャリス トマネージャー)

パネルデ ィスカッシ ョン 今後の地域におけるeビ ジネスの発展 とPKIの 展開について

モデ レータ:林 隆史(福 島県立会津大学コンピュータ理工学部助教授(福 島県情報化推進ア

ドバイザー)

パネ リス ト:田 辺雄史(前 掲)、 松本泰(前 掲)、 渡辺秀明(前 掲)、菅野康男(福 島県企画調

整部情報統計領域電子社会推進グループ参事)、宗形恵(佐 藤(株)情 報システム

部取締役部長兼電子データ処理センター長)

【地方セ ミナー2】
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〔期 日〕平成16年11月19日(金)

〔会 場〕ホテルメ トロポ リタン盛岡 メ トロポ リタンホール間 遮 岡市駅前北通2-27)

〔参加者〕124名

〔プログラム(敬 称略)〕

挨 拶 早坂栄二(東 日本電子認証普及促進協議会副会長)

基調講演 電子政府 ・情報セキュリティ政策の最新動向について

井上幹邦(内 閣官房情報通信技術(IT)担 当室主幹)

講演一1企 業間電子商取引の法的環境

間宮 順(渥 美総合法律事務所弁護士)

講演一2電 子認証をベースとしたビジネスモデルの考察

渡辺秀明(前 掲)

人

【地方セ ミナー3】

〔期 日〕平成17年1.月13日(木)

〔会 場〕名古屋銀行協会(名 古屋市中区丸の内2-4-2)

〔参加者〕123名

〔プログラム(敬 称略)〕

開会挨拶

紹 介JESAP(電 子署名認証)団 体紹介 とPKIの 普及

黒岩 恵(JESAP設 立代表(名 古屋工業大学客員教授/JESAP諮 問委員))

講演一1愛 知県の電子行政施策について～電子自治体化の推進～

酒井公孝(愛 知県企画振興部情報企画課課長補佐)

講演一2建 設CALS/ECと 公共調達の電子化

鈴木周一((財)日 本建設情報総合センターCALS/EC部 次長)'

講演一3岐 阜大学病院に見る電子化システム

紀 ノ定保臣(岐 阜大学大学院医学研究科教授)

パネルディスカッシ ョン:

座 長:岩 田 彰(名 古屋工業大学教授/JESAP諮 問委員)

パネラー:酒 井公孝(前 掲)、鈴木周一(前 掲)、 紀ノ定保臣(前 掲)
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4.2電 子 署 名 ・認 証 フ ォ ー ラ ム の 開 催(国 庫 委 託 事 業)

2004年 度は、電子署名 ・認証の推進にかかわる団体や組織、有識者などが集まり、民学官による連

携のもと、より利用者の視点に立った電子署名 ・認証の利活用を推進 し、安全 ・安心なネッ トワーク社会

の実現に寄与することを目的とした電子署名 ・認証フォーラム(JESAPフ ォーラム)を 開催 した。

開催にあたっては、日本PKIフ ォーラムの支援に加え、特定非営利活動法人ITコ マディネータ協会

(ITC)お よびに特定非営利活動法人 日本ネ ットワークセキュリティ協会(JNSA)等 の間団体の後援 と支援

を頂いた。

【2004年 度第1回 電子署名 ・認証 フォー ラ,A(敬 称 略)】

〔テーマ〕社会 システム と しての電子 署名 ・認 証基盤構築 に向けて

〔期 日〕平成16年11月1日(月):論 文 ・自由発 表会パー ト

平成16年11月4日(木):講 演会パー ト

〔場 所〕 工学院大学(東 京都新 宿区)

〔参加者〕論文 ・自由発表会パ ー ト:126名 、'講演会パ ー ト:110名

〔論文 ・自由発 表会パー ト プ ログラム〕

セ ッシ ョンA・ プ ログ ラム

e－文書法 とPKI

パネルデ ィスカ ッシ ョン 座長 牟 田学(MBRコ ンサルテ ィン グ)

安 田直義(JNSA)他.

コメンテーター植松 理沙(内 閣官房IT担 当室)

小 田康太(経 済産業省商務 情報政策局情報政策課)

JESAPタ ス ク活動 中間報告 電子 契約

座長:塚 本克治(工 学院大学教授)

発表者:松 山博美(富 士通 ㈱)「JESAP電 子契約 タス クの活動 中間報告 ～課題 と展 望」

八木原朗(ダ イヤモ ン ドリース㈱)「e-LeasingDirectサ ー ビスに よる電子契約 に

つい て(デ モ付 き)

岡 田雄樹(東 京三 菱銀行)「 銀行 業が取組 む電子契約 ・電子署名サ ー ビス」

JESAPタ スク活動中間報告 電子申請

座長:中 西 豊(行 政書士)

発表者:川 口弘行(行 政書士)「 システムから見た電子申請」

大野 実(社 会保険労務士)「代理士業の活用による電子 申請の普及」

大塚至正(㈱ リーガル)「 商業登記オンライン申請利用体験談」

へ
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セ ッシ ョンB・ プ ログラム

バ イオメ トリクス とPKI基 礎 か ら応用 の展 望まで

座長:安 田直義(JNSA)

発表者:松 本 泰(セ コム㈱IS研 究所/JESAP利 用促進 部会長)

「バイオ メ トリスク認証 とPKI」

三谷洋 司(ソ ニー㈱)「 バイオ メ トリクス と連携 したPKI八 一 ドウェア ト」 クンの実装」

磯部義 明(㈱ 日立製作所)「PKIと 連携 した生体認証 システ ムプ ロフ ァイル の標 準化提案」

吉井大吾(東 芝 ソリューシ ョン㈱)「 バイ オメ トリクス とPKIを 用 いた拡張 可能 な

個人認 証 フ レームワー ク」

高 田直幸(セ コム㈱)「 バ イオ メ トリック認証 に より否認 防止性 を強化 した署名デ ータ

フォーマ ッ トの提案」

松本 泰(セ コム㈱IS研 究所)モ デ レ一夕 ・ 発 表 を踏ま えた 自由討 論

セ ッシ ョンC・ プ ログラム`

地域 通貨 とPKI

座長:前 田陽 二(ECOM)

発表者:山 崎 重 一郎(近 畿大学 教授/JESAP連 携調整部会長)「 公 的個 人認証 を利用 した地域

通貨 とその応 用」

イ ンターネ ッ トの可能性 とIP機 器 の安全性

座長:山 崎 重一 郎(近 畿大学教授)

発表者:木 村 泰 司(JPNIC)「 ア ドレスの登録情 報 とイ ンターネ ッ トの可能性」

白石 康雄((財)イ ンターネ ッ ト協会)「 デバイス認 証事業 の ビジネス モデル検証」

〔講演会パー ト プ ログラム〕

開会挨拶 竹田原昇司((財)日 本情報処理開発協会電子商取引推進センター所長)

講演1PKI利 活用の最新動向 ～医療情報分野、公的個人認証基盤

大山永昭(東 京工業大学教授/JESAP運 営委員長)

講演2医 療情報分野における標準化動向と今後の展望

新村和哉(厚 生労働省医政局研究開発振興課医療技術情報推進室室長)

講演3医 療情報分野における電子署名のガイ ドライン

鈴木優一(セ コム㈱IS研 究所)/一',

講演4電 子署名法 と日本の情報セキュリティ政策

田辺雄史(経 済産業省商務情報政策局情報経済課情報セキュ リティ政策室課長補佐

講演5公 的個人認証基盤の民間での利活用の可能性
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山崎 良志(総 務省 自治行政 局 自治政策課課長補佐)

パネルデ ィスカ ッシ ョン:PKIに よるビジネ スプロセス改革(BPR)

コーデ ィネ ータ ー:牧 野二郎(弁 護 士)∵ 、,・` .『'

パ ネ リス ト:中 江透水(AIU保 険㈱) 、阿部 隆幸(税 理 士)、 松本 泰(セ ■ム㈱IS研 究所)

`

【20q4年 度 第2回 電 子 署 名 ・認 証 フォ ー ラ ム(敬 称 略)】

〔テ ー マ 〕 社 会 シ ス テ ム と して の 電 子 署 名 ・認 証 基 盤 構 築 に 向 け た 普 及 啓 発 フ ォ ー ラ ム

'ExpectationforTheNewS
ecure'Network・Age1

〔期 日〕 平 成17年2月24日(木):講 演 会 パ ー ト

平成17年2月2今 日(金):論 文 ・自由発 表 会 パ ー ト ・ ・

〔場 所 〕 工 学 院 大 学(東 京 都 新 宿 区)

〔参 加 者 〕 講 演会 パ ー ト:180名 、 論 文 ・自由発 表 会 パ ー ト:130名

〔講 演 会 パ ー ト プ ロ グ ラ ム〕'

開 会 挨 拶 竹 田原 昇 司((財)日 本 情 報 処理 開 発 協 会 電 子 商 取 引推 進 セ ン タ ー 所 長)

来 賓挨 拶 頓 宮裕 貴(経 済 産 業 省 商 務 情報 政 策 局 情 報 セ キ ュ リテ ィ政 策 室 長)

基 調 講 演1ElectronicAuthenticationintheUSFederalGovernment

、..Mr.WilliamBurr(Manager,「SecurityTechnologyGroup,.ComputerSecurity

Division,NationalInstituteofStandardsandTechnology)

基 調 講 演2こ れ か らのPKI－ 電 子 署 名 ア プ リケ ー シ ョン の普 及 に 向 けて,

鈴 木優 一(セ コ ム(株)IS研 究 所 プ リン シ パル コ ンサ ル タ ン ト)

パ ネ ル デ ィス カ ッ シ ョン:

石 見 宗 彦 ビジネ ス ア プ リケ ー シ ョン検 討 部 会 長 他

特 別 講 演TheCurrentSituationandFuturePerspectiveofSmartCardBusinessinAsia

PacificMr.GregPote(ChairmanAsiapacificSmartCardAssociation)

プ レ ゼ ンテ ー シ ョン ,PKIを 応 用 したIP機 器 認 証 、電 子 文 書 保 存 小 谷 誠 剛(富 士 通(株)ア

ウ トソー シ ン グ事 業 本 部 セ キ ュ リテ ィサ ー ビス統 括 部 セ キ ュ リテ ィシ ス テ ム部 部 長

プ レゼ ンテ ー シ ョン 情 報 家 電 のセ キ ュ リテ ィ と認 証 三 島 久 典((株)日 立 製 作 所 シ ステ ム 開

発 研 究 所 第 七 部(セ キ ュ リテ ィ シ ス テ ム 研 究 部)701研 究 ユ ニ ッ ト主 任 研 究 員

プ レゼ ンテ ー シ ョン 認 証 とプ ラ イバ シ ー 技 術 小 松 文 子(日 本 電 気(株)ユ ビキ タ ス ソフ トウ

ェア事 業 部 エ ン ジ ニ ア リン グ マネ ー ジ ャー)

閉会挨拶 亀田 繁(日 本PKIフ ォーラム推進本部長)

〔論文 ・自由発表会パー ト、プ ログ ラム〕

セ ッションA
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AIe文 書法 と関連動 向:座 長 牟 田 学(MBRコ ンサルテ ィング)

発表者:北 野 允(内 閣官房IT担 当室)

小 田康太(経 済産業省商務情報政 策局情報政策課)

内藤 隆光(ア マ ノ(株)e－ タイ ミングビジネス開発部部長)

佐藤伸 一((株)社PFUイ メー ジ ビジネス営業統括部統括部長)

平 岡昭夫((株)リ コー販売事 業本 部e文 書推進室室長)

稲 田 龍(富 士ゼ ロックス(株)オ フィスサー ビス事業本部 ドキ ュメン トマネ ジメン ト

サー ビス商 品開発 部マネ ジャー)

A2電 子契約 タス ク活動報告:座 長 松 山博 美(富 士通(株)コ ンサル タ ン ト事業 部部長)

発 表者:小 形 茂(ITC-METRO専 務理事)

水 落裕 二(NECソ フ ト(株)第 －SI事 業部)

村 上紀年(UFJ銀 行)

A3電 子 申請 タス ク活動報告:座 長 中西 豊(行 政書士会連合会)

発 表者:川 口弘行(行 政書士)

河端 祐一(全 国社会保険 労務 士会連合会)

安 沢吉昭(日 本 司法書士会連合 会)

セ ッシ ョンB

B1医 療福祉 タス ク活動報告:座 長 岩 田 彰(名 古屋 工業大学教授/JESAP諮 問委員)

発 表者:木 村 吉博(日 本PKIフ ォー ラム)

布川 博士(岩 手県立大学教授)

B1-2e文 書法専 門セ ッシ ョン(タ イムス タンプ と中小企業税務)

座 長:鈴 木 優一(セ コム(株)IS研 究所)

発 表者:松 本 秦(セ コム(株))

阿部 隆幸(税 理士)

B2JESAP活 動(電 子 署名 法 ・地域 通貨等)

パネル デ ィス カ ッシ ョン:電 子署名 に よる長期文書保管

座 長:鈴 木優一(セ コム(株)IS研 究所)

パネ リス ト:米 丸恒治(神 戸大学 大学院教授)、 宮崎一哉(三 菱 電機(株))、 木村道 弘

(日本電気(株))
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国内の電子署名 ・認証の利用動向
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5.1電 子政府推進体制

[http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/cio/dai1/1gijisidai .htm1な ど よ り引用]

1-一 ■ ■ 一 一 ー 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 「

1企 画 体 制1電 子 政 府 サ_ビ ス 体 制

i灘 議謙iEi,,[ia」[iaＬPt
I6

1各 府省情報化統括責任者I

l(CIO)連 絡 会議l

i繕_瓢 麟滅 斡響 撒纂
lI

図1-1電 子 政府推 進体制(JESAP事 務 局 作成)

」

「

(1).高 度情報通信ネ ッ トワーク社会推進戦略本部(IT戦 略本部)

メンバー は、内閣総理大 臣を本部長 、IT担 当大 臣 ・内閣官房長 官 ・総務 大 臣 ・経済

産業大臣 を副本部長 とす る他 、それ 以外 の全 て の国務 大 臣を本部員 とす る。民間有識

者 が本部員 と して参加 。

(2)各 府省情報 ヒ統括 任者(CIO)連 絡会議

・行政情報化 に係 る共通課題 に対す る基本方針等の検討
、決定(業 務改革、各府省情報化

推進計画の策定等)

・各府省の情報化の進捗状況の把握 ・評価
、総合調整

・各府省の情報化の うち
、重要 な事項の情報共有(先 行事例の報告)

・e-Japan重 点計画に盛 り込むべ き課題 の抽 出

連絡会議 の議長 は内閣官房 副長 富浦 が、また 、副議長 は総務省 行政管理 局長 が務 め

る。連絡会議 には各府省 のCIOが 参加す るほか、オ ブザーバ・一…として、衆議 院、参議

院 、最高裁 、会計検査院 、 日銀 な どか らも担 当者 が参加 す る。

(3).各 府省情報化統括責任者(CIO)補 佐官等連絡会議

府省 内の業務 ・システムの分析 ・評価 、最適化 計画 の策定 にあた りCIO及 び各所 管

部 門の長(業 務改革関係部 門、情 報 システ ム統括部 門)に 対す る支援 ・助 言 を行 うCIO

補佐官を配置す る。
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(4).幹 事会

特定 な事 項につ いて、専門的 な検討 を行 う。

(5).電 子行政推進 国 ・地方公共団体協議会

① 1$ヶ 関WANと 総 合行 政 ネ ッ トワ・一・…ク(LGWAN)を 利 用 した情報 の交換,及 び 共有 の在 り

方

② 行政ポニタルの連携の在 り方

③ ① と② に関わるセキュ リテ ィ確保 のあ り方

④ITを 活用 した業務改革に係わ る相互 の情報提供

⑤ その他国 ・地方公共団体 が総合的 ・一体的に取 り込む ことが必要 と認 め られ る事項

5.2中 央政府における計画 とその進捗状況

5.2.1政 府 認 証 基 盤(GPKI)の 整 備

(1)電 子政府 とGPKI(GovernmentPublicKeyInfrastructure)

いつ で も、 どこで も、誰で も、イ ンターネ ッ トを経 由 して、国の行 政機 関等 に

対 して、 申請 ・届 出等 の手続 や行政情報 の検索 ・閲覧等 が行 えるのが電子政府 で

ある。GPKIは 、 この電子政府 を実現す るための一つ の基盤 であ り、申請 ・届 出等

の手続 の電子化 にあたって は必要不可欠 な仕組 み とな るものであ る。

(2)GPKIの 整備 経緯

国 の行 政 機i関 にお い て は 、 政府 全 体 と して、 整 合 性 を も っ て総 合 的 にGPKIの 整

備 につ い て 、 次 の とお り取 り組 ん で き て い る。

・・1999年(平 成11年)に ミレニアム ・プ ロジ ェク トが立 ち上 げ られ
、 この 中で2003年

度(平 成15年 度)ま でにGPKIを 整備す るこ とが明確 に取 り決 め られ た。

・ ミレニアム ・プ ロジェク トを受 け、2000年(平 成12年)3月 には 、申請 ・届 出等 手続

の電子化推進 のための基本的 な枠組 みが決定 され、総 務省 、経済産業省及 び国土交通省

の3省 は先行的 に府省 認証局 を構築 し、さ らに総務省 において は、それ らを相 互 に接続

す るブ リッジ認証局 を構 築す るこ ととされ た。

・2002年(平 成14年)6月 に策 定 され たe-Japan重 点計画一2002に おいては
、基盤整備

の前倒 しを図 るた め、先行 府省以外 の各府省 は、2002年 度(平 成14年 度)ま で に府省

認 証局 を整備 し運用 を開始す ることが決定 され、全府省 にお いて認証 局が整備 、運用が

開始 された。
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(3)GPKIの 範囲 と他の認証基盤

ブ リッジ認証 局 と各府省 の府省認 証局 が相互認証 を行 うことに よって、GPKIと

い う一つの仕組み とな る。 一方で、 申請 ・届 出等手続 を行 う国民等利 用者側 や地

方公 共団体 にお け る認 証局 の整備 も進 め られ た。 法務省 に よる商業 登記認 証 局、

電子署名法 に基づ く民間認証局 、地方公共 団体 に よる公 的個人認 証サー ビスに基

づ く認証 局、・地方公共 団体 の職 責 を認証す るLGPKI(LocalGovernmentPublicKey

Infrastructure)が 構 築 され 、これ らの認証 局 とブ リッジ認 証局 は順次相互認 証

を行 ってい る。なお、 これ はあ くまで も申請 ・届 出等手続 の電子化 のためであ っ

て、民間の電子商取引 にお いて、民間の認 証局 間を仲 立 ちす る役割 は果 た さない

こ とに留意す る ことが必 要で ある。

商業登記 認証局 につい ては、2000年 度(平 成12年 度)に 商業 登記 法の一部改正

を行 って認証 局の運用 を開始 し、2001年 度(平 成13年 度)に ブ リッジ認 証局 との

相互認証 を完了 してい る。また 、電子署名 法に基づ く民 間認 証局 も続 々 と立 ち上

が って きてお り、2005年(平 成17年)3月 現在 で14認 証局 と相 互認証 を行 ってい

る。

地方公共 団体 に よる認 証局 につい ては、LGPKIが2003年(平 成15年)12月 に、

住 民を認証す る公 的個 人認 証サ ー ビスに基づ く認証 局は、2004年(平 成16年)1

月に、それ ぞれ相 互認 証 を完 了 してい る。

(4)GPKIの 整備 方針

GPKIの 整 備 方 針 の 大 き な柱 は 、 次 の とお りで あ る。

① 申請者 の利便性 の向上 と、GPKI全 体 の効 率的な構築 を図 る。ま た、適切 なセ キュ リ

テ ィ対策 に よって安全性 ・信頼性 を確 保す る。

② 国際的に認 め られ、または国際的 に用い られてい る標 準(デ フ ァク トスタンダー ド)

とな ってい る仕 様 ・技術 を採用 す るこ とによ り、汎用性 ・拡 張性 を確保 す る。

ブ リッジ認証 局 の相 互認 証 の た めの基 準 と して、府省 認 証 局 との 間 、民 間認 証 局 と

の 間の それ ぞれ につ い て、技術 基 準 と運 用基 準 が 定 め られ て い る。府 省 認証 局 につ

い て は 、 官職 認 証 業務 に 関す る基 準 と して 、 技術 基 準 、 運 用 基 準 とも にCP/CPS

(CertificatePolicies/CertificatePoliciesStatements)がCP/CPSガ イ ド

ライ ン に準 拠 して い る こ と、相 互認 証 業務 に関す る基 準 と して 、相 互 運用 性仕 様 書

に適合 しかつ相 互認 証 のテ ス トに合 格す る こ と とされ て い る。

(5)今 後の予定

国の行 政機 関等への電子 申請や 電子入札 を 目的 と して 、今後 にお いて も民間認

証局等が ブ リッジ認証 局 と相互認証 を行 うもの と見込 まれてい る。
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5.3民 間 に 対 す る サ ー ビ ス

5.3.1電 子 入 札tt ,[t

① 電子入札 の背景

国 土交通省 で は、公 共事業分 野 にお け るCALS/ECの 取 り組 み を行 ってお り、電

子入 札はCALS/ECの 具体 的な取 り組 みの一つで ある。CALS/ECは 、IT活 用 に よ り公

共事 業の一連 のプ ロセス にお ける、 部門 をまたい だ情報 の共有 、有効活 用 を通 じ

て業 務 プ ロセス の改善 に資す るこ とを 目的 と した取 り組 み で あ り、電子入 札 は、

入 札契約段 階 にお けるCALS/EC導 入 の一環 と位 置付 け られ る。

国土交通省 が策 定 したCALS/ECの ア クシ ョン ・プ ログラムでは 、平成8年 度 か ら

平成16年 度 まで の期 間を3つ の フェー ズの分 け、順 次実現 を図 って きてい る。 平

成14年 度 を初年 度 とす る第3フ ェー ズでは 、電子入 札、電子 納 品の全 面導入 、電

子 契約 の開始 、光 ファイバーデー タ流通環境 の整備 及び、電子決裁 システ ムの構

築 等が 目標 と して掲 げ られ ている。

電子入札 は、国 土交通省 にお け るCALS/ECの 取 り組 みの一環 で あるだ けでな く、

電 子政府へ の取 り組み にお いて も 「政府調達 の電子化」の 中核 をな し、また、公

共 工事 に対す る国民 の信頼の確保 と建設 業の健 全 な発達 を 目的 とした 「公共 工事

の入 札及び契約 の適正化 の促進 に関す る法律 」に基づ く適正化 指針 に も位 置付 け

られ るな ど、非 常に重要 な施策 となってい る。

② 電子入札 の概 要

国 土交通省 の場合 、電子入札施設 管理 セ ンター(e-BISCセ ンター)に お いて、

電子入 札 システ ムを運用 してい る。

認 証局 は、国土交通省 が導入 してい る電子入札 コアシステ ム(後 述)に おい て

は、複数認証 局対応 となってお り、平成17年2月 現在 、9認 証 局が コアシステ ムに

対応 してい る(政 府認 証基盤 のブ リッジ認証局 との相 互接続 完 了認 証局)。

電子入 札導入 効果 としては、入札 参加 者 の移 動 にかか るコス トや移 動 時間等 、

入札 に係 る費用 の縮減 が大 きい と考 え られ 、国土交通省 の直轄 工事だ けでみ て も、

年 間260億 円の コス ト縮減効果が試算 され てい る。

また、一連 の手続 きをネ ッ ト公 開す る ことに よ り、透 明性 、競争性 が確保 され

る とい うメ リッ トも期待 できる。

一109一



■ 電 子 入 札 の 仕 組 み

○電子入札は、入札に伴 う資格審査確認申請か ら入札結果の公表に至るまでの行程をオンラインで行 うもの。

また、電子入札を支援するためe-BISCセ ン ター(電 子入札施設管理センター:2001年4月 ～)

で、電子入札システムの運用 ・管理を実施。

(■函 富麗■■●PPI

③ 電子入 札 の取 り組み の現状

国土交通省 の電子入札 においては 、平成13年11月 に第1号 案件 の開札 が行 われ 、

平成13年 度 は約100件 、平成14年 度 は約2,000件 で実施 し、平成15年 度か らは直

轄事業 において全 面的にス ター トして い る(当 初 計画の1年 前倒 し)。

なお、電子入札 システムにつ いては、 国土交通省 が開発 した システ ムをベ ー

スに して、広範 な公共発 注機 関が共通 の道具 と して使 うた めの 「電 子入札 コア シ

ステム」が 、(財)日 本建設情報 総合セ ンター(JACIC)と(財)港 湾 空港技術 サ

ー ビスセ ンタr(SCOPE)の 共 同で 開発 ・提供 され てい る
。

5.3.2公 証制度 に基礎 を置 く電子公 証制度

①電子公証制度とは

電子公証制度は、公証人が紙の文書について行っている認証や確定 日付の

付与の事務に対応して、電磁的記録(電 子文書)に ついても、電子公証業務

を行 う公証人である指定公証人が、認証や確定日付を付与する制度である。

電子取引 ・電子申請においては、インターネットを通じて情報が送受信 さ

れるため、情報の作成者を確認 し、情報の内容の消失、改ざん等があった場

合に、これに適切に対応する制度的な基盤が不可欠である。電子取引 ・電子

申請に関する制度的な基盤のうち、電子署名や電子認証は、主として情報の

作成者を確認するものであるが、電子公証制度は、情報の内容の改ざんや消

失に備え、情報の内容を事後的に確認し、証明するための仕組みとして位置
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付 け られ る。す なわち、電子署名や電子認 証だ けで は、伝送途 中での情報 の

消失等 に対応 す るこど がで きないため、信頼 す るこ とがで きる第三者機 関に、

作成 され た情報 に関す る記録(作 成者 に関す る情 報 、作成 され た情報 の同一

性 に関す る情報)を 作成 ・保管 させ、 これ に よ り、後 日紛争が生 じた際に情

報の作成者及 び情報の存在 ・内容 を証 明 し、紛争の解決 の手段 となる制度 が、

電子公 証制度 で ある。 この よ うに、電子公証 制度 にお いて は、公証人 がTTP

(TrustedThirdParty)と いわれ る役割 を担 うこ とが期 待 されてい る。

②電子公証制度の概要

電子公証制度の内容は、(i)電 子私署証書、電子定款の認証、(li)電 子

確定 日付の付与、(皿)保 存及び内容に関する証明の各サービスである。

(i)電 子私署証書、電子定款(電 磁的記録)の 認証

公証人法にい う 「認証」 とは、文書の成立 ・記載が正当な手続でさ

れたことを証明することをいい、私署証書(署 名又は押印のある私文

書)の 認証の場合、公証人の認証によって、当該私署証書の署名又は

押印の真正(作 成名義人の意思に基づいて署名又は押印がされたこと)

が証明されたことをい う。

電磁的記録の認証についても、私署証書の認証 と同様に、電磁的記

録の作成名義人の意思に基づいて電子署名がされたことの証明を行 う

ことになる。

(i)電 子確定 日付の付与

私文書の確定 日付の付与は、文書の存在を証明する制度として用い

られているが、特に、債権譲渡の際には、確定 日付のある証書による

通知 ・承諾が債権譲渡の第三者対抗要件(民 法第467条 第2項)と

されている。

今回導入 された電子確定日付の付与の制度は、私文書の確定日付の

付与の制度を電子化するものであり、具体的には、電子的な情報(デ

ータ)を 指定公証人に送信 し
、指定公証人が当該情報を確認した上で、 ・

当該情報に日付を内容とする情報(日 付情報)を 付 して、これに指定

公証人が電子署名をした上で送信者に送 り返すことになる。この場合、

日付情報の付された情報は、「確定日付アル証書」とみなされる(民 法

施行法第5条 第1項 及び第2項)。 これによ り、日付情報が付された情

報には、民法施行法第4条 の 「完全ナル証拠力」(実 質的証拠力)が 認

められ、民事訴訟において一定の時期以前に当該情報が存在したこと

の強力な証拠となると考えられる。

(皿)保 存及び内容 に関する証明
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従来の紙による私署証書の認証及び確定日付の付与では、認証又は

付与の対象 となった文書の保存及び保存された内容の証明(紙 の文書

における謄本に相 当す るもの)の サー ビスは行われていなかったが、

私署証書の認証及び確定日付の付与の電子化に当たり、破損しやすい

などの電子的な情報の性質にかんがみ、後日その内容にっいて証明す

ることを可能とし、紛争を防止することができるように、これらのサ

ービスを行 うこととされている。

③おわ りに

電子公証制度が、今後様 々な方面 で利 用 され、高度情報化社会を支 える

制度的な基盤 として電子取引等 の普及促進 に資す る制度 とな ることを期

待 したい。

5.4電 子署名法に基づ く認証業務

「電子署名及 び認証業務 に 関す る法律(平 成12年5月31日 法律 第102号)」(以 下、 「電

子署名 法」とい う。)は 、電子 署名 及び認 証業務 につい て、法的 な位 置付 けを明確 に し、

ネ ッ トワー クを利 用 した社会経 済活動 の一層 の推進 を図 り、国民生活 の向上 と国民経済

の健 全な発 展に寄与す るこ とを 目的 として、平成13年4月1日 に施行 された。

電子署名法 では、以 下の3つ の認 証業務 が定義 され てい る。

「認証業務」:利用者が電子署名 を行 った ものである事 を確認す るために用い られ る事項が、

当該利用者 に係 るものであることを証明す る業務。

「特定認証業務」:電 子署名 の うち、そ の方式に応 じて本人だけが行 うことができるもの と

して主務省令 で定める基準に適合す るものにつ いて行われ る 「認証業務」。

主務省令 で は、"そ の方 式に応 じて本人 だけが行 うこ とがで きるもの"

として、一 定の技術的信頼 性 を有す る方式 が規 定 され てい る。

「認定認証業務」:第4条 で 「特定認証業務」が認定 を受 けることができることとし、第6

条で認定の基準が規定 されている。

認 定 を受 け るか ど うか は、認 証事業者 の任意 で あ るが、認 定 を受 けた

特 定認証 業務 は、一定 レベ ルの信頼性 を有す るもの と して 、利 用者 の 目

安 となる もので ある。

認 定 の具体的基準 は、主務省 令で規 定 されてお り、以下 の3つ の内容で構成 され てい

る。
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(1)特 定認証業務の用に供する設備の基準

認証業務の安全性、信頼性を確保するために、特定認証業務を行お うとする

者が採用する設備、装置等に関する規定

(2)利 用者の真偽の確認基準

電子証明書を受け取った者への信頼性確保のために、特定認証業務を行おう

とする者が、利用者の真偽を確認する方法に関する規定

(3)特 定認証業務の管理 ・運用基準

電子証明書の発行及び利用に係る信頼性を確保するために、特定認証業務を

行おうとする者が採用すべき認証業務手続きに関する規定

上記のすべて の基 準に適合す るか調査 を受 けて認 定 され 、または、1年 毎 に基準 に適

合 しているか調査 を受 けて更新 認定 されて、平成17年3月 現在 サー ビス を行 ってい る 「認

定認証業務」 は、次の20業 務 であ る。

電子署名及び認証業務に関する法律に基づく認定認証業務一覧

(平成17年3月12日 現在)

灘i灘 蝋
灘 黙 念鑑 識 瞭懸1襲、購 灘 鍵醒灘灘i馨 難

釆 フ

麟 轍 ・ 騰

懇綴　 繍.灘 。

AccreditedSignパ ブ リ ッ ク サ ー

ビス2
日本認証サービス株式会社 平成13年10月19日 平成17年10月18日

株 式会社日本電子公証機構認証サ

ー ビスiPROVE
株式会社日本電子公証機構 平成13年12月14日 平成17年12月13日

CECSIGN認 証 サー ビス
株 式 会 社 コ ン ス トラ ク シ ョン ・イ ー

シ ー ・ドッ トコ ム

平成14年3月26日 平成17年3月25日

セ コ ムパ ス ポ ー トforG-ID セコム トラス トネット株式会社 平成14年7月4日 平成17年7月3日

AOSignサ ー ビス 日本電子認証株式会社 平成14年8月29日 平成17年8月28日

e-ProbatioPSサ ー ビ ス

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・メデ ィア サ プ ラ

イ 株 式 会 社

平成14年11月20日 平成17年11月19日

TOiNX電 子入札対応認証サー

ビス

東北インフォメーション・システム

ズ株式会社
平成14年12月10日 平成17年12月9日

TDB電 子 認 証 サ ー ビスTypeA 株式会社帝国データバンク 平成15年 朋5日 平成18年2月4日

、
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ビジネス認証サー ビスタイプ1 日本商工会議所 平成15年3月12日 平成18年3月11日

電子入札 コアシステム用電子認証

サービス

ジャパンネッ ト株式会社 平成15年4月21日 平成17年4月20日

信金中央金庫 電子認証サービス 信金中央金庫 平成15年5月26日 平成17年5月25日

全国社会保険労務士会連合会認証

サービス
全国社会保険労務士会連合会 平成15年6月10日 平成17年6月9日

CTI電 子入札 ・申請届出対応 電

子認証サービス

株式会社中電シーディーアイ 平成15年9月29日 平成17年9月28日

よんでん電子入札対応認証サービ

ス
四国電力株式会社 平成15年10月2日 平成17年10月1日

AccreditedSignパ ブ リ ッ ク サ ー

ビ ス1

'

日本認証サービス株式会社 平成15年11月7日 平成 、7年1、 月6日

MJS電 子証明書発行サー ビス 株式会社 ミロク情報サービス 平成15年12月1日 平成17年11月30日

税理士証明書発行サービス 日本税理士会連合会 平成16年1月16日 平成18年1月15日

SecureContractSupPortService リコー リース株式会社 平成16年3月1日 平成18年2月28日

BLADEク ライアン ト証明書発行サ

ー ビスタイプG1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・コ ミュ ニ ケ ー シ

ョ ンズ 株 式 会 社

平成16年4月8日 平成17年4月7日

日本司法書士会連合会認証サービ

ス

日本司法書士会連合会 平成16年9月13日 平成17年9月12日

5.5商 業登記に基づ く電子認証制度

(1)商 業登記とは

商業登記 とは、会社 その他 の法人 に関す る一定の事項 を、登記所 に備 える商業

登記簿 に記載 して公 示す る こ とで 、取 引の安全を図 る制度 であ る。

商業登記 事務 を取 り扱 う登記所 は、全国 に約650か 所 余 あ り、全 国約350

万の会社,・法人 に関す る登記 事務 をつ か さどってい る。

(2)商 業登記の役割
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① 会社は、登記をすることにより法人格を取得する。登記が会社の成立要件 となる。

② 登記事項 に変更があれば、遅滞なく変更登記 をする義務が法律上規定 されている。

③ 登記すべき事項は、登記 しなければ善意の第三者に対抗できない。登記 しなければ、

その内容を知らない人に対 して主張できない とい うことで、登記が対抗要件 と言われ

るゆえんである。

④ 故意 ・過失により不実の登記 をした者は、善意の第三者に対抗できない。故意 ・

過失によって実際と違 う登記を して しまった場合であっても、そのことを知 らない善

意の第三者には不実であることを主張できず、登記どお りの責任 を負わされ る。

(3)登 記の内容の正確性担保のための手段

登記 内容 の 正確 性 を確保 し、信頼性 を高め るた め、次の手続 ・手段 が用 意 され

てい る。

① 登記の申請には、登記の事由を証する書面の添付が必要である。

② 法人代表者の印鑑提出の義務がある。

③ 無効、取消 しの原因がある場合には、申請が却下される。

④ 登記を怠 ると過料の制裁がある。

⑤ 虚偽の登記申請には刑事罰が科せ られ る。

(4)電 子認証制度のあ らま し

① 商業登記に基づ く電子認証制度

紙 の世 界 では、登記 簿謄本 、資格証 明書 、印鑑証明書 な ど、登記 所 が発行

した書 面 に よ り、 当該 法人 の法人格 の存在 の証 明、代表 権限 の証 明 、本 人性

の証 明を行 う。 この機 能 をそ のまま電子 の世界 で も提供 しよ うとい うのが、

商業登記 に基づ く電子認証制度 で ある。

② 商業登記に基づく電子認証制度の特徴

登記 簿 の記載 内容 に基づ いて、登記 上の法人代表者 の電子 証 明書 が発行 さ

れ る。

証 明書 には、法人代表者本人 の氏名 のほか、商号 ・本店 ・代 表者 の資格等

が登 記簿 の記載内容に基づい て記録 され る。

この証 明 は、法律 に基づ き登記官 が行 う公 的な証 明で あ り、会 社等 の認証

を行 う上 で最 も重要な登記簿 に基づ いた電子証明書 とい うことにな る。

特徴 的な のは、商業登記に基づい てい るので、商号変 更、本店移 転 又 は法

人代表者 の交代等の登記事項 の変 更が ある と、それ を リアル タイム に電子証

明書 に反 映 させ る こととなってい るこ とであ る。

③電子証明書の失効・保留

電子証明書の失効や保留については、法人代表者からの使用廃止届 ・使用

休止届の提出や変更登記の申請に基づく失効 ・保留等があり、それらによっ
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て失効や保留(効 力停止)が リアル タイ ムでで きる仕組 みが用意 され てい る。

④ 電子証明書の取得手続

法人代表者 が、当該 法人 の所在 地 を管 轄す る登記所 に電子証 明書 の発行 を

申請す る と、その登記所 の窓 口にお いて電子証 明書 のシ リアル番 号が告知 さ

れ るので、 これ に基づ き、法人 の事務 所等 にお いて、イ ンター ネ ッ ト経 由に

て電子認証 登記所 か ら電子証 明書 を取得す る。

なお、発行 申請 に当た っては、 あ らか じめ、秘密鍵 と公 開鍵 の鍵 ペ アを作

成 の上 、公 開鍵 の値や 申請 情報等 を格 納 した フロッピ]デ ィス クを用意 す る

必要 があ る。'

⑤ 電子署名 とその検証

実際 に法人代 表者 が電子証 明書 を利 用す る場合 、電子 証 明書 の提 出を受 け

た相 手方は、 当該署名 の確 認等 を した後 、電子認証 登記所 に電子証 明書の有

効性 を確認 す るこ とがで き る仕 組み となってい る。

(5)現 状と今後の予定

① 現状

平成12年10月 に東京 法務局 と前橋地方法務局 におい て商業登記 に基づ

く電子認 証制度 の運用 が開始 され た後 、順 次、運用実施 庁 が拡大 され、現在

では、全国 ほ とん どの会社 ・法人 について制度の利 用が 可能 となってい る。

② これまでの主な動き

・ 平成13年3月 か ら、商業登記に基づ く電子認証を利用す る形 で、債権譲渡

登記のオ ンライン申請が導入 され ている。

・ 平成13年6月 か ら、GPKIと の相互認証が実施 され てい る。

・ 平成14年1月 か ら、 「公証制度 に基礎 を置 く電子公証制度」 との連携 を図

っている。

・ 平成14年4月 か ら、会社関係書類の電子化(議 事録 ・就任承諾書 ・定款な

ど、登記申請書の添付書面が電子的 に作成 されている場合 には、その電子的記

録 に電子署名 を行い、フロッピーデ ィスクやCD-Rを 申請 書に付けて法務局 に

提 出することで、登記の 申請がで きるよ うに したもの。)に 対応 している。、

・ 平成15年4月1日 か ら、電子政府実現に伴 う利用見込み件数の増加、実施

経費の削減等 により、電子証明書の発行手数料を大幅 に引き下げた。

・ 平成16年6月 から、商業法人登記 のオ ンライ ン申請が開始 され、平成17

年3月 か ら、不動産登記 のオ ンライ ン申請が開始 された。

③ 今後の主な取組み と課題

・ 電子認証制度の運用の早期全国展開

・ 電子署名の普及 と利用環境の拡大専
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5.6公 的個人 認 証サー ビス の整備 状況

(1)公 的個人認証サービスの概要

① 行政手続 のオンライン化に必要な、ネ ッ ト社会の課題(成 りすま し、改 ざん、送信

否認な ど)を 解決す る本人確認サー ビスを、全国 どこに住んでい る人に対 して も安い

費用で提供す る、電子政府 ・電子 自治体の基盤。

② 従来 、窓 口に出向 く必要があった行政手続が、家庭や職場か らイ ンターネ ッ トで可

能 となるもの。平成16年1月29日 にサー ビス開始。

(2)対 象 となる行政手続(〈 〉内は紙も含めた過去の年間実績)

① 当面の予 定

(i)2月2日 ～:電 子 申告(国 税庁=東 海4県 先行)〈 約2,000万 件)≧

(i)2月16日 ～:恩 給関連 申請 の一部 一(総務省)〈 約19万 件 〉

(ii)3.月29日 ～:社 会保険関係手続(厚 生労働省)〈 約4,goo万 件 〉

:無 線従事者免許関連 申請の一部(総 務省)〈 約6万 件 〉

(iv)3月 末～:旅 券申請(外 務省=岡 山県ほか順次)〈 約580万 件 〉

② 平成16年 度以降:6Aよ り国税の電子申告が全国に拡大 され るほか、国の機関の

他手続 ・各地方公共団体の手続が順次追加 された。

(3)利 用方法

①サー ビスの利用 に先立ち、電子証明書の発行を受 ける必要がある。

(i)お 住まいの市区町村役場の受付窓 口に、住民基本台帳カー ドな どのIcカ ー ドと、

公的機関発行 の写真付本人確認書類(写 真付 き住民基本台帳カー ド、運転免許証な

ど)を 持参。

(i)申 請書に氏名、住所、性別、生年月 日な どを記入 し、受付窓 口に提 出。

(111)受 付窓 口の担当者か ら本人確認 を受 ける(本 人確認書類 を提示)。

(IV)受 付窓 口に設置 された鍵ペア生成装置の案内に従い、鍵ペ ア(公 開鍵+秘 密鍵)

を生成(パ ス ワー ドを設 定)。

(v)鍵 ペアが格納 された住民基本台帳カー ドを受付窓 口に提出。

(vi)秘 密鍵 と電子証明書が格納 された住民基本台帳 カー ドな どを受け取 る。

② 電子証明書 を利用 した行政機 関等への申請 ・届出等(イ メー ジ)

(i)電 子証明書の発行時に配布 され る利用者用 クライアン トソフ ト(CD-ROM)を 、ご

利用のパ ソコンにイ ンス トール。

(li)ICカ ー ドリーダライタを準備 し、ご利用のパ ソコンに接続(各 市区町村で発行
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される住民基本台帳カー ドにおける動作が確認 されたICカ ー ドリーダライ タの一

覧 を市区町村役場の受付窓 口で提示)。

(iii)行 政機 関等のホー ムペー ジ等の案内に従 い、申請書の必要事項を記入。

(1V)住 民基本台帳カー ドをICカ ー ドリー ダライタにセ ッ トし、暗証番号 を入力。

(v)画 面上の電子署名ボ タンをク リック して、申請書に電子署名 を付す。

(vi)画 面上の送信ボタンをク リックして、申請書、電子署名、電子証明書を送信。

(4)電 子証明書

① 発行者:都 道府県知事

(46都 道府県が指定認証機 関(財 団法人 自治体衛星通信機構)に 委任)

② 発行手数料:原 則500円 。

③ 有効期間:3年 間

(5)住 民基本台帳ネ ットワークシステム(住 基ネ ッ ト)と の関係

① 住基ネ ッ トは、公的個人認証サー ビスの受付 窓 口にお ける本人確認 に利用 され ると

ともに、電子証 明書の情報 に異動等が生 じた際、速やかに失効 させ ることを実現。

② 住基ネ ッ トは公的個人認証サー ビスに不可欠の基盤 であ り、住基ネ ッ トに不参加の

地方公共団体は、公的個人認証サー ビス を実施することができない。
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5.7電 子 納 税

(1)国 税 電 子 申 告 ・納 税 シ ス テ ム(e-Tax)

[引 用http://www.e-tax.nta.go.jp/]

2004年2月 に開始 した 国税 電子 申告 ・納税 システ ム(e-Tax)は 、国税 に関す

る申告 、納税及 び 申請 ・届 出等 の各手続 を、オ ンライ ンでで き るよ うにす る もので あ

る。 具 体的には、次の こ とがで き る。

申告 所得税、法人税、消費税に係る申告

納税 全税目に係る納税(源 泉所得税の納付、納税証明書の発行手数料

の納付を含む)

申請 ・届 出等 青色申告の承認申請、納税地の異動届及び納税証明書の交付請求

などの申請 ・届出等

電子納税の流れは次の通 りである。

① まず 、納税者 は 、従来か らの銀 行窓 口な どでの納税 と電子納 税 のいず れ

かを選択す るこ とがで きる。電子納税 を希望す る納 税者 は、事前 に税務署 に届

出を行 い、利 用者識別番 号 と暗証番号 を取得す る(電 子 申告 ・納税 等 開始 の届

出)。 これ は、電子納税 を行 う人が納税者本人 であ るか ど うか を確 認す るため

である。

② 届 出の手続 きが完 了 した納税者 は、e-Taxの ホー ムペ ・一ー一・ジ にア クセ

ス して、現在 の 申告書 に準 じた入力画面 に税額 な どの必要事 項 を入 力 して電子

申告 を行 う。 申告 な どのデー タを送信す る際 には、納税者本 人か ら送信 され た

ものであ り、デー タの改 ざんがない こ とを確 認で き るよ う、電子署 名お よび電

子証 明書 を添付す る。

なお、電子 申告 のデ ー タを作成す るた めには専用 の ソフ トウエア(e-Taxソ フ

ト)が 必要 にな るが 、国税庁 が準備 した ソフ トウエ ア を利用す る以 外 に、対応

機 能 を持つ 市販 の税務 ・会計 ソフ トウエア を利 用す るこ とも可能 とな るよ う、

e-Taxソ フ トの仕様 が公 開 され ている。

納税 は、イ ンターネ ッ ト ・バ ンキングやATM(現 金 自動預 け払い機)を 利用 し

て済 ませ る ことがで きる。
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このように、納税者は従来のように税務署や銀行窓口などに行かずに、事務所

や家庭から申告や納税の手続きを済ませることができるようになる。また、申告

書の処理時間の短縮とともに、処理中のミスの減少も期待される。企業の場合、

社内で電子的に作成した税務 ・会計データをそのまま申告に利用できるようにな

り、事務作業負担も軽くなると考えられる。行政部門としても、納税に関わる行

政事務の負担の削減 と業務効率の向上が期待できる。
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(2)地 方 税 ポー タル シス テ ム:eLTAX(エ ル タ ックス)

地方公共 団体で組織 す る 「地方税電子化 協議会」が運 営す る 「地方税 ポー タル システ ム:eLTAX

(エル タ ックス)」 は、地方税 にお ける手続 きを、イ ンターネ ッ トを利用 して電子的 に行 うシス

テム である。eLTAXを 窓 口として、全 国地方公 共団体の手続 きがで きる。具体 的には 、次の こ と

がで きる。 一

対応予定時期 手続 内容

平成17年1月 利用届出 eLTAXの 利用手続 き

'平成
17年2月 申告

ノ

法人都道府県民税

法人事業税

平成18年1月 申告 法人市町村民税

固定資産税(償 却資産

平成18年 度以降

順次対応予定の手続き

申告 上記以外の税 目

申請 ・届 出 地方税に関する申請や届出

納税 電子納税通知書

電子納税

電子納税証明書

電子申告等が行える地方公共団体は、次の通 りである。なお、電子納税の流れは、国税 と同様で

ある。

運用開始時期 地方公共団体

平成17年1月 岐阜県 、大阪府 、兵庫県 、和 歌山県、岡 山県、佐賀 県

平成17年8月(予 定) 埼玉県、東 京都 、神奈川県、静岡県、愛 知県 、三重 県、島根県

平成18年1月(予 定) 上記以外の都道府県および次の政令指定都市

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古

屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市

平成18年1月 以降 市区町村(順 次拡大)'
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5.8社 会保 険

[引 用http://www.sia.go.jp/sinsei/e_appli/index.htm]

(1)電 子申請の仕組み

電子申請 とは、ご家庭やオフィスに設置しているパソコンと行政をインターネ

ットで結び、手続を電子的に行 う申請方法である。

申請者が、ご家庭やオフィスに設置しているパソコンから送信した申請 ・届出

等は、厚生労働省が設置する厚生労働省電子申請 ・届出システムで受け付けられ、

社会保険庁が設置する振 り分けシステムに転送される。この振り分けシステムか

ら、申請者の方々が本来提出すべき社会保険事務所等に転送され、処理が行われ

る。

皐
申蹄届犠

、淳生労麟

電子申蹄 厨罐

桑ス熱 烈'

・申請 ・届書の作成にあたっては、厚生労働省が提供する専用の申請用プログラムを利用

する。

他 人にな りすま して届 出を した り、他人 の届 出を盗 み見た り、届 出の内容 を不

当に改憲 した りす ることが ない よ う、申請者 は届 出に電子 的な署名 を し、電子 証

明書 を付す こ とと してい る。 この ことに よ り、イ ンター ネ ッ トを利用 した届 出等

を安全 に行 うことがで きる。

電子真性 を利用 して、年金加 入記録照会 ・年 金見込試 算の 申込 な ども行 うこ と

ができ、国民年金保 険料の電子納付 も可能 とな ってい る。

(2)電 子 申請の メ リッ ト

イ ンターネ ッ トを利用 した電子的 な申請 ・届 出等手続 に は、以下 の よ うなメ リ

ッ トがある。

社会保 険事務所等 の窓 口に出 向 くこ とな く、 申請 ・届 出 の手続 が行 える。
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従来 の様 に、届 出窓 口が開いてい る時間に とらわれず届 出が行 え る。

申請 ・届 出書等 を作成す る際 に、申請用 プ ログラムが機 械的 に入 力事項 の簡 易

なチ ェ ックをす るの で、実際の 申請時 にエ ラー の発 生 を防止す るな ど申請者 の利

便性 の 向上 を図 って い る。

なお、今 ま でフ ロッ ピーデ ィスクに よる申請 を利用 していた企業等 は、その際

に利用 してい た届 書作成 プ ログラム をそのま ま利用す ることがで き、そ の届書 作

成 プ ログラムで作成 した届書等 を電子 申請す るこ とが可能 であ る。
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日本の電子署名 ・電子認証推進 ・活用団体の活用紹介
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6.0日 本PKIフ ォ ー ラ ム(http://www.japanpkiforum.jp)

(1)組 織概 要

日本PKIフ ォー ラムはア ジア圏 にお け る国 際的 で安 全な電子 取引 にお け るPKIの イ ン

フラ作 りを 目指すア ジアPKIフ ォー ラム(2001年6月 発 足)活 動 を推 進す る 日本 国内の組

織 として2000年12月 に発 足 した。 現在 は国内 に活動 の 中心 を移 しつ つ あ り、2004年3月

にはJESAP(電 子 署名 ・認証利用パ ー トナー シ ップ)の 事務機能 を統合 してい る。会員

数約70社 ・団体。

(2)活 動概要

以下の5機 能 を中心 に活動 してい る。

① コ ミュニ テ ィ形 成 機 能

・日本PKIフ ォ ー ラ ム会 員

・ア ジアPKIフ ォ ー ラ ム会 員(日 本 、韓 国 、 シ ンガ ポー ル 、台 湾 、 中 国 、香 港 、

マ カ オ 、 タイ 、 イ ン ドの 各 国 ・地 域PKIフ ォ ー ラ ム:現 在9会 員)

・JESAP他 内外 諸 団 体

②普及促進機 能

・会員 セ ミナー(一 般参加可能)… ほぼ隔月実施

・国内または国際 シンポジ ウム … 毎年1回 開催

③調 査 ・研 究機 能

・部会 活動

ビジネス ・アプ リケー シ ョン検討 部会

相互運用技術検討部会

・国内/国 際実証 実験

・国内外PKI利 用 状況等調査

・各種 レポー ト発行

④情報提供機能

・WEB… 随時

・会報(メ ールマ ガジ ン 「錠前通信 」)… 毎月1回 発行
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・機 関紙(PKIジ ャー ナル)… 毎年1回 発行

を通 じ

・日本PKIフ ォー ラムお よびアジアPKIフ ォー ラム活動状況

・収集 ・翻訳 資料

・内外PKI関 連活動 情報(ト ピックス)

・内外関連 サイ トとの リンク

な どの情報 を提 供

⑤ 国際交流機 能

ア ジア、欧米 、オセ アニア の関連 団体 ・企 業等 との情報 交流

(3)調 査 研 究 報 告 書 等

①ア ジア各 国/地 域 のPKIに 関わ る法制度 及びU"ジ ネ ス環境 の動 向に関す る

調査報告書(2002年3月)

②PKI関 連サー ビスビジネスの動向と今後の展望に関する調査報告書

(2003年3H)

③PKI利 用 モ デル の現 状 と相 互 利 用 に 関す る調 査 報 告 書(2004年3月)

④PKIの 国 際 的相 互 接 続 実 証 実 験 報 告 書(2002年 、2003年 、2004年)

(日 本 、 韓 国 、 シ ンガ ポー ル 、 チ ャイ ニ ー ズ 台 北 他)

以 上 は 経 済 産 業 省 の 委 託 ・補 助 を受 けて 作 成 して い る。

ま た 、 ア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム会 員 の各 国 ・地域PKIフ ォ ー ラム と共 同 で 以 下 の

報 告 書 等 をア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム 出版 物 と して作 成 して い る。

⑤ReportOnLegalIssuesinCross-BorderE-CommerceTransactions

(2003年7月)

⑥AsiaPKIInteroperabilityGuideline(Version1.0)(2004年3月)

⑦DisputeResolutionsforCross-BorderE-Commerce(2004年8月)

(4)連 絡 先

〒143-OO16東 京 都 大 田 区大 森 北 一 丁 目23番5号 第 一 小 田 ビル

TEL:03-5767-0671FAX:03-3761-3313

e-Mai1:pki-j _info@japanpkiforum.jp
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6.1電 子 商 取 引 推 進 協 議 会(Ec6M):認 証 ・公 証wG(http://輌.ec6頑p/)

(1)設 立年 月 日 ・会員規模

2000年4月 協議会設 立

2000年4月 認証 ・公証WG設 立

約50名 参加

(2)主 な活動 と成果

電子商取 引推進 協議 会(ECOM)の ミッシ ョンは、わが国 におけ るBtoB、BtoC、GtoB

等 のEC普 及促進 のための調査 、ル ール作成 、標 準作成、政策提 言、国際協 力、啓蒙活

動 である。 その中で ワー キンググル ープは、テー マ別 にWGを 設 定 し、会員企 業か ら有

識者 を集 め、報告書 をま とめる活動 を行 って い る。

認 証公証WGで は、電子認証 システ ムの普及発 展のた め、旧ECOM(電 子商 取引実証推

進 協議 会)時 代 にWGを 立 ち上 げて以来 多 くの成果 を発表 して きた。

16年 度成果報告書の紹介

① 「属性認証ハ ン ドブ ック」

本ハ ン ドブ ックは、個 人情報の保護 が強 く求 め られ る時代 にあって、ネ ッ トワー クア

プ リケー シ ョンの技術者 や企画者や 管理者 に対 して、認 証や属性情 報 を扱 う技術 につい

て、どの技術が どのよ うなセ キュ リテ ィの特徴 を持 ってい るのか、あるアプ リケーシ ョ

ンには どのよ うなセキ ュ リテ ィ対策 が必要 かのガイ ドを与 える もの として企 画 された。

内容 は、属性情報 を活 用す るにあた って考慮すべ き本 人の認証方 式や属性情報 の扱 い に

つ いて、技術 の現状や標 準化 の動 向お よび実例 をふま えて 出来 るだ け広 く概観 す るもの

であ る。

また、海外動 向 として米 国政府 が進 めてい る、各政府機 関のサー ビスをシ ングルサイ

ンオ ンで利 用す るた めの認 証(Authentication)基 盤 につい て述べ る。 この基盤 では、

属性 の扱 いは各 サー ビス に任 され る として基盤 と しては直接扱 わ ないが、セ キ ュ リテ ィ

の最初の関門 と しての認証 をSAMLに よるシ ングルサイ ンオ ンで実現 しよ うとしてい る。

「 性 プ ロバイ ダー の ・～ プライバ シー に配 した 性 活 用基盤～

日本では 「個人情報 の保護 に関す る法律 」(以 下、個 人情報保護 法)が2005年4月 に

施行 され 、事業分野 毎に監督省庁 に よる個人情 報保護ガ イ ドライ ンが策 定 され てい る。
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これにより・棚 織では卿 靖 鞭 型 こ係る解 セキ到 ティ財 ドラインに基づき・

管理義務 を満足す るた めの コス トが大幅 に増大す る ことが容 易に想 定 でき る。

本報 告は 、その よ うな問題 を解決す るための情報基盤 と して認 証公証WGで 検討 され

て きた属性情報 プ ロバイ ダー につ いて、法 的面 と技術 的面か らさらに検討 し解 説 した も

のであ る。サー ビスの利用者 は属性情報 プ ロバ イダー に本人の属性情報 を預 け、サー ビ

ス提供側 は必要 な属性 情報 のみ を属性情報 プ ロバイ ダー に要求す る。サ]ビ ス提供者側

は一時的 に必要 なだ けの属性情報 を預 かってサー ビス を提供す るた め、個 人情報 管理の

義務 の大部分 をア ウ トソー スす ることがで きる二

特に、安全 な認 証情報 の連携 お よび属性情 報利 用のた めの標準技術 であ るLibertyに

基づ く属性情報 プ ロバイ ダーについて説 明す る。また、Libertyだ けではカバ ーで きな

い要件 の実装方 法について も説 明す る。

③ 「電子文書の長期保存と見読性に関するガイ ドライン」

電子文書 の長 期保 存 について は、ECOMの 作業部会 で継続 的 に取 り組 んで きた。2000

年度は、電子署名文書 の長期保存 に関す る要件整理 を行 い、翌年、実装 ガイ ドライ ンを

ま とめた。2002年 度 は、電子文 書の存在 証明の要 とな るタイ ムス タンプサー ビス の実

態調 査 を行 い、サー ビスの利用者 と提供者 それ ぞれの立場 か らの要件 を整 理 し、利 用 ガ

イ ドライ ン と運用ガイ ドライ ンを発行 した。2003年 度 は、電子署名文書 の長期保 存 に

関す る実用化動 向の調 査 に加 え、電子署名す る場合 に署名者 と検証者 とが予 め合 意 して

お くべ き事項 を"署 名 ポ リシー"と して整理 した。また 、電子文書 の長期 保存 の阻害要

因で ある媒体劣化や 、ハ ー ドウェアの技術 革新 、ソフ トウェアお よび ファイル 形式 の度

重な る改版 に よって生ず る非互換 問題 を整理 し解 決の方 向性 を示 した。

本報告は 、昨年度 ま でのア ウ トプ ッ トの集 大成 も含 め、文書管理 プ ロセス と して電子

文書の長期保存 と見読性確保 を捉 え、検討 結果 をガイ ドライ ン と してま とめた ものであ

る。

(3)連 絡先

電 子 商 取 引推 進 協議 会

〒105-0011東 京 都 港 区 芝 公 園3丁 目'5番8号 機 械 振 興 会 館3階

TEL:03-3436-7500

MAIL:info@ecom'
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6.2日 本情 報処理開発 協会 電子 署名 ・認証セ ンター(ESAC)

http://www.jipdec.jp/eSac/

(1)組 織概要

電子署名および認証業務に関する法律(略 して電子署名法とい う)の 施行に先駆けて

平成12年7月 に財団法人 日本情報処理開発協会に設置された。以降電子署名 ・認証に

係る普及啓発活動を行っているが、平成15年5月 に電子署名法が定める指定調査機関

の指定を受けて特定認証業務の認定に係る実地の調査をあわせて行っている。以下にそ

れぞれの活動内容を紹介する。

(2)活 動 の内容 と成果

①電子署名 ・認証に係る普及啓発活動

広 く一般国民 に対 し、電子署名 ・認証 につい ての普及啓発活動 を展開す るこ とによ り、

電子署名 ・認 証 についての知識 を広 め、電 子商取 引等 における電子 署名 ・認 証の利 用促

進 を図 るこ とを 目的 としてい る。

具体的 には、オ ンライ ンオー クシ ョン等 のオ ンライ ンシ ョッピングの利 用者 であ る消

費者、オ ンライ ン電子 申請等電子政府 システ ム、企業間電子商取 引等 の利 用者 であ るビ

ジネ スマ ン、及び電子認証サー ビス を提供す る認 証事業者 に対 して 、下記 の活動 を実施

してい る。

(ア)電 子署名 ・認証普及啓発セ ミナー開催

電子署名 法の主務官庁で ある総務省 、法務省 、経済産業省お よび電子署名 ・認証 の普

及 に 関心が深い団体等 の協力 を得 て、平成16年 度 は、東京 、大阪 、名 古屋 、札幌 、仙

台、広島、高松 、熊本 の8都 市 において開催 してい る。

講演テーマ は、「電子署名 法の概 要及 びその活用」、「安全 な電子署名 ・認 証 の利用」、

「商業登記 に基づ く電子認証制度 とその活用事 例」、 「電子署名 ・認証 の利 用事例」で

あ り、内容的 には電子署名 ・認証 に関連す る新 たな トピックス も盛 り込 んで いる。

(イ)電 子署名 ・認証ハ ン ドブ ックの作成 、配布

電子署名 法 に関す る正 しい知識 の普及 等 を 目的に、電子署名 ・認証 に関す る概略 を知

るた めの導入 口 として作成 した もので、主 にオ ンライ ンシ ョッピング等 の利 用者 であ る
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消費者 をター ゲ ッ トと した 「パー ソナル ユー ス編」 と、企業 間電子 商取引等 の利 用者 で

あ るビジネスマ ンにターゲ ッ トを当てた 「ビジネスユー ス編 」の2種 類 を用 意 している。

なお、ハ ン ドブ ックはPDFでWebサ イ トか らも公 開 してい る。

(ウ)電 子 署名 ・認 証 関連 用 語 ・技術標 準集 の作成 、配布

電子署名 ・認証 関連 の調査研 究活動 を通 じて得 た情報 をベース に、電子 署名 関連 の用

語及び標 準化 組織 ・機 関についてま とめた もので、上記 ハ ン ドブ ック とあわせ て見て も

らえるよ うに、また付録 として、電子署名 に関す る法律及 び電子証 明書 のプ ロフ ァイル

等 を記載 し、単独 で も見 られ る よ うに してあ る。

②特定認証業務の認定に係る実地の調査

電子署名 法 にお け る特定認 証業務 の認定制度 に従 って、認証事 業者 が 申請 す る認証業

務 の調 査 申請 を主務 大臣に代 わ って調査 を行 うもので、新規認定 のための調 査、認 定後

1年 ご とに行 う更新認 定のた めの調査及 び設備 、業務等 の変更 に ともな う変 更認 定 のた

めの調査 が ある。

いずれ の調査 にお いて も、規程類等 ドキュメ ン トの調 査 と認 証業務 に用い られ る設備

類 の稼動調 査 を行 って、その結果 を主務大 臣に通知す る。主務大 臣は調 査結果 の通知 を

受 けて審査 を行 い適 合 であれ ば認 定書 を発行す る。

調 査 に 係 る 手 続 き 、 必 要 書 類 等 に つ い て 、

http://www.jipdec.jp/esac/jipdectejyun.pdf、

http://www.jipdec.jp/esac/syorui1.htmに 詳細 を記述 してい る。また、電子署名 法の

施行後 、2っ の指 定調査機 関(日 本情 報処理開発協会 、 日本 品質保証機構)に よって調

査 され 、認定 された認 証業務 につ いては、主務省庁 のホー ムペー ジ、例 えば経 済産業省

の 場 合 は 、http://ww.meti.go.jp/policy/netsecurity/digisign _nirite'iitiran:htm

に記載 され てい る。 ちなみ に、2005年1月 末現在 にお いて認 定 され てい る認証 業務は

20業 務 で ある。

(3)連 絡先

財 団法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)電 子 署名 ・認 証 セ ン ター

〒105-OOII東 京 都 港 区 芝公 園3-5-22機 械 振 興 会 館 別 館2階

TEL:03-3432-6597FAX:03-3432-6201

MAIL:info@ac.jipdec.jp
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人

6β却 揮 子離 普及促進罐 会t

(http://ww.pref.miyagi.jp/jyoho/㎜c/epki/)

(1)設 立 年 月 日/会 員 規 模1、

設 立年月 日2002年12月20日,終 了年 月 日2005年3月31日(規 約 に よる終 了)

民間企業、国、北海道 ・東北6県 の 自治体 、広域経 済団体な ど57企 業 ・団体

(2)主 な活動 と成果(2002～2005年 協議会 終了まで)

電子商取引や電子 自治体システム等における電子認証活用モデルについての調査・研

究、電子認証の重要性やその活用にっいての普及啓発などの取組を進め、東 日本におけ

る産業経済及び地域社会の活性化に寄与することを目的とする。'

① 電子認証の普及 ・啓発

○電子認証普及促進部会の活動

・セミナー開催状況 仙台市 ・秋田市 ・札幌市 ・福島市 ・盛岡市にて開催

・公開勉強会の開催状況 仙台市 ・山形市にて開催

・ 出前講座の実施 等

② 電子認証活用モデルの調査 ・研究

○ ビジネ スモデル研究部会 の活動

・次世代技術 に よる住 民指 向型WEBサ ー ビス研 究会

・地域多 目的ICカ ー ドの検討研究会

・企 業向イ ンターネ ッ トサー ビスモデル研 究会

・ICタグ(RFID)の 検討 ワーキング グルー プ

○行 政モデ ル研 究部会 の活動

・行 政分 野 にお ける電子認 証の利 活用

③ 他地域 との連携

(3)協 議会 終了 にあたっての総括

インターネットを中心とした高度情報通信ネ ットワーク社会において、電子認証は社

会経済活動が安全に行われるための重要な社会インフラであるが、地域においては十分
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に浸透 しておらず、適用に向けた動きも少なかったことから、本協議会では1電 子商取

引や電子 自治体等における電子認証活用モデルを調査、研究し、電子認証の重要性やそ

の活用についての普及啓発の1抱 組みを実施 し・産業経済および地域社会の活性化に寄

与 してい くことを 目的 として、活動 して きた。

主 な活動 と しては、地域企業や 自治体 に向けた普 及活動(セ ミナ ー等)を 各地で 実施

し、PKIが 必要な背景や重要性 を広 く啓発 す るこ とが出来 、電子認証 に関す る理解や

セ キュ リテ ィ意識 の 向上 に貢献 し、一 定の成 果が得 られ た と考 え る。

ただ し、PKIを 活用す るアプ リケーシ ョンが少 なか った ことで、地域 にお ける実利

用はまだ まだ少 な く、安全なネ ッ トワー ク利用 に向けて 「利用 促進 」の取 り組み を何 ら

かの形で継続 され るこ とが望ま しい。

一方
、東 北6県 は も とよ り、北海道 、三重、福 岡、東 京 といった地域 の行政や 民間団

体 との連 携協力 の土壌 づ く りを進 めるこ とができた ことは、今後 の地域 間交 流や 新た な

ビジネ スの創造 な ど、 さま ざまな活動の 可能性 を広 げ るもの につ なが る と言 え る。

(4)今 後 の展 開

2005年 度以降 は、宮城 県高度情報化推進 協議 会 におい て 「PKI利用促進 」の事業 を実

施す る。また、これ まで東 日本電子認証 普及促進協議会 と連携 してサ ー ビス事業等 を進

めて きた東 日本認 証セ ンター は、従来 の活動 を継続 し宮城県 高度 情報化推進 協議会 と連

携 し、 「PKIの利用促進 の取 り組 み」 を展 開す る。`

(5)連 絡 先

東 日本 電 子 認 証 普 及 促 進 協議 会 事 務 局(宮 城 県企 画 部 情 報 政 策 課 内)

〒980-8570宮 城 県 仙 台 市 青葉 区 本 町3-8-1

TEL:022-211-2472FAX:022-211-2495

MAIL:epki@pref.miyagi.jp
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6.4社 団 法 人 日本 ネ ッ トワ ー クイ ン フ ォ メー シ ョンセ ンタ ー

JapanNetworkInformationCenter(JpNIC)

(http://www.nic.ad.jp/)

(1)設 立年月 日/会 員規模

1997年3月 設 立

296会 員(2005年2月 現 在)

(2)主 な活動 と成果

事 業 内容

当セ ン タ ー は 国 際 的 な 運 用 ・管 理 が 必 要 と され るIPア ドレス等 の ア ドレス資 源 の 管 理

を は じめ 、 イ ン ター ネ ッ トに関 わ る各 種 調 査 ・研 究 や 教 育 ・啓 発 活 動 等 を行 って い る。

i.IPア ドレス

IPア ドレス はIANA(lnternetAssignedNumbersAuthority)を 頂 点 とす る階 層 構 造 の

イ ン ター ネ ッ トレジ ス トリに よ っ て 管 理 され て い る。 当セ ン ター は 、 日本 にお け るIP

ア ドレス の 管 理 を行 っ て お り、ISP(InternetServiceProvider:イ ン ター ネ ッ トサ ー

ビス プ ロバ イ ダ)に 対 す る割 り振 りを行 っ て い る。

ii.ド メイ ン名 関連 事業,

ドメイ ン名 に関す る情報 セ ンター業務 をは じめ、JPド メイ ン名紛争処理 方針 の策 定な

ど各種JPド メイ ン名 に関す る業務 を行 ってい る。

また国際 的な ドメイ ン名 管理のルール作 りへの参加 ・協力 な ども行 ってい る。

iii.イ ン タ ーネ ッ トと技 術 に関 す る活 動

ENUMやIRR(lnternetRoutingRegistry)を は じめ様 々 な技 術 お よび 運 用 に 関す る活 動

を行 っ て い る。

この他 に 、lnternetWeekを は じめ とす るイ ベ ン トや研 究 会 の 開 催 、共 催 を 行 っ て い る。

電子署名 ・認証 に関す る活 動

電子署名 ・認 証の分野 につ いては、2002年 度 下半期 よ り調査研究 を開始 した。経 済産
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業省 よ り 「1.Pアドレス認 証局 に関す る調査研 究」を受託 し、イ ンターネ ッ トレ ジス トリ

にお け る認 証局 と認 証業務 のあ り方をは じめ、IPネ ッ トワー クの安全性 に関す る調査研

究を行 って いる。 この調査研究 は三年 間で取 り組んでお り、あ り方 の調 査 、構築の ため

の調査 と方針策 定、応用 に関す る調 査 と構 築 ・実験等 の活動 を行 う。

認 証 局 の あ り方 と認 証 業 務 に 関す る調 査

国 際 的 な 地 域 イ ン タ ー ネ ッ ト レ ジ ス ト リ で あ るAPNIC(AsiaPacificNetwork

InformationCentre)やRIPENCC(RIPENetworkCoordinationCentre)に お け る認 証 局

の動 向調 査 や 、IETF(lnternetEngineeringTaskForce)に お け る情 報 交 換 を行 っ て い

る。

認 証 技 術 と方 針 策 定 に 関す る調 査

CP/CPS(CertificatePolicy/CertificatePolicyStatement)策 定 や 認 証 業 務 の 検

討 の た め 、 認 証 局 監 査 に 関 す る調 査 や 、認 証 局 とX.509形 式 の 証 明 書 を扱 うシ ス テ ム に

関す る検 討 調 査 を行 っ て い る。

認証技術と認証業務に関する実験調査

インターネットのア ドレス資源に関する登録情報の保護と活用の為、認証局を実験的

に構築 し運用することで、マネジメントに関する調査を行っている。

認証情報 とIPネ ッ トワー クの活用 に関す る調 査

IPを 用 いたネ ッ トワー クの分 野の拡大 に伴い 、各種 の利用 分野にお け るネ ッ トワー ク

の安全性 を検討す るこ とが課題 とな ってい る。安全性 の確保 の為 に、当セ ンター の認証

局 と認証 情報 を活用 す る手法 について調 査研究 を行 なってい る。

調査研究の成果は各年度に調査報告書としてまとめられている。この調査報告書は一

般に公開され、調査 ・検討内容に関して議論できる資料となることを目指 している。

また電子認証の分野においては、調査研究に関する発表や情報交換を通 じて、技術お

よび運用に関する知見が集約されることを目指している。

2004年 度は認証技術 と認証業務に関す る実験調査を行 うため、実験用の認証局システ

ムの構築の活動を行った。また2003年 度に ドラフ トした認証業務規程の改訂活動を行っ

た。

当センターでは主に電子認証に注目して調査研究を行ってきたが、電子認証の技術動

向や認証業務に関する知見の蓄積は様々な分野で進んでいるものの、技術が簡潔で適切

に理解でき、開発と利活用のサイクルが容易にできるようなフレームワークが構築され

ていないと考えられる。今後も電子認証に関する調査研究を行い、電子署名 ・認証分野

,
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の適切 な発展 に寄与 できれ ば と考 えてい る。'

(3)連 絡先

社 団 法 人 日本 ネ ッ トワー クイ ン フ ォ メ ー シ ョンセ ン ター

イ ン ター ネ ッ ト基 盤 企 画 部 伊 勢 禎 和yise@nic.ad.jp

〒101-0047東 京 都 千 代 田 区 内神 田2丁 目3番4号 国 際 興 業 神 田 ビル6階

TEL:03-5297-2311,FAX:03-5297-2312

8

、
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6.5特 麟 営利鞠 法人 電子認論 市民ネッ同 一痛 岡

(CACANetFukuoka)(http://www.cacangt.org/)

(1)設 立年 月 日/会 員規模

1999年9月 設立

2000年9月 特定非営利活動法人の認証を取得

正会員36名 、学生会員1名 、協賛会員1名 、団体会員5団 体

(2)主 な活動 と成果

電子 認証局市 民ネ ッ トワー ク福岡 は、市民 レベル でのPKIの 普及啓発 と利用促進 を使命 とす る

NPOで あ る。 当NPOの 事業は、 コ ミュニテ ィスクール とコ ミュニテ ィCAサ ー ビスの二つ が大 き

な柱 であ る。また、カジ ュアルなPKIの 利用促進 を 目的 と して電子地域通 貨の研究 開発 な ども行

っている。

〈3)今 年度の活動

今年度 の活 動は、講習会 が中心 であった。SAMLを 中心 と したWebサ ー ビスのた めの シングル

サイ ンオンシステムの技術の勉強会 と個人 情報保護 法対策 、ヘルスケ ア、電子 文書保存 とタイム

ス タンプ といった我 々 の 日常生活 に近 い領 域でのPKIの 具体的 な利用 の視点 か らのセ ミナー を

行 った。

カ ジュアル なPKIの ための コ ミュニティCAと しての活動 は、SOAPを ベー スに した証 明書発 行

システ ムの再設計 、再構築が 中心で あった。

カジ ュアル なPKIの 利用促進活動 としては、国立情報学研究所 との共 同研 究 と して プ ログを利

用 した法情 報の安全 な情報共 有 システ ムの研 究 と町 田市 のフ ァ ミリー サポー トセ ンター と慶応

義塾 大学 との共 同研 究 として、コ ミュニテ ィ ビジネ スのサ ポー トを 目的 と した電子 地域通貨 の共

同開発 お よび実証実験 を行 った。

1.コ ミュニテ ィスクール としての活動

(i)セ ミ ナ ー

6月22日SAMLに 関す ることな ら何 でもパ ー ト1
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9月13日 経 営者のた めの個人情報保護 法対策

3月2日 電子 文書保存 とヘル スケア(電 子 申請 か ら生活情報までの 「日常的PKI」 セ ミナー

(JESAP共 催)、

3月3日 地域 活性化 の戦略 ツール ～地域 通貨 ・コ ミュニテ ィ通貨～

(ii)合 宿研修

7月17日 ～19日

CACAnet福 岡夏 のシンポ ジウムin九 重

(iii)調 査報 告

法情報 のwebに よる安全 な情報共有方 法の研 究

2.コ ミュニテ ィCAと して の活動'

10月11日 証 明書発行 システムの開発 合宿t

3.カ ジュアル なPKIの 普及促進活動

町田市ファミリーサポ_ト センタ_の 電子値域韻 システムUPAの システム櫟 支援および

実証 実験。 情報処理学会CSEC2004に て発 表。

(4)連 絡 先

住所:〒 .810-0072福 岡県福 岡市中央区長浜1丁 目3番4号 長浜綾杉 ビル1階

TEL:092-761-6182FAX:092-771-5666

(システム ラボ ラ トリー株 式会社気付)

一138一



6.6日 本 行 政 書 士 会 連 合 会(http://㎜ .gy。sei.。r.jp/)

(1)設 立年月 日 ・会員 規模

1953年2月22日 設 立

登 録 者 数38,218名

法 人 数28法 人(2004年12月31日 現 在)

(2)主 な活動 と成 果

当連合会の概要

行政書士は行政書士法に規定された資格であり、 「官公署に提出する書類」の作成、

相談や、これらを提出する手続代理及び 「権利義務 ・事実証明に関する書類」の作成と

その代理、相談を主たる業務としている。

当連合会は同法に基づいて設立された法人であり、全国47の 都道府県行政書士会の全

国組織である。行政書士会の会員の品位を保持し、その業務の改善進歩を図るため、行

政書士会及びその会員のi指導及び連絡に関する事務を行 うとともに、行政書士の登録に

関する事務のほか、行政書士業務に係る調査 ・研究 ・推進などを主な事業としている。

高度情報 通信 社会へ の対応 と検討

・1996年8月 、企画 開発 部 に電子 商取引 ワー キンググルー プ設 置

((」1998年3月)

「電子公証 システム によるオ ープ ンマー ケ ッ ト等 の創 出のた めの実証 実験」へ の準備 と

参加

・1997年1月
、高度情 報通信社会 対策委員会設置(～1997年3月)

・1998年4月
、高度情 報通信社会対策本 部設置(～2005年1月 現在)

・1999年6月
、認証局運 営委員会設置(～2005年1月 現在)

認 証局 の設 置

1997年 か ら1998年 にか けて実施 された財 団法人 ニュー メデ ィア開発協 会に よる 「電子

公証 システ ムに よるオー プンマーケ ッ ト等 の創 出のた めの実証実験」に参加 し、その成

果 を受 けて1998年10月 に行政 書士 の資格 を電子的 に認 証す る認 証 局 を設 置 し電子 証 明

書 の発行 を開始 した。

そ の後 、 当連合会 で は2002年3月 よ り1年 間、電子署名 法 による特定認証業務 の認 定

を受 けた認 証局 の運用 を行 っていたが、新 たな状況 に対応す るため、2003年2月 に これ
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篶㌶ 「歴㌶ 謬 鴎㌻實鷲 ㌶;:緊 呈連碁ζ讃㌶
認定し推奨する唯一の行政書士向けの電子証明書の提供を行っている。

A1「

報告 書

・高度情報通信社会 に対応 した行政 書士システ ムの確立 に向けて(1997 .3)

・電子公証 システ ムに よるオー プンマーケ ッ ト等 の創 出のための実証実験(1998 .'5)

・高度情報通信社会 と行政書士(1999 .6)

・「電子的代理 申請 ・電子 委任 状研 究会」報告書(2002 .8)

・「電子 申請研 究会」報告書 ～代理 申請 、商取 引公証 基盤 ～(2003.3)、

(3)連 絡先

日本 行 政 書 士 会連 合 会

〒153-0042東 京 都 目黒 区 青葉 台3丁 目1番6号 行 政 書 士 会 館2階

TEL:03-3476-0031FAX:03-3463-0507

担 当 中西 豊(高 度 情 報 通 信 社 会 対 策 本 部 委 員)

MAIL:fwjc6972@mb.infoweb.ne.jp

事 務 局 守 屋 公 美(広 報 課1.T係)

MAIL:ngr-h-moriya@staff.gyosei.or.jp
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6.7全 国社会保険労務士会連合会

(http://www.shakaihokenroumushi.jp/)

(i)主 な活 動 と成 果 ・

現在 、全 国でお よそ28,000人 が活動す る社会保 険労務 士 は、以 下の よ うな事項 を主な

業務 としてい る。

○労働社会保険諸法令に係る官公署への申請書等届出書類の作成、手続き、事務代理、

審査請求等の代理

○人事 ・労務管理 ・教育訓練 ・労務計画 ・監査などコンサルティング業務及び個別労働

関係紛争の代理

○就業規則の作成 ・労働条件の整備

○安全管理の対策 ・衛生管理の対策

また、この度の電子申請に直接関係する労働 ・社会保険の加入 ・脱退、労働保険の年

度更新、社会保険の算定業務、そして、労災保険、雇用保険、社会保険(医 療保険、公

的年金)の 給付申請 などの書類の作成 ・提出 ・事務代理 ・審査請求などを行っている。

労働 ・社会保険諸法令における申請 ・届出などの手続きは、52本 の法律 に基づいてお

り、その手続き数は980種 類にも及び、これは国が扱 う法令手続き全体の7.2%を 占める。

このことか ら想定す ると、社会保険労務士が関わる取扱件数は年間相当な件数にのぼり、

電子政府のシステムが完全なかたちで施行された折には、労働社会保険の分野において、

電子申請の推進にかなりの役割を果たすこととなろう。

社会保険労務士の顧問事業所は、主として中小 ・零細企業であり、その割合は、わが

国の企業全体の99.3%、 内73%が 従業員20人 以下の企業が占めている。中小 ・零細企業

の割合が多い、このような日本の企業の実態からみて、電子申請に十分対応するだけの

人材確保など、中小 ・零細企業は国が実施する電子申請に対応するために相当な費用負

担も含めて苦慮を強いられることが想定される。

このようなことに鑑み、労働 ・社会保険に精通した専門家の社会保険労務士が中小 ・

零細企業の電子化を補完することによって、労働社会保険関係分野における電子申請が

円滑に実施できるものと考える。

すでにご案内のとお り事業主に代わって労働 ・社会保険諸法令の労働社会保険官公署

への手続きを行える専門家は、社会保険労務士とされている。

このような現状と実態を踏まえ、十分に対応 し推進するため、全国社会保険労務士会

連合会においては、平成10年11月 政府の高度情報通信社会推進本部発表の 「高度情報通
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信 社会推進 に向けた基本方針 」の発表 を受 け、平成11年4月 に 「電子化検討 委員会 」 を

設 置 し、平成13年9月 には理事会 にお いて、社会保 険労務 士独 自の認証 局 を連合会 に構

築す るこ とを決定 した。

そ して、平成13年10月 、構築 への さらなる詳細 な検討 、電子 申請 に対す る準備 、会員

への周知 ・研修の あ り方 な ど、その実施 に向 けて、電子 申請部会 、電子化対策部 会 を擁i

した 「電子化委員会」 を設置 した。

全国6ブ ロックに2名 の世話役 を置 き、その元 に都道府 県会 に対応す るた めの責任 者 を

決 めて、会員への周知 ・パ ソコンの取 り扱 い方 をは じめ、電子 申請一連の シ ミュ レー タ

を作成す るな ど、実地研修 を行 って きた経緯 が ある。

全 国社会保 険労務 士会連合会認証 局 は、去 る平成15年6月10日 に特 定認 証業務 の認 可

を得 て総務省 ブ リッジ認証局 との相互接続 を終 え、全 国の社会保 険労務士全員 に対 して、

この連合会 の認 証 を受 け るよ う一 人一 人 にダイ レク トメール を送 る こ とに よ り申請手

続 きを受け るよ う案 内 し、また一人 で も多 くの会員 が認 証 を受 けるよ う都道府 県社会保

険労務 士会 とも密接 な連携 を とって い る。

なお、平成17年3月 末現在 において社会保 険労務士 の電 子証 明書取得者 は約5,000名 に

達 し、開業 会員 の30%が 電子 申請業務 に対応 してい る。

一昨年10月
、よ り、労働 社会保険 関係 手続 きにおいて、電子 申請のサー ビスが開始 され

たが、現行 のその手続 き関係 の法律や 政省令 が紙ベ ース の内容 になってい るこ とか ら大

きく2点 ほ ど、問題が浮 上 した。

一つは、労働社会保険 の手続 きにおいて 、事業主 、その従業員被保 険者 、市 区町村長 、

場合 に よって は民生委員 な ど多数 の届 出の印、証 明印が必 要 とな ってい るこ とであ る。・

電子 申請においては これ ら印鑑 を必 要 とす るものすべ て の電子 署名 が求 め られ てい る。

従 って、た とえ、社会保険 労務 士が認証 を受 けて電子 申請 を推進 しよ うとして も、こ

れ ら印鑑 を押す者 が全員 それ ぞれ認 証 を受け てい ない と出来 ない こ とに なって しま う

ので ある。

労働 社会保 険は国民の生活 の基盤 の手続 きであ るこ とを考 える と、国民全員 が認 証 を

持 っていな ければ、電子 申請の推進 はで きない ことになる。す なわ ち、電子 申請 が思 う

よ うに進展す るには相 当な時 間を要 す る ことにな る と考 え られ るのであ る。

も う一つは、申請 に必要 な添付 書類 の 問題 が挙 げ られ る。仮 に申請書 が電子 申請 可能 と

なった と して も、それ を証す る添付 書類だ けを、行 政機 関に現 在 と同 じよ うに、出 向い

て提 出す るか、郵送す るかの方 法 を取 らざるを得 な くな って いる。

そ うす る と、現在 申請書 に添 付書類 をク リップ で とめて、持 ち込むか郵送 してい る こ

とか らす る と、電子 申請 において は、現行 に比べ全 くの二重 の手数が かか ることになる。

これ らの ことは、申請側 に とって も手数 のかか る ことと同時に 申請 を受 ける側 の行政

機 関にお ける事務 の効 率化 とい う視 点 において も、現行 と比べ かな りの影 響 が出 るこ と

が想定 され る。
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労働社会保険諸法令分野においての電子申請の円滑な進展及び行政機関での事務の

効率化への働きかけとして、私ども社会保険労務士は、士業としての国家資格者として、

社会保険労務士独 自の電子証明書を取得した社会保険労務士が電子申請を行うという

ことについては、複数署名あるいは添付書類などの省略が行えるよう現行の法律あるい

は政省令の改正を臨んだ手当てを大いに望んでいるところである。

電子申請の進展にともなう社会保険労務士の業務の変化 ・影響という問題については、

労働社会保険諸法令は、ご案内のとお りかなり法体系が複雑化してきている。・そのなか

にあって、社会保険労務士はこの法体系の専門家であり、行政機関への書類の作成や手

続きのみならず、労使関係 ・労働条件 ・労働環境 ・教育訓練 ・労務監査 ・個別労働関係

紛争解決など広い分野で活躍 しており、今後のこれらの情勢には社会の進展とともに複

雑化するなかで、益々要請されることになろうかと考えている。

今後、労働社会保険分野において社会保険労務士を活用していただくことによって、

中小 ・零細企業への関与率も高まり、また、電子申請の進展にも、あるいは行政事務へ

も貢献できるものと信 じている。

(2)連 絡 先

全 国社会保険 労務士会連合会

〒103-8346東 京 都 中央 区 日本 橋本石 町3-2-12社 会保 険労務士会館

TELO3(6225)4864(代)FAXO3(6225)4865
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6.8日 本 税 理 士 会 連 合 会(httP:イ/ww.nichizeir・p.・r.jp)

(1)設 立年月 日/会 員 規模

1957年 設立(1942年 創 立)

全 国15税 理 士会
(

税理士会員67,939人

税理士法人会員1,132(2004年12月 末 日現在)

(2)主 な活動

日本税理士会連合会は、税理士及び税理士法人の使命及び職責にかんがみ、税理士及び税理士

法人の義務の遵守及び税理士業務の改善進歩に資するため、税理士会及びその会員に対する指導、

連絡及び監督に関する事務を行い、並びに税理士の登録に関する事務を行 うことを 目的として、

税理士法(昭 和26年6月15日 法律第237号)に より設立された特別法人である。

税理士は、税務に関する専門家 として、独立 した公正な立場において、申告納税制度の理念に

そって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定 された納税義務の適正な実現を図

ることを使命(税 理士法第1条)と してお り、その業務 として、税務代理、税務書類の作成、税

務相談、会計業務、税務訴訟における補佐人業務などを行っている。

日本税理士会連合会では、e-Japan電 子政府の行政手続きにおいて国税及び地方税の申告等

が果たす役割は大きく、これ らへの積極的な取 り組みが必要 と認識 してお り、2003年 度から実

施 された国税電子申告 ・申請に備 え、GPKI接 続 した税理士の認証局を2004年1月 に構築 し、電

子申告に取 り組む税理士に電子証明書を発行 している。また、2004年 度から開始された地方税

電子申告にも対応 してお り、税理士全員に電子証明書を発行す る体制を整備 している。

(3)現 在 の認証局 の利用 につい て

① 利用に関する状況

国税の電子申告に利用 している。

② 利用制限

CPS1.3.3加 入者証明書の用途。

本サー ビスにおいて発行 され る加入者証明書の用途は、以下の事務を電子的に行 う場合に限定

する。

① 税理士法第二条に定める事務'

② 自己の租税に係る行政機関への申告、申請、届出等(た だ し、加入者証明書に記載す る氏名
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が 旧姓の場合 を除 く。)
へ

③ 日税連または税理士会への申請、届出等

相互認証証明書
ブリッジ認証局,

日本税理士会連合会
、,

電子認証局

`

難 類 会" |

1
・:
電子認証局事務局.

認証局(CA)

魎
繭

CR頃 ぴA亘L
●

'、
一 一

リポジトリ

ー_■ 〆

1
,

口cカード発行周

)口入者証明書・秘密鍵CRL及 びARL

電子署名付きメッセージ

籔
'豊

発行申請・失効請求

●

加入者 検証者

(4)連 絡先

1

日本 税 理 士会 連 合 会

所 在 地:〒141-0032東 京 都 品川 区 大 崎1-nLs日 本 税 理 士 会 館8階

TEL:03-5435-0931(代 表)FAX:03-5435-0941

MAIL:金 田kaneda@nichizeiren.jp
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6.9電 気 事 業 連 合 会(http://www.fepc.・r.jp)

(1)設 立年月 日 ・会員規模

1952年(昭 和27年)11月20日

会員 一般電気事業者(電 力会社10社:北 海道電力 ・東北電力 ・東京 電力 ・中部電力 ・

北陸電力 ・関西電力 ・中国電力 ・四 国電 力 ・九州 電力 ・沖縄電力)

(2)主 な活動

電力業界大の情報高度化 につ いて は、従来か らEDIに お け るビジネ スプ ロ トコルの

標 準化、業界共同デー タベー スの構 築及 び ソフ トウェアの流通 ・共 同開発 な ど、共通課

題 の解決 に取 り組んで きた。

また、平成13年 に政府IT戦 略本 部が決定 したre-Japan2002プ ログラ

ム」で重点施策 の一つ に挙 げ られた"行 政情報化の推進"を 受 け、電力業界 にお ける申

請 ・届 出等手続 きのオ ンライ ン化 につ いて も推進 してい る。

しか しなが ら、業務面 、システ ム面 に於 いて解決すべ き課題 が多 い ことや 、手続 きの

中には、対 面での説 明が必 要な報告等 必ず しも電子化 に馴染 まない もの もある こ とか ら、

一律 に電子化 が進 まない のが現状で あ る
。このため 、実効性 のあ る行 政手続 きの電子化

を実現すべ く、政府 に対 し、直接又 は 日本経 団連 を通 じて、代表者 「社 長」以外 に よる

申請 を可能 とす る電子署名制度 の整備 な どについて、要望 してい るところであ る。 日本

経団連 に於 いては、電気事 業連合 会 の要望 を含 めて 「2004年 度 日本経 団連 規制改革

要望」の中で、本件 に関す る提言 を政府 総合規制改革会議等 関係機 関 に対 して行 って い

る。

(3)連 絡先

電 気 事 業 連 合 会

〒100-8118東 京 都 千代 田 区大 手 町1丁 目9番4号

情 報 通 信 部 副長 浜 田 誓

hamadas@fepc.or.jpTel(03)3279-3744Fax:

経団連会館

(03)3230-8085
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6.10タ イ ム ビ ジ ネ ス 推 進 協 議 会(TBF)TimeBusinessForum

(http://www.scat.or.jp/time/)

(1)設 立年月 日/会 員規模

2002年6月20日 設 立

会 員(団 体 、 個 人)110(2005年1月 現 在)

(2)設 立経緯

・ 総務省 「標 準時配 信 ・時刻認証 サー ビスの研 究開発 に関す る研 究会 」(タ イ ム ビジ

ネス研 究会)を 発足 し2002年1月 ～6H活 動。

・2002年6月 に安全 で信 頼性 の高い高度情報 通ネ ッ トワー ク社会の現 実に 向けて
、民

間企業や 大学 ・研 究機 関、国の 関係者 を結集 し、タイ ム ビジネ スの早期 普及 のた め 「タ

イム ビジネ ス推進 協議 会」 を設立 した。

(3)主 な活動

タイムビジネス推進協議会に関する調査 ・研究、情報の収集、普及啓発等の活動を行

い、情報通信の健全な発展に寄与することを目的にして活動している。協議会には、企

画部会と技術部会の2つ の部会があ り、各部会の下に分科会を設けてきめ細かい活動を

行っている。

・企画部会は、.広 報分科会 と調査研究分科会により構成されており、広報分科会はタ

イムビジネスシンポジウムの企画・開催及び他団体のシンポジウムに積極的に参加 しタ

イムビジネスの普及を行っている。調査研究分科会は、国内のタイムビジネスの調査及

ぶ海外動向調査を実施 し、報告書の策定を行っている。

・ 技術部会 は、実証 実験分科会 とガイ ドライ ン分科会 に よ り構成 され てお り、実 証実

験分科会 は各種 実証 実験 の企 画 ・推進 を行 ってお り、タイム ビジネ スの有効性 ・可能性

及 び トレー サ ブル な時刻供給方 式の検 証 を行 うWGを 作 り活 動を行 ってい る。ガイ ドラ

イ ン分科会 は、タイ ム ビジネスに関す るガイ ドライ ンの策定のためWG作 り活動 を行 っ

てい る。

・ 我 が国 の タイ ム ビジネ スを積極 的に推 進 し
、高度情報通信ネ ッ トワー ク社 会の精
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築に大いに寄与した業績を評価され、平成16年 度情報化月間記念式典に於いて総務大

臣表彰を受賞した。(2004年10月)

タイ ム ビジネ スに関わ る動 き

・ タイ ム ス タ ンプ フ レー ム ワー ク のJIS化

(財)日 本 規 格 協 会 で はISO-18014-1のJIS化 を進 め て い る。

・ 総 務省 「タイ ム ビジネ ス に係 る指 針 」(2004年11月5日)

http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/pdf/041105_3_01.pdf

・ 財 団法 人 日本 デ ー タ通 信 協 会

「タ イ ム ビジ ネ ス信 頼 ・安 心認 定 制 度 」の 創 設(2004年12月10日)

http://www.dekyo.or.jp/timebusiness.pdf

(5)成 果物

・ 「時 刻 認 証 基 盤 ガイ ドライ ン」 第1版(2003年3月)

・ 書 籍 「タイ ム ビジネ ス ーネ ッ ト時 代 の 時刻 認 証 サ ー ビスー 」 〈NTT出 版 〉発 刊

(2003年6月)

・ 「広 が るタイ ム ビジ ネ ス 」 の イ ラス ト入 り小 冊 子 制 作(2003年6月)

?TimeAuthenticationlnfrastructureGuideline(DigestEdition)(2003年9

月)(時 刻 認 証 基 盤 ガ イ ドライ ン(抜 粋 版)英 語 版)

・ 「時刻 認 証 基 盤 ガ イ ドライ ン」 第2版(2004年5月)

・ 「タ イ ム ビジ ネ ス利 用 に関 す る 国 内 動 向調 査 報 告 書 」(2004年5月)

・ 「タイ ム ビジネ ス に 関 す る ドイ ツ 動 向調 査 報 告 書 」(2004年7月)

・ 「信 頼 され る タイ ム ス タ ン プ技 術 ・運 用 基 準 ガ イ ドライ ン」(2005年1月)

・ 「e－文 書 法 にお け る タイ ム ス タ ン プ適 用 ガイ ドライ ン」(2005年1月)

・ 「タイ ム ス タ ンプ 長 期 保 証 ガ イ ドライ ン 」(2005年2月)

(6)連 絡先

タイ ム ビジ ネ ス推 進 協議 会 事 務 局

斤160-0022

東 京 都 新 宿 区新 宿1-20-2小 池 ビル

財 団 法 人 テ レコム 先 端 技 術 研 究 支 援 セ ン ター 内

TEL:03-3351-8423FAX:03-3351-6690

e-rnai1:tbf@scat.or.jp(事 務 局 専 用 ア ドレス)
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6.11社 団法 人 日本画像情 報マネ ジメ ン ト協会

(http://www.jiima.or.jp)

(1)組 織概要

現在の所管省庁:経 済産業省 製造産業局 産業機械課

1958(日 召33)

1962(昭37)

1995(平7)

会員数:250社

一文書情 報マネ ジメン ト関連 システ ムを利用者 と業 にす る法人 または個人 .

日本 マイ ク ロ写真 協会(略 称:JMA)と して設立

社団法人 として認 可(旧 通産省認可)

名 称 を社団法人 日本 画像 情報マネ ジメン ト協 会

(略称:JIIMA)に 改称

(一般会員1■ 社/維 持 会員 その他239社)

国際標準ISO/TC171(文 書管理ア プ リケーシ ョン)の 審議 団体。

(2)JIIMAの 使 命

JIIMAは 、情 報管理の環境 と領 域の変化 に応 え、紙や マイ ク ロフ ィル ム の文 書 と

コンピュー タの電磁 的記録 な どの情報 を含 んだ広い概 念 の文書情 報 を、その ライ フサイ

クル全 体 を通 して、よ り確 実で よ り効果 的に活 用 ・保存 を可能 にす る 「文 書情報 マネ ジ

メ ン ト」の普及 ・啓発 す るこ とが活動 の中心。

JIIMAは 新 しい時代のニー ズに対応 す るため、技術領 域 、市場領域 、事業領域 を

拡大 し、標準化 ・規格 の作成 、展 示会セ ミナー 、人材 の育成 、出版 な どの活 動 を通 じて

21世 紀 の高度 情報通信社会 の発 展 に貢献す る ことを使命 とす る。

文 書情 報マネ ジメ ン トに関す るハー ド ・ソフ ト・サ ー ビス の 提供 をは じめ、国 内 ・

海外 の事 例、技術 、市場 動向な ど下記 の領域 の情報 を提供 す る。

・エ ン ター プ ライ ズ ・コ ンテ ン ト管 理(ECM)・ 電子 文 書 管 理 ・文 書 イ メー ジ ン グ

・マ イ ク ロ グ ラ フ ィ ッ クス ・ワー ク フ ロー ・用 語 ・品質

・コ ン ピ ュー タ ・ツ ー一・レー ザ ・デ ィス ク 出 力(COLD)

文書管理 アプ リケー シ ョンには次の こ とが含 まれ る。

・文 書の捕捉
、索引付 け、保管 、検 索、配布 、通信 、表 現、移行 、交換 、保 存や廃棄 を

含 むプ ロセ ス
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・文書 の入力/出 力 品質(マ イ クロ化又 は電子化)

・支援 メタデ ー タを含む
、文書(マ イ クロ化又 は電子化)の 保管、利用 、保 存の実行 、検

査や品質管理の手順

・企業 にお け るワー クフ ロー(ビ ジネ スプ ロセ ス管理)及 びイ ンターネ ッ トに関す るア

プ リケーシ ョン

・システム間の情報i交換 における品質 と完全1生の維持

・法的許容性及び/又 は完全 性及びセキュ リティを支援する手順やプロセス

・関連する監査追跡情報の管理

(3)電 子文書 ・記録 に関す る主な活動 実績

国内関係:法 律及び標準化

1982(昭57)国 税 関係帳簿書類 のマイ ク ロフ ィル ム保存 を認 める大蔵省 告示(税 務帳

簿書類のマイ クロフィル ムに よる保 存)公 布

1988(昭63)消 費税 関係帳簿書類 のマイ ク ロフィル ム保存 を認 める大蔵省 告示公布

1998(平10)国 税 関係 帳簿書類 の電子化 ・COM化 を容認 す る電子帳簿i保存 法成 立公布

1998(平10)大 蔵省 告示136号:各 種 申込書 な ど4年 以 降マイ クロでの保 存 を許容

電子化に関す る新 しいJISの 公布

2003(平15)「 紙文書 とマイ クロフィル ム文書の電子化 プ ロセ ス」 に関す るJIS原 案

答 申が正式 にJISZ6016と して公布

ISO規 格の支援:ISO規 格の定期的見直 し、新規格 の審議 ・調査、回答件数年20件 。

国際的な活 動:AIIMイ ンターナ シ ョナル(国 際 画像 情報協会)と のパ ー トナー シ ップ

提携。

最近 のe--Japanee略 及 びe－文書法 に関す る支援

・H14年6 .月自民党デ ジ タルアーカイ ブ委員 会で文書 ・記録 管理 に関す る説 明

・国立国会 図書館 の 「電子情報 の長期保存 」の調 査報告 の評価委員 にJIIMAと して出席

(H15年1～3月 、H16年1～3月)

・経団連 電子化 コン ソー シアムでJIIMAの 活動実績(標 準化活動 、法 的対応 及び 人材 育

成の実績 、 グローバル な提携)を 説 明(H15年7月)

内閣官房IT担 当室
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平成16年3月 以 降 、電子化 に関す る技術、法律的側面 か ら挑 戦すべ き課題 、先進 諸国

(米国、カナ ダ、豪州 、英 国、 ドイ ツな ど)の 取組状 況の事例、最新状 況 を提供。

鰹

平成16年10月 よ り 「文書の電磁的保存等に関する検討委員会」に出席。

国税庁

平成16年 以降電子化に関す る要望事項に関する国税庁との連絡会議に他の団体と出

席。

(4)資 格制度における活動(新 資格制度委員会)

目的と資格

情報における環境変化に対応 し、合理的かつ実務に即応した文書情報マネジメン トシ

ステム構築のためのスキルを持った人材を育成し、その能力を認定する制度。

さまざまな形態の文書情報の各種媒体への入力、変換 とそれらの文書情報を管理する

ためのシステム設計など、総合的に文書情報をマネジメントする基礎的な技術と知識の

検定。

文書情報管理士の認定資格者数は3000名 を超える。

(5)今 後 の活動

国内の継続 的活 動

・電子及び電 子化文 書
、マイ クロフィル ム文書 の法的証拠性 を諸外 国 と同 じレベ ル に法

的規制緩和 を実現 す るための活 動。

・電子 ・電子化 文書 の長期保 存(電 子署名 な ども含 め)対 策

・ハイブ リッ ド補 完技術 の推 進

・法的 リス クの軽減

・不測事態 へ の対処 国際的及 び国内関連団体 との連携ISO/AIIM(ANSI):文 書 ・記録

管理の諸問題(PDF-A、PDF-Eな ど):長 期保存 、

・各種標準化 ・オー プ ンイ ンター フェース技術 の推進
、情 報の交換

ARMA:記 録管理 の問題 に対処、ISO15489

E-COM協 議会 、JBMIA、 タイム ビジネ ス推進 協議会 な どの団体 と共通 の課題 に協同取 り

組 み。
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(6)連 絡 先

(社)日 本 画 像 情 報 マ ネ ジ メ ン ト協 会

T101-0044

東 京 都 千 代 田 区鍛 冶 町1-9・-15

第2大 河 内 ビル

TelO3-3256-6984

FaxO3-3256-7038
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